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第１章　総則
（約款の適用）

第１条　当社は、電気通信事業法（昭和59年法律第86号。以下、「事業法」といい
ます。）第34条第２項の規定に基づき、当社の指定電気通信設備と当社以外の電
気通信事業者（以下、「他事業者」といいます。）の電気通信設備との相互接続（以
下、「接続」といいます。）に関し、当社が取得すべき金額（以下、「接続料」と
いいます。）及び接続条件（当社の指定電気通信設備に当社の電気通信設備を接
続することとした場合の条件に比して不利なものでないこととします。）につい
てこの接続約款（料金表及び技術的条件集を含みます。以下、「約款」といいま
す。）を定め、これにより他事業者との間で、当社の指定電気通信設備との接続
に関する協定（以下、「協定」といいます。）を締結し、当社の指定電気通信設備
との接続を行います。

２　前項の規定のほか、当社は、当社の指定電気通信設備との接続を円滑に行うた
めの条件をこの約款に定めます。

３　前２項の規定にかかわらず、当社は、非指定電気通信設備について、接続料及
び接続条件をこの約款に定める場合があります。
（約款の変更）

第２条　当社は、この約款を変更することがあります。この場合には、接続料及び
接続条件は、変更後の約款によります。
（用語の定義）

第３条　この約款においては、次表の左欄の用語はそれぞれ右欄の意味で使用しま
す。

用　　語 意　　　　　　　　　　味

１　電気通信設備 電気通信を行うための機械、器具、線路その他の電気的設備

２　指定電気通信
設備

事業法第34条第１項により指定された電気通信設備（同条第２
項で第２種指定電気通信設備と定義された電気通信設備をいい
ます。）

３　電気通信回線
設備

送信の場所と受信の場所との間を接続する伝送路設備及びこれ
と一体として設置される交換設備並びにこれらの付属設備

４　電気通信サー
ビス

電気通信設備を使用して他人の通信を媒介すること、その他電
気通信設備を他人の通信の用に供すること

５　相互接続点 当社と他事業者との間の協定に基づく接続に係る電気通信設備
の接続点

６　相互接続通信 相互接続点と当社の利用者の移動無線装置等間の通信又は相互
接続点相互間の通信（携帯電話・ＰＨＳ番号ポータビリティ転
送機能を提供する場合に限ります。）であって、当社の指定電気
通信設備を経由するもの

７　他社相互接続 相互接続点と協定事業者の利用者の端末設備間の通信又は相互
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通信 接続点相互間の通信であって、協定事業者の電気通信設備を経
由するもの

８　接続対象地域 相互接続通信を行うことができる地域

９　事務取扱所 相互接続に関する業務を行う当社の本店

10　登録電気通信
事業者

事業法第９条の登録を受けた者

11　届出電気通信
事業者

事業法第16条第１項の届出を行った者

12　電気通信事業
者

登録電気通信事業者又は届出電気通信事業者

13　中継事業者 中継網により相互接続点相互間の国内電気通信サービスを提供
する電気通信事業者（ＩＰ電話事業者を除く。）

14　携帯電話事業
者

電気通信番号規則（令和元年総務省令第４号。以下「番号規則」
といいます。）別表第３号に掲げるデータ伝送携帯電話番号又は
別表第４号に掲げる音声伝送携帯電話番号を使用して携帯電話
サービスを提供する電気通信事業者

15　仮想携帯電話
事業者

電気通信役務としての携帯電話サービスを提供する電気通信事
業者であって、当該携帯電話サービスに係る無線局を自ら開設
（開設された無線局に係る免許人等の地位の承継を含みます。）
しておらず、かつ、運用をしていない電気通信事業者

16　端末系事業者 利用者の使用する端末設備に接続する固定端末系伝送路設備
（電気通信事業法施行規則（昭和60年郵政省令第25号。以下、
「事業法施行規則」といいます。）第14条第１項イに規定するも
のをいいます。）を用いて国内電気通信サービスを提供する電気
通信事業者（ＩＰ電話事業者を除く。）

17　特定端末系事
業者

日本電信電話株式会社等に関する法律（昭和59年法律第85号）
第１条第２項に規定する東日本電信電話株式会社又は西日本電
信電話株式会社（端末系伝送路設備においてインターネットプ
ロトコルにより音声伝送役務を提供する場合は除きます。）

18　ＰＨＳ事業者 番号規則別表第４号に掲げる音声伝送携帯電話番号を使用して
ＰＨＳサービスを提供する電気通信事業者

19　直収回線等接
続事業者

第５条（標準的な接続箇所）の表中第１欄及び第２欄に規定す
る接続箇所において接続する電気通信事業者

20　国際系事業者 国際電気通信サービスを提供する電気通信事業者
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21　ＩＰ電話事業
者

番号規則別表第１号に掲げる固定電話番号又は別表第６号に掲
げる特定ＩＰ電話番号を使用して、端末系伝送路設備において
インターネットプロトコルにより音声伝送役務を提供する電気
通信事業者

22　個別契約事業
者

契約者と書面等により個別に他社相互接続通信に係る契約を締
結している協定事業者

23　協定事業者 当社と協定を締結している電気通信事業者

24　接続申込者 当社の指定電気通信設備との接続の申込みを行う電気通信事業
者（協定事業者及び協定の締結時に電気通信事業者となる見込
みがある者を含みます。）

25　ＦＯＭＡサー
ビス

当社のＦＯＭＡサービス契約約款に基づいて提供する電気通信
サービス

26　Ｘｉサービス 当社のＸｉサービス契約約款に基づいて提供する電気通信サー
ビス

26－２　５Ｇサー
ビス

当社の５Ｇサービス契約約款に基づいて提供する電気通信サー
ビス

27　ワイドスター
通信サービス

当社のワイドスター通信サービス契約約款に基づいて提供する
電気通信サービス

28　専用回線等接
続サービス

当社の専用回線等接続サービス契約約款に基づいて提供する電
気通信サービス

29　ＭＶＮＯサー
ビス

当社の約款又は卸携帯電話サービス契約約款に基づき協定又は
契約を締結している仮想携帯電話事業者が提供する電気通信サ
ービス

30　契約約款 当社又は他事業者が、各々の利用者に対し提供する電気通信サ
ービスの提供条件を規定する約款及び料金表

31　契約者 当社と当社の契約約款に基づき契約を締結している者又は他事
業者と他事業者の契約約款に基づき契約を締結している者

32　利用者 当社又は他事業者が提供する電気通信サービスを利用する者

33　利用者料金 利用者に提供される電気通信サービスに対して利用者が支払う
べき料金

34　役務区間合算
料金

相互接続通信及び他社相互接続通信において、役務提供区間に
かかわらず、当社又は協定事業者のうち特定の１の事業者が異
なる電気通信事業者の役務提供区間を合わせて設定する利用者
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料金（通信料に限ります。）

35　役務区間単位
料金

相互接続通信及び他社相互接続通信において、当社又は協定事
業者が自己の役務提供区間ごとにそれぞれ設定する利用者料金

36　契約者回線番
号等

当社の音声伝送役務を提供する際に契約者回線ごとに付与する
番号

37　移動無線装置 (1) 携帯して使用するためのアンテナ及び無線送受信装置
(2) 自動車その他の陸上（河川、湖沼を含みます。）を移動する
もの又は船舶その他海上（わが国の沿岸の海域をいいます。）
を移動するものに設置して使用するためのアンテナ及び無線
送受信装置

38　削除 ―――

39　端末設備 電気通信回線設備の一端に接続される電気通信設備であって１
の部分の設置の場所が他の部分の設置の場所と同一の構内（こ
れに準ずる区域を含みます。）又は同一の建物内であるもの

40　契約者回線 ＦＯＭＡサービス契約約款、Ｘｉサービス契約約款、５Ｇサー
ビス契約約款、ワイドスター通信サービス契約約款及び専用回
線等接続サービス契約約款に係る契約に基づいて契約者が指定
した移動無線装置等と当社との間に設定される電気通信回線

41　交換設備 多数の端末設備からの接続要求に応じて着信端末設備までの接
続経路の設定を行う設備

42　中継交換機 ＦＯＭＡサービス、Ｘｉサービス、５Ｇサービス及びワイドス
ター通信サービスの中継交換を行う交換設備

43　関門交換機 相互接続のために通信路の設定、事業者間料金精算情報の送出、
発信者番号の転送等の機能を有する中継交換機

44　直収交換機 専用回線等接続サービス契約約款に基づく専用回線等を収容す
る当社が指定する交換設備

45　直収パケット
交換機

当社の契約者が指定する移動無線装置と協定事業者の電気通信
設備とのパケット通信に係る接続経路の設定を行うために設置
する当社が指定する交換設備

46　削除 ―――

47　伝送路設備 電気信号又は光信号を伝送する電気通信設備

48　中継交換機間
伝送路設備

中継交換機相互間の伝送路設備
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49　回線終端装置 占有契約により特定区間に設置される電気通信回線の終端の場
所に設置される装置

50　特定電子メー
ル

特定電子メールの送信の適正化等に関する法律（平成14年法律
第26号）第２条第２号に規定する電気通信

51　通信用建物 通信の用に供するための当社の建物であって、標準的な接続箇
所を有するもの

52　番号ポータビ
リティ

利用者がサービスの提供を受ける電気通信事業者を変更した場
合において、利用者に付与された当該サービスに係る電気通信
番号を変更することなく、変更後の電気通信事業者のサービス
の提供を受けること

53　携帯電話・Ｐ
ＨＳ番号ポータ
ビリティ

番号規則別表第４号に掲げる音声伝送携帯電話番号（電波法施
行規則（昭和25年電波監理委員会規則第14号）第４条第１項第
20号の８に規定する携帯移動地球局に係る端末系伝送路設備又
は提供する役務がデータ伝送役務のみである端末系伝送路設備
を識別するためのものを除く。）を使用する携帯電話サービス及
びＰＨＳサービスに係る番号ポータビリティ（以下、「ＭＮＰ」
といいます。）

54　消費税相当額 消費税法（昭和63年法律第108号）及び同法に関する法令の規定
に基づき課税される消費税の額並びに地方税法（昭和25年法律
第226号）及び同法に関する法令の規定に基づき課税される地方
消費税の額

55　業務支援シス
テム

ＦＯＭＡ特定接続契約、Ｘｉ特定接続契約又は５Ｇ特定接続契
約の契約者回線の利用の開始、変更及び廃止並びにこれらに関
する情報の管理を行うためのシステム

56　ＵＳＩＭカー
ド

ＦＯＭＡサービス契約約款、Ｘｉサービス契約約款又は５Ｇサ
ービス契約約款に規定するＦＯＭＡカード又はドコモＵＩＭカ
ードであって、当社が協定事業者を通じてＦＯＭＡ特定接続契
約者、Ｘｉ特定接続契約者又は５Ｇ特定接続契約者に貸与する
もの

（直収回線等接続事業者の料金及び技術的条件等）
第４条　当社は、直収回線等接続事業者と接続する場合において、その接続形態が
当社の契約者と同一であるときは、当該接続に係る役務の種類に応じ、各々の契
約約款に規定されている部分については、第１条（約款の適用）の規定にかかわ
らず、契約約款の規定を準用します。
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第２章　接続する設備の範囲
第１節　標準的な接続箇所

（標準的な接続箇所）
第５条　当社の指定電気通信設備と他事業者の電気通信設備との標準的な接続箇
所は次のとおりとします。

標準的な接続箇所 内　　　　容

(1) 直収交換機 直収交換機の当社配分架の他事業者側端子又は直収交換機と他
事業者の電気通信設備との間にルータを設置するときは他事業
者の電気通信設備の当社側端子

(2) 直収パケット
交換機のルータ

直収パケット交換機に接続されたルータと接続される他事業者
の電気通信設備の当社側端子

(3) 関門交換機の
伝送装置

関門交換機と中継交換機間伝送路設備との間に設置される伝送
装置の当社配分架の他事業者側コネクタ

(4) 削除 ―――

第２節　相互接続点
（相互接続点を設置する目的）

第６条　当社及び接続申込者は、当社又は接続申込者の契約者に対する電気通信役
務の提供責任並びに当社と接続申込者との固定資産及び保守の分界点とするた
めに相互接続点を設置するものとします。
（相互接続点の設置場所）

第７条　当社及び接続申込者は、当社の指定電気通信設備と接続申込者の電気通信
設備との接続にあたり、第５条（標準的な接続箇所）に規定する接続箇所におい
て相互接続点を設置するものとします。
　ただし、当社は、第13条（相互接続点を標準的な接続箇所以外の箇所に設置す
る場合の取扱い）第１項又は第２項に規定するところにより、標準的な接続箇所
以外の箇所に相互接続点を設置することがあります｡

第３節　接続対象地域
（当社の接続対象地域）

第８条　当社の接続対象地域は事業法第９条又は第13条の規定により登録を受け
又は変更された業務区域とします。

第４節　接続により提供する機能
（接続により提供する機能）

第９条　当社は、接続により別表１（接続により提供する機能）の１－１（基本接
続機能）、１－２（付加接続機能）及び１－３（個別占有的接続機能）に掲げる
接続機能を提供します。

２　当社は、当社の契約者に対しＦＯＭＡサービス契約約款、Ｘｉサービス契約約
款、５Ｇサービス契約約款又はワイドスター通信サービス契約約款により提供し
ている付加機能のうち、別表１（接続により提供する機能）の１－４（付加機能
接続機能）に掲げる機能に接続する機能を提供します。
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（接続により提供する機能の休廃止の円滑な実施）
第９条の２　別表１（接続により提供する機能）の１－１（基本接続機能）に規定
する機能を休廃止しようとするときは、当社は当該機能を利用する協定事業者に
対して、機能を休廃止する１年前までにその情報を対面等説明（事業法施行規則
第23条の９の７第１項に定める説明をいいます。以下、この条において同じとし
ます。）により提供するものとします。（併せて、代替措置の提案等、他の電気通
信事業者が必要な対応を行うための措置の実施についても行うこととします。）

２　前項に規定する機能の休廃止に関する情報を当該機能を利用する協定事業者
に提供し、その協定事業者と協議が調った場合は、前項の規定にかかわらず、情
報の提供から１年未満で当社は当該機能を休廃止することがあります。

３　当社が休廃止する予定の機能について、接続申込者から当該機能を新たに利用
する旨の意思表示があったときは、当社は速やかに当該機能の休廃止に係る情報
を対面等説明により提供します。この場合において、当社は接続申込者との協定
の締結又は変更をもって、事業法第34条の２に定める周知を行ったこととします。

４　前３項の規定にかかわらず、当該機能を現に利用する協定事業者がいない場合
は、当社は速やかに当該機能を休廃止することがあります。
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第３章　協定の締結手続き等
第１節　事前調査

（事前調査の申込み）
第10条　当社は、接続申込者が、当社の指定電気通信設備とその接続申込者の電気
通信設備との接続等を申込む場合は、その接続の可否、接続可能時期、当社の指
定電気通信設備の設置又は改修の要否及びその接続に係る概算費用の算定等の
検討（以下、「事前調査」といいます。）を行います。

２　接続申込者は、別表３（様式）の様式第１の事前調査の申込書（以下、「事前
調査申込書」といいます。）を、当社が指定する事務取扱所に提出することを要
します。

３　接続申込者は、事前調査申込書に、接続の概要、接続を希望する時期、相互接
続点の設置場所、相互接続点ごとの予測トラヒック、接続の技術的条件及び当社
に協力を依頼する事項等を記載するものとします。この場合において、当社が利
用者料金を設定するときは、相互接続点ごとの当社の接続対象地域等を記載する
必要はありません。

４　当社は、接続申込者から請求があるときは、事前調査申込書に記載する事項に
係る必要な情報（当社の機密事項を除きます。）を当社の事務取扱所において、
提供するものとします。
（事前調査の受付及び順序）

第11条　当社は、事前調査申込書に事前調査を行うために必要な事項が記載されて
いることを確認した時をもって、事前調査の申込みの受け付けとします。

２　当社は、事前調査の申込みを受け付けたときは、接続申込者に対して、受付年
月日等を別表３（様式）の様式第２の書面により通知します。

３　当社は、接続の申込みが複数ある場合であって、それらの申込みが、同一の接
続開始希望時期又は同一の通信用建物内に設置されている設備への接続である
ときは、申込みを受け付けた順序に従って事前調査を行います。
（事前調査の回答）

第12条　当社は、事前調査申込みの受けつけ後１ヶ月以内に、接続の可否及び費用
負担の有無をその接続申込者に別表３（様式）の様式第３の書面により通知しま
す。ただし、第64条の２（債務の履行の担保に係る協議申入れ等）又は第64条の
３（債務の履行の担保）の適用が見込まれるときその他特別の事情があるときは、
申込みを受け付けた日から１ヶ月を超えて回答する場合があります。

２　当社は、事前調査において当社の指定電気通信設備（ソフトウェアを含みます。
以下、同じとします。）の設置又は改修の必要がないと判断した場合には、前項
に規定する通知と併せ、接続可能時期並びに第28条（その他の工事の請求）に規
定する工事がある場合はその概算額及びその内訳を通知し、これをもって事前調
査の回答とします。

３　当社は、事前調査において当社の指定電気通信設備の設置又は改修が必要であ
ると判断した場合には、第１項に規定する通知に加え、事前調査申込みの受け付
け後４ヶ月以内に、接続可能時期及びその指定電気通信設備を設置又は改修（第
28条（その他の工事の請求）に規定する工事がある場合は、その工事を含みます。）
するために必要となる概算額並びにその内訳等を書面により通知し、これをもっ
て事前調査の回答とします。

４　前項の規定にかかわらず、その指定電気通信設備の設置又は改修の規模が大き
い場合には、概算額及びその内訳等の通知は、４ヶ月を超えるときがあります。
この場合において、その通知をもって事前調査の回答とします。
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５　当社は、接続可能時期が第29条（標準的接続期間）に規定する標準的接続期間
を著しく超える場合には、その理由を書面により接続申込者に通知します。

６　当社は、第10条（事前調査申込み）の規定により接続申込者から申し込まれた
接続の代替的な接続方法があると判断した場合には、第１項、第１項及び第２項、
又は第１項及び第３項の回答と併せて、代替的な接続方法並びに当該接続方法に
必要となる概算額及びその内訳等を書面により通知します。

７　接続申込者が事前調査の回答を受けた後１ヶ月以内に第14条（接続申込み）に
規定する接続申込みを行わないときは、当社が行った事前調査の回答は、その効
力を失います。

第２節　相互接続点を標準的な接続箇所以外の箇所に設置する場合の取
扱い

（相互接続点を標準的な接続箇所以外の箇所に設置する場合の取扱い）
第13条　当社は、接続申込者から当社の通信用建物等に相互接続点を設置する申込
みがあった場合で、その相互接続点を設置しようとする箇所が第５条（標準的な
接続箇所）に規定する標準的な接続箇所と異なるときは、その接続申込者と協議
の上、相互接続点を設置する場所を決定することができるものとします。

2　当社は、接続申込者から当社の通信用建物等と異なる場所に相互接続点を設置
する申込みがあった場合は、その接続申込者と協議の上、相互接続点を設置する
場所を決定することができるものとします。なお、次の各号に定める場合には、
申込みに係る場所に相互接続点を設置することはできません。
(1) 当社又は接続申込者の契約者に対する電気通信役務の提供責任並びに当社と
接続申込者との固定資産及び保守の分界点が明確となる方法により接続がな
されないとき。

(2) 第三者が容易に立ち入ることができない場所等安全性及び信頼性が確保され
た場所に相互接続点が設置されないとき。

３　接続申込者は、前項の規定により相互接続点を当社の通信用建物等と異なる場
所に設置する場合は、相互接続点を設置する場所を確保することを要します。

第３節　接続申込み
（接続申込み）

第14条　接続申込者は、事前調査の回答を受けた後１ヶ月以内に、別表３（様式）
の様式第４の書面により、当社に対し、回答書の内容にもとづく接続等の申込み
の意思表示（以下、「接続申込み」といいます。）を行うものとし、当社は、その
書面の受け付けをもって接続申込みの受け付けとします。

２　接続申込者は、前項に規定する接続申込みを行う場合において、第12条（事前
調査の回答）に規定する当社からの事前調査の回答結果により、指定電気通信設
備の設置又は改修等を要するときは、前項の接続申込みと併せて、次の各号に規
定する申込みを行うことを要します。
(1) 当社の指定電気通信設備（ソフトウェアを除く。）の設置又は改修を要する
場合
　第16条（接続用設備の設置又は改修の申込み）に規定する当社の接続用設備
の設置又は改修の申込み。

(2) 当社の指定電気通信設備に係るソフトウェアの設置又は改修を要する場合
　第21条（接続用ソフトウェアの開発の申込み）に規定する接続用ソフトウェ
アの開発の申込み。

(3) 当社の指定電気通信設備の設置又は改修以外の工事を要する場合
　第28条（その他の工事の請求）に規定する工事の申込み。
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（接続申込みの取止め）
第14条の２　当社は、接続申込者から接続申込みについて、当該接続等が開始され
る前に別表３（様式）の様式第15の書面による取止めの申込みがあった場合は、
別表３（様式）の様式第16の書面によりこれを承諾します。

２　前項の規定にかかわらず、当社は、接続申込者からの接続申込みについて、第
12条（事前調査の回答）の規定により当社が回答した接続可能時期から１年を経
過してもなお接続等が開始されない場合には、取止めの申込みがあったものとみ
なすことができるものとします。

３　前２項の場合において、接続申込者は、その取止めにより新たに発生する費用
及びそれまでに既に発生した費用に消費税相当額を加えた額を負担することを
要します。
（接続申込みの承諾）

第15条　当社は、第14条（接続申込み）に規定する接続申込みがあったときは、次
の場合を除き、その接続申込みを受け付けた順序に従って別表３（様式）様式第
５の書面により承諾します。
(1) 電気通信役務の円滑な提供に支障が生ずるおそれがあるとき。
(2) その接続により当社の被る損失がその接続により得られる利益を上回る場合
であってその程度が相当程度にわたる若しくは接続先拡大に寄与しない、又は
当社の事業運営上支障が生じるなど当社の利益を不当に害するおそれがある
とき。

(3) 接続申込者が、接続に関し負担すべき金額の支払いを怠り、又は怠るおそれ
があるとき（第64条の３（債務の履行の担保）第１項各号に定める事由のいず
れかが発生したときを含み、接続申込者が接続に関し負担すべき債務の履行が
担保されたときを除きます。以下、第84条（承諾の限界）において同じとしま
す。）。

(4) 接続に応ずるための電気通信回線設備の設置又は改修がインタフェース又は
プロトコルの大規模な変更を伴う場合その他の技術的又は経済的に著しく困
難であるとき。

２　前項の規定により、その接続申込みを承諾しないときは、当社は、書面により
その理由を通知します。

第４節　接続用設備の設置又は改修の申込み
（接続用設備の設置又は改修の申込み）

第16条　接続申込者は、第14条（接続申込み）第２項第１号の規定に基づき、接続
用設備の設置又は改修の申込みを当社に申込む場合は、接続申込みと併せて行う
ことを要します。この場合において、第14条（接続申込み）第１項に規定する申
込みに併せて申し込まれたものとみなします。
（接続用設備の設置又は改修の申込みの承諾）

第17条　当社は、前条に規定する接続用設備の設置又は改修の申込みがあったとき
は、その申込みを承諾します。ただし、第15条（接続申込みの承諾）の規定によ
り接続申込みが承諾されない場合は、この限りではありません。
（個別建設契約の締結）

第18条　当社は、前条の承諾を行った場合は、その接続用設備の設置又は改修に係
る工事着手前に、その接続申込者と、接続用設備の設置又は改修に係る工事の工
程及び内容並びに接続申込者が負担する費用の概算額、工事予定線表及び設備使
用開始予定月、既存設備を利用する場合の費用の概算額、接続用設備の保守、接
続遅延に係る費用負担及びその他の個別事項を含む個別建設契約を締結します。
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（接続用設備の設置又は改修の変更等）
第19条　当社は、接続申込者から接続用設備の設置又は改修について、その完成前
に別表３（様式）の様式第６の書面による変更の申込みがあった場合は、その変
更の申込みが第15条（接続申込みの承諾）第１項各号のいずれかの規定に該当す
るときを除き別表３（様式）の様式第７の書面により承諾します。ただし、第12
条（事前調査の回答）の規定により当社が回答した接続可能時期及び費用負担の
概算額については効力を失うものとします。

２　当社は、前項に規定する申込みを行った接続申込者に、その申込みを受け付け
た日から4ヶ月以内に、変更後の接続可能時期及び費用負担の概算額を前項の書
面により通知します。

３　第１項の規定により、当社がその変更を承諾しないときは、当社は書面により
その理由を通知します。

４　当社は、接続申込者から接続用設備の設置又は改修について、その完成前に別
表３（様式）の様式第８の書面による中止の申込みがあった場合は、別表３（様
式）の様式第９の書面によりこれを承諾します。

５　第１項又は前項の場合において、接続申込者は、その変更又は中止により新た
に発生する費用及びそれまでに既に発生した費用（個別建設契約の規定により算
定するときは、その額とします。）に消費税相当額を加算した額を負担すること
を要します。
（完成通知）

第20条　当社は、接続申込者に対して第18条（個別建設契約の締結）に規定する個
別建設契約に係る接続用設備が完成した場合は、その接続用設備の検査及び試験
を行った後、別表３（様式）の様式第10の書面によりその旨を通知します。
（接続用設備の所有権）

第20条の２　当社が設置又は改修する接続用設備の所有権、並びに当該接続用設備
の相互接続に係る著作権、特許権及びその他の無体財産権（当社及び他の事業者
が所有又は共有する権利は除く。）は当社に帰属するものとします。

第５節　接続用ソフトウェアの開発の申込み
（接続用ソフトウェアの開発の申込み）

第21条　接続申込者が、第14条（接続申込み）第２項第２号の規定に基づき、接続
に必要な当社の接続用ソフトウェアの開発（その接続用ソフトウェアを開発する
ために必要となる設備の設置又は改修を含みます。以下、「接続用ソフトウェア
の開発」といいます。）を当社に申込む場合は、接続申込みと併せて行うことを
要します。この場合において、第14条（接続申込み）第１項に規定する申込みに
併せて申し込まれたものとみなします。

２　前項の場合において、第12条（事前調査の回答）の規定により通知した接続可
能時期が複数の接続申込者について同一の時期となったときは、当社は、第15条
（接続申込みの承諾）に規定する接続申込みの順序に従って接続用ソフトウェア
の開発を行います。
（接続用ソフトウェアの開発の承諾）

第22条　当社は、接続申込者から、前条に規定する接続用ソフトウェアの開発の申
込みがあったときは、その申込みを承諾します。ただし、第15条（接続申込みの
承諾）の規定により接続申込みが承諾されない場合は、この限りではありません。
（接続用ソフトウェア開発契約の締結）

第23条　当社は、前条に規定する承諾を行ったときは、その接続用ソフトウェアの
開発に着手する前にその接続申込者と接続申込者の負担する費用の概算額、接続
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用ソフトウェアの開発の完了予定時期、接続用ソフトウェアの保守、支払額の精
算及びその他の個別事項を含む接続用ソフトウェア開発契約を締結します。
（接続用ソフトウェアの開発の中止）

第24条　当社は、接続申込者から接続用ソフトウェアの開発について、その完成前
に別表３（様式）様式第11の書面による中止の申込みがあった場合は、別表３（様
式）様式第12の書面によりこれを承諾します。

２　前項の場合において、接続申込者は、その中止により新たに発生する費用及び
それまでに既に発生した費用（接続用ソフトウェア開発契約の規定により算定す
るときは、その額とします。）に消費税相当額を加算した額を負担することを要
します。
（準用）

第25条　第20条（完成通知）の規定は、接続用ソフトウェアの開発の場合に準用し
ます。
（接続用ソフトウェアの所有権）

第25条の２　当社が開発する接続用ソフトウェアの所有権、著作権、特許権その他
無体財産権は、当社又は当社がその接続用ソフトウェアの開発を委託した第三者
に帰属するものとします。

第５節の２　試験
（試験の実施）

第25条の３　当社及び接続申込者は、当該接続等が開始される前に試験を実施する
ことが必要であると当社又は接続申込者が判断した場合は、別に定める方法によ
り試験を実施することとします。

２　前項の試験の結果、当社又は接続申込者が当該接続等の正常性等を確認できな
いと判断した場合は、当該接続等を開始しないことがあります。

３　当社及び接続申込者は、第１項の試験の結果、当該接続の正常性等を確認でき
なかった場合には、相互に協力してその原因究明にあたることとします。
（移動無線装置に係る確認試験の実施）

第25条の４　当社及び接続申込者は、ＭＶＮＯサービス契約者が指定する移動無線
装置を、接続申込者が自ら調達し取り扱うことを業とする場合であって、当該移
動無線装置に係る確認試験を実施することが必要であると当社又は接続申込者
が判断したときは、その必要とする理由を示し、別に定める方法により試験を実
施するよう協議を申し入れることができるものとします。

２　当社及び接続申込者は、前項の確認試験の結果、当該接続の正常性等を確認で
きなかった場合には、相互に協力してその原因究明にあたることとします。

３　当社は、接続申込者が自ら調達した移動無線装置に生じる一切の不都合につい
て、責任を負いません。

４　当社は、第１項に規定する確認試験を実施する場合は、その接続申込者と、そ
の試験の工程及び内容並びにその他の個別事項を含む契約を締結します。

第５節の３　業務支援システムの利用に関する申込み等
（業務支援システムの利用に関する申込み）

第25条の５　接続申込者（仮想携帯電話事業者に限ります。以下、この節において
同じとします。）は、業務支援システムの利用に関する申込みを当社が指定する
事務取扱所に行うことができます。

２　当社は、前項に規定する申込みを承諾する場合は、その接続申込者と、その利
用に係る事務処理及び運用方法ならびにその他の個別の事項を含む契約を締結
します。
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（ＵＳＩＭカードの貸与に係る請求）
第25条の６　接続申込者は、ＵＳＩＭカードの貸与に係る請求を当社が指定する事
務取扱所に行うことができます。

２　当社は、前項に規定する請求を承諾する場合は、その接続申込者と、その請求
に係る事務処理及び運用方法ならびにその他の個別の事項を含む契約を締結し
ます。

第６節　瑕疵
（瑕疵）

第26条　当社は、当社が設置又は改修した接続用設備又は開発した接続用ソフトウ
ェアに関し完成後１年以内に瑕疵が発見された場合であって、当社の責めに帰す
べき事由があるときは、当社の費用負担によりその瑕疵の修補を行います。
　ただし、その瑕疵の重要性に比し修補に要する費用が著しく大きい場合は、こ
の限りではありません。

第７節　更改等
（当社が行う接続用設備等の更改）

第27条　当社は、協定事業者が網改造料の負担を要する接続用設備又は接続用ソフ
トウェア（以下、この節において「接続用設備等」といいます。）について、次
の各号に規定するところにより更改（既存の接続用設備等に代えて、新たな接続
用設備等を設置若しくは改修又は開発して利用開始することをいいます。以下同
じとします。）します。
(1) その接続用設備等が法定耐用年数（必要により当社が別に定める耐用年数と
する場合があります。以下同じとします。）を経過していないときは、協定事
業者と協議の上、更改の可否、更改時期又は費用負担の方法等について決定し
ます。

(2) その接続用設備等が法定耐用年数を経過しているときは、協定事業者に書面
により通知し、協議の上、更改時期について決定します。

（協定事業者の申込みによる接続用設備等の利用中止等）
第27条の２　接続用設備等を利用中止（別表１（接続により提供する機能）に掲げ
る機能に係る電気通信設備及びソフトウェアの利用を中止することをいいます。
以下、同じとします。）しようとする協定事業者は、別表３（様式）の様式第17
の書面により、当社が指定する事務取扱所に申込みを行うことを要します。

２　前項の場合において、当社は、複数の協定事業者が現に利用している接続用設
備等について、一部の協定事業者がその利用中止を行ったときは、当該設備の利
用を継続する他の協定事業者に当該設備の利用中止を行った協定事業者名等を
速やかに通知します。

３　協定事業者が接続用設備等を更改しようとするときは、第１項の規定に基づく
現に利用している接続用設備等の利用中止と、第16条（接続用設備の設置又は改
修の申込み）又は第21条（接続用ソフトウェアの開発の申込み）の規定に基づく
新たな接続用設備等の設置若しくは改修又は開発による利用開始により行うも
のとします。

４　当社は、第１項に規定する利用中止申込みがあったときは、その利用中止申込
みを受け付けた順序に従って別表３（様式）の様式第18の書面によりこれを承諾
します。

５　当社は、協定事業者から接続用設備等の利用中止について、当該利用を中止す
る前に別表３（様式）の様式第19の書面による取止めの申込みがあった場合は、
別表３（様式）の様式第20の書面によりこれを承諾します。

６　前項の場合において、協定事業者は、その取止めにより新たに発生する費用及
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びそれまでに既に発生した費用に消費税相当額を加えた額を負担することを要
します。
（接続用設備等の除却又は転用）

第27条の３　協定事業者から前条第１項に規定する申込みがあった場合（複数の協
定事業者（当社を含む場合があります。以下、この条において同じとします。）
が接続用設備等を利用している場合にあっては、全ての協定事業者から同時に当
該設備の利用中止の申込みがあったときに限ります。）において、当社が接続用
設備等の利用中止を承諾したときは、当社は、当該設備の利用中止に併せて、当
該設備を撤去（別表１（接続により提供する機能）に掲げる機能に係る電気通信
設備及びソフトウェアを取り外すことをいいます。以下、この条及び第54条（網
改造料の支払義務）において同じとします。）します。

２　前項の場合において、撤去しようとする接続用設備等が転用（法定耐用年数経
過前に撤去した電気通信設備を他の協定事業者の用に供するために再利用する
ことをいいます。以下、同じとします。）可能でないと当社が判断したときは、
当社は、当該設備を除却（撤去した電気通信設備又はソフトウェアを廃棄するこ
とをいいます。以下、同じとします。）するものとし、当該設備が転用可能であ
ると当社が判断したときは、当社は、当該設備を転用するものとします。

３　当社は、前条第１項に規定する申込みを行った協定事業者に、その申込みを受
け付けた日から１ヶ月以内に、前２項に規定する撤去又は除却若しくは転用に伴
い発生する費用の概算及び当該設備の転用の可否に係る情報を回答するものと
します。ただし、特別な事情があるときは、申込みを受け付けた日から１ヶ月を
超えて費用の概算に係る情報を回答する場合があります。

４　当社は、接続申込者から第14条の２（接続申込みの取止め）第１項若しくは第
２項に規定する申込み又は第19条（接続用設備の設置又は改修の変更等）第１項
若しくは第４項に規定する申込みがあった場合の接続用設備等の除却又は転用
については、前３項に準じて取り扱うこととします。
（天災等の不可抗力による損傷）

第27条の４　当社は、天災等の不可抗力等、当社又は接続申込者が想定し得ない事
由により接続用設備等に損傷が発生した場合は、その内容を速やかに接続申込者
に通知します。

２　接続申込者は、前項により接続用設備等に発生した損傷を修復する費用を負担
することを要します。

第８節　その他の工事の請求
（その他の工事の請求）

第28条　接続申込者は、第14条（接続申込み）第２項第３号の規定により、第16条
（接続用設備の設置又は改修の申込み）に規定する接続用設備の設置又は改修以
外の工事（以下、「その他の工事」といいます｡）を当社に申込む場合は、接続申
込みと併せて行うことを要します。この場合において、第14条（接続申込み）第
１項に規定する申込みに併せて申し込まれたものとみなします。
（その他の工事の承諾）

第28条の２　当社は、前条に規定するその他の工事の申込みがあったときは、その
申込みを承諾します。ただし、第15条（接続申込みの承諾）の規定により接続申
込みが承諾されない場合は、この限りではありません。
（その他の工事に係る契約の締結）

第28条の３　当社は、前条の承諾を行った場合は、その接続申込者と、その工事費
用の概算額、支払い方法及びその他の個別事項を含む契約を締結します。
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第４章　標準的接続期間
（標準的接続期間）

第29条　当社は、第14条（接続申込み）の申込みを受け付けた場合は、特別の事情
がない限り、次の各号に規定する期間内に接続の準備を整えるよう努めます。
(1) 第12条（事前調査の回答）第２項に規定する場合
　第15条（接続申込みの承諾）に規定する承諾後６ヶ月以内。

(2) 第12条（事前調査の回答）第３項又は第４項に規定する場合において第18条
（個別建設契約の締結）に規定する個別建設契約を締結する場合
　個別建設契約の締結時から、１年以内。

(3) 第12条（事前調査の回答）第３項又は第４項に規定する場合において第23条
（接続用ソフトウェア開発契約の締結）に規定する接続用ソフトウェア開発契
約を締結する場合接続用ソフトウェア開発契約に基づく接続用ソフトウェア
の開発着手から18ヶ月以内。

２　前項第３号の規定にかかわらず、新たに接続用設備の開発を伴う場合又は当社
の接続用ソフトウェアの開発の計画の遂行上支障がある場合等は、標準的接続期
間が前項第３号の規定と異なる場合があります。

３　第１項の場合において、協定事業者が検討に要した期間又は天災等の不可抗力
その他当社の責めによらない事由により経過した期間については、同項各号に規
定する期間に含まれないものとします。

４　第12条（事前調査の回答）第３項又は第４項に規定する場合において、本条第
１項第２号又は第３号の場合以外のときは、同項第２号に「個別建設契約の締結
時から」となるのは「第15条（接続申込みの承諾）に規定する承諾から」に、ま
た、同項第３号に「接続用ソフトウェア開発契約に基づく」とあるのは「第14条
（接続申込み）に規定する申込みに基づく」に読み替えるものとします。
（準用）

第30条　第29条（標準的接続期間）第３項の規定は、第12条（事前調査の回答）第
１項、第３項又は第４項の場合に準用します。
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第５章　協定の締結・解除等
（協定の単位）

第31条　当社は、１の他事業者と１の協定を締結します。
　ただし、１の他事業者と当社との協定を複数の他事業者が代理して締結する場
合は、この限りではありません。
（協定上の地位の移転又は承継）

第32条　協定事業者が電気通信事業の全部若しくは一部を譲渡することにより、協
定上の地位を移転しようとする場合又は協定事業者について合併、分割若しくは
相続により協定上の地位の承継があった場合は、当社の承諾を受けなければ、そ
の効力を生じません。

２　協定上の地位の移転又は承継の承諾を受けようとするときは、当該電気通信事
業の全部若しくは一部を譲り受けた者又は合併後存続する法人、合併により設立
した法人、分割により当該電気通信事業の全部若しくは一部を承継した法人、若
しくは相続人（相続人が２人以上ある場合においてその協議により当該電気通信
事業を承継すべき相続人を定めたときは、その者とします。）は、これを証明す
る書類を当社が指定する事務取扱所に提出することを要します。

３　当社は、前項の規定により協定上の地位の移転又は承継の承諾を求められたと
きは、次の場合を除き、これを承諾します。
(1) 協定上の地位の移転又は承継を承諾するとした場合において、第15条（接続
申込みの承諾）第１項第１号又は第２号に定める事由に該当するとき。

(2) 協定上の地位の移転又は承継を受けようとする者が第15条（接続申込みの承
諾）第１項第３号に該当する者であるとき。

(3) 電気通信事業の全部の譲渡又は電気通信事業者の合併、分割若しくは相続に
ついて総務大臣へ届出をしていないとき。

(4) 協定事業者が登録電気通信事業者である場合において、協定上の地位の移転
又は承継を受けようとする者が事業法第17条第１項ただし書の規定に該当す
るとき。

(5) 当社に対する接続に係る料金その他の債務（この約款の規定により、支払い
を要することとなった接続に係る料金、工事又は手続きに関する費用又は割増
金等の債務をいいます。）の支払義務等、協定上の地位の帰属が不明確である
とき。

第33条　削除
（協定の変更）

第34条　当社及び協定事業者は、必要が生じたときは、協定を変更することができ
るものとします。この場合には、当社の指定電気通信設備との接続は、変更後の
協定によるものとします。
（協定事業者が行う協定の解除）

第35条　協定事業者は、協定を解除（接続の廃止若しくは取止めに係る協定の変更
を含みます。以下、同じとします。）しようとするときは、そのことを当社が指
定する事務取扱所に書面により通知することを要します。

２　前項の場合において、当社及び協定事業者は、協議の上、解除時期について決
定することとします。
（当社が行う協定の解除）

第36条　当社は、第49条（接続の停止）の規定により接続を停止された協定事業者
が、なおその事実を解消しないときは、協定を解除することがあります。

２　当社は、協定事業者が第49条（接続の停止）に該当する場合に、その事実が当
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社の業務の遂行に特に著しい支障を及ぼすと認められるときは、前項の規定にか
かわらず、接続の停止をしないでその協定を解除することがあります。

３　当社は、第１項の規定により協定を解除するときは、予告を行います。
（協定の消滅）

第37条　協定は、次の各号に規定する場合には、消滅するものとします。
(1) 協定事業者が電気通信事業の全部を廃止したとき。
(2) 協定事業者が法人である場合において、その法人が解散したとき。
(3) 協定事業者が死亡し相続人がいないとき。
(4) 協定事業者が登録電気通信事業者である場合において、その事業の登録が取
り消されたとき又は抹消されたとき（ただし、登録電気通信事業者が届出電気
通信事業者に変更になるときを除きます。）。
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第６章　責務
第１節　責務

（守秘義務）
第38条　当社及び接続申込者は、事前調査の申込み以降相互に知り得た当社又は接
続申込者の技術上、経営上及びその他一般に公表していない一切の事項に関する
秘密を厳守し、これを目的外に使用しないこととします。
　ただし、法令上必要とされる場合、相手方の書面による同意を得た場合又は主
務官庁より報告を要請された場合は、この限りではありません。
　なお、この条は協定の締結に至らなかった場合又は協定が解除された場合若し
くは消滅した場合においても有効に存続するものとし、これに違反し相手方に損
害が発生した場合は、第71条（解除等の場合の取扱い）第２項を適用します。
（必要事項の通知）

第39条　当社及び協定事業者は、次の各号に掲げる事項について、互いに書面によ
り通知することとします。
(1) 名称、住所又は法人の代表者の変更
(2) 電気通信事業の休止若しくは廃止又は法人の解散
(3) 電気通信事業の登録又は変更登録の取消し
(4) 事業法第８条第２項に規定する電気通信業務の一部停止
(5) 相互接続点の追加、変更又は廃止
(6) 接続条件に影響がある電気通信設備の変更、増設又は廃止
(7) 相互接続に係る事務処理方法又は保守運用方法の変更
(8) 第61条の２（期限の利益喪失）第２号から第４号に定める事由のいずれかが
発生した場合にあってはその事実

(9) その他接続に必要な事項
（情報の提出）

第39条の２　当社は、接続申込者に対して、接続申込者が接続に関し負担すべき金
額の支払いを怠るおそれがあるか否かを当社が判断するために必要な情報の提
出を求めることがあります。

２　前項の規定により当社が提出を求める情報のうち、貸借対照表及び損益計算書
等財務の状況を示すものとして当社が別に定める情報の提出を求められた接続
申込者は、その情報を書面により速やかに当社に提出することを要するものとし
ます。
（証明書類の確認）

第39条の３　接続申込者は、ＭＶＮＯサービス契約者が指定する移動無線装置を自
ら調達し取り扱うことを業とする場合は、当該移動無線装置を通信の用に供する
（接続申込者が行う試験を含む）前に、当該移動無線装置が事業法第69条及び端
末設備等規則（昭和60年郵政省令第31号）で定める技術基準を満たしていること
を当社が確認するために必要な情報を当社の事務取扱所に提示することを要す
るものとします。

２　接続申込者は、ＭＶＮＯサービス契約者が指定する移動無線装置を自ら調達し
取り扱うことを業とする場合は、当該移動無線装置を通信の用に供する（接続申
込者が行う試験を含む）前に、当該移動無線装置が電波法（昭和25年法律第131
号）第３章で定める技術基準を満たしていることを当社が確認するために必要な
情報を書面により当社の事務取扱所に提出することを要するものとします。
（契約数等の提出）

第39条の４　協定事業者のうち、仮想携帯電話事業者は、ＦＯＭＡサービス契約約
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款に規定するＦＯＭＡ特定接続契約、Ｘｉサービス契約約款に規定するＸｉ特定
接続契約及び５Ｇサービス契約約款に規定する５Ｇ特定接続契約の契約者回線
に係る契約数等について、当社が主務官庁等へ報告するために必要な情報を当社
に提出することを要するものとします。
（相互協力）

第40条　当社及び協定事業者は、接続に係る利用者の利便の向上及び電気通信事業
の円滑な運営を図るため、接続に係る業務に関して信義に従い誠実に対応するこ
ととし、相互に協力することとします。
（特定電子メールの取扱い）

第40条の２　電子メール通信役務を提供する協定事業者は、その役務における特定
電子メールの取扱いにあたって、特定電子メールの送信の適正化等に関する法律
（平成14年法律第26号）第10条に規定する情報の提供及び技術の開発又は導入に
努めるものとします。

第２節　保守
（維持責任）

第41条　当社及び協定事業者は、接続にあたり、相互に電気通信設備に輻輳、障害
その他損傷を与えないようにし、その利用者に対する電気通信役務の提供の妨害
を行わないように努めることとします。

２　当社及び協定事業者は、接続する電気通信設備を事業用電気通信設備規則（昭
和60年郵政省令第30号）及びその接続箇所ごとに当社が定める技術的条件に適合
するように維持することとします。
（混信等の防止責任）

第41条の２　協定事業者は、ＭＶＮＯサービス契約者が指定する移動無線装置を自
ら調達し取り扱うことを業とする場合は、電波法第56条の規定に基づく他の無線
局等への混信その他の妨害を防止するため、当社の無線局の運用に協力すること
とします。

２　当社は、協定事業者が自ら調達した移動無線装置により混信等が生じた場合は、
その協定事業者と協議の上、その混信等を除去するための措置を決定することと
します。
（協定事業者の切分責任）

第42条　協定事業者は、当社の電気通信設備との接続において相互接続通信に生ず
る著しい支障その他の理由により当社の接続する設備を利用できなくなったと
きは、協定事業者の電気通信設備に故障がないことを確認のうえ、当社に修理を
請求することができます。

２　前項の修理の請求により当社が当社の係員を派遣した結果、故障の原因が協定
事業者の電気通信設備にあった場合には、協定事業者は当社にその派遣に要した
費用を支払うことを要します。この場合において、その費用の額は、派遣に要し
た費用の額に消費税相当額を加算した額とします。

３　当社は、設備の保守に係る具体的事項について、協定事業者と協議の上定める
保守確認事項に規定します。
（当社の通知責任）

第42条の２　当社は、当社の電気通信設備における通信障害等に関する情報を協定
事業者に通知することとします。

第３節　譲渡の承認
（ローミング等に係る譲渡の承認）

第43条　相互接続通信及び他社相互接続通信に係る携帯電話事業者が、その契約約
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款に従ってその通信に係る債権を他の携帯電話事業者に譲渡するときは、当社は
その譲渡を承認します。

２　協定事業者は、当社が相互接続通信及び他社相互接続通信に係る債権を他の携
帯電話事業者に譲渡するときは、その譲渡を承諾していただきます。
（第三者への債権譲渡等）

第43条の２　協定事業者は、この約款に基づく当社に対する債権債務を第三者に譲
渡し又は担保の用に供しようとするときは、あらかじめ当社と協議することを要
するものとします。

第４節　削除
第43条の３　削除
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第７章　接続形態
（接続形態）

第44条　当社の指定電気通信設備と協定事業者の電気通信設備との接続形態は、別
表２（接続形態）に定めるところによります。
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第８章　重要通信の取扱方法
（相互接続通信の切断）

第45条　当社は、ＦＯＭＡサービス契約約款、Ｘｉサービス契約約款及び５Ｇサー
ビス契約約款中通信の切断に係る規定、並びにワイドスター通信サービス契約約
款中通話の切断に係る規定に準じ相互接続通信を切断することがあります。
（相互接続通信及び他社相互接続通信の制限）

第46条　当社は、通信が著しく輻輳し、通信の全部を接続することができなくなっ
たときは、当社のＦＯＭＡサービス契約約款、Ｘｉサービス契約約款、５Ｇサー
ビス契約約款及び専用回線等接続サービス契約約款中通信利用の制限に係る規
定、並びにワイドスター通信サービス契約約款中通話利用の制限に係る規定に準
じ相互接続通信を制限することがあります。

２　前項の規定による場合のほか、当社は、ＦＯＭＡサービス契約約款、Ｘｉサー
ビス契約約款、５Ｇサービス契約約款中通信時間等の制限に係る規定、ワイドス
ター通信サービス契約約款中通話時間等の制限に係る規定、並びに専用回線等接
続サービス契約約款中通信利用の制限に係る規定に準じ、通信が著しく輻輳する
ときは、相互接続通信の通信時間又は特定の地域の当社の契約者回線等への通信
を制限することがあります。

３　当社は、前２項の規定により相互接続通信を制限する場合には、最大限の疎通
の確保に努めます。この場合において、相互接続通信とその他の通信を公平に扱
うものとします。

４　協定事業者は、協定事業者の電気通信設備において他社相互接続通信を制限す
るときは、最大限に疎通を確保し、他社相互接続通信とその他の通信を公平に扱
うよう努めることとします。

５　当社及び協定事業者は、相互接続通信又は他社相互接続通信を制限する場合に
は、協定事業者と協議の上定める保守確認事項により協力するものとします。
（優先的に扱う通信の識別）

第47条　当社は、協定事業者との接続において、当社が当社の契約者と協議をして
定めた契約者回線、当社が設置する公衆電話又は当社が指定する契約者回線から
発信する通信に伴って優先的に通信の疎通を行うべき信号（技術的条件集に定め
る優先信号をいいます。以下、同じとします。）を当該協定事業者に送信します。

２　協定事業者は、優先信号を受信した場合には、その優先信号に伴って受信した
通信を優先的に取り扱うことを要します。

３　当社は、協定事業者から通信に伴って優先すべき信号を受信した場合は、 そ
の通信を優先的に扱うこととします。
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第９章　接続の一時中断、停止及び中止
（接続の一時中断）

第48条　当社は、次の場合には、接続を一時中断することがあります。
(1) 当社の電気通信設備の保守上又は工事上やむを得ないとき。
(2) 第46条（相互接続通信及び他社相互接続通信の制限）の規定により、相互接
続通信を制限するとき。

２　当社は、前項の規定により接続を一時中断するときは、あらかじめそのことを
協定事業者に通知します。ただし、緊急やむを得ない場合は、この限りではあり
ません。
（接続の停止）

第49条　当社は、協定事業者が次表の左欄のいずれかに該当するときは、右欄に規
定する期間、その接続（次表の左欄の対象となる接続（以下、「対象接続」とい
います。）のみを停止することが技術的に困難な場合等は、その協定事業者との
対象接続以外の接続を含む場合があります。以下、この条において同じとしま
す。）を停止することがあります。

区　　　別 期　　　間

(1) その接続に係る料金その他の債務（この約款の規定
により、支払いを要することとなった接続に係る料金、
工事又は手続きに関する費用又は割増金等の債務をい
います。以下、同じとします。）について、支払期日の
経過後、なおその支払いがないとき。

その料金その他の債務が
支払われるまでの間

(2) 第64条の２（債務の履行の担保に係る協議申入れ等）
の規定に基づき接続申込者が当社に対して約した債務
の履行の担保について期日までに行われないとき。

債務の履行の担保が行わ
れるまでの間

(3)　第64条の３（債務の履行の担保）第１項若しくは第
４項に規定する債務の履行の担保について当社が定め
る期日までに行われないとき。

債務の履行の担保が行わ
れるまでの間

(4) 第38条（守秘義務）又は第41条（維持責任）その他
この約款の規定に違反したとき。

その違反の事由が解消さ
れるまでの間

(5) 第15条（接続申込みの承諾）第１項第１号又は第２
号に定める事由が発生したとき

その事由が解消されるま
での間

２　当社は、前項の規定により接続を停止するときは、協定事業者に対して書面に
より、その理由、接続の停止をする日及び期間を接続の停止の30 日前までに、
接続停止費用（接続の停止に要する費用に消費税相当額を加算した額をいいます。
以下、同じとします。）及び接続停止解除費用（接続の停止の解除に要する費用
に消費税相当額を加算した額をいいます。以下、同じとします。）の概算額を接
続の停止までに通知します。
　ただし、協定事業者の所在が不明（電話、郵送及び現地調査によってもなお協
定事業者と連絡できない状態をいいます。以下同じとします。）であるときは、
当社が協定事業者から通知されている住所等への再度の書面の郵送をもって、そ
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の通知を行ったものとみなします。
３　協定事業者は、当社が第１項の規定により接続を停止した場合には、接続停止
費用の概算額を支払うことを要するものとし、接続の停止を解除しようとする場
合には、接続停止解除費用の概算額を支払うことを要するものとします。

４　第１項の規定により接続を停止した場合において、その接続の停止の理由とな
った事実が解消されたときは、当社は、その接続の停止を速やかに（接続の形態
や規模によっては期間を要する場合があり、その期間を要することについて、当
社の責めに帰すべき事由はないものとします。）解除します。ただし、前項に規
定する接続停止費用及び接続停止解除費用の概算額が支払われなかったときは、
この限りではありません。

５　当社及び協定事業者は、接続停止費用及び接続停止解除費用について、概算額
と実績額との精算を行うものとします。
（接続の中止）

第50条　当社は、新たな技術的条件により第69条（技術的条件）に規定する従前の
技術的条件に代替することが可能となった場合において、従前の技術的条件によ
る接続を継続することが経済的に著しく困難であるとき又は当社の電気通信設
備を著しく非効率とするときは、協定事業者と協議の上、その技術的条件による
接続を中止することがあります。

２　当社は、前項の規定により接続を中止するときは、接続の中止に係る技術的条
件の変更届出の１年前までに書面により、その理由及び接続を中止する予定の日
を協定事業者に通知します。
（工事又は手続き等の停止及び中止）

第50条の２　当社は、第49条（接続の停止）第１項の表中各欄のいずれかに該当す
るとき又は第61条の２（期限の利益喪失）第１号から第５号、第８号若しくは第
９号に定める事由のいずれかが発生したとき（接続申込者が接続に関し負担すべ
き債務の履行が担保されたときを除きます。）は、接続申込者から請求等された
工事又は手続き等（工事若しくは手続き、接続用設備の設置若しくは改修又は接
続用ソフトウェアの開発をいいます。以下、同じとします。）を停止することが
あります。この場合には、その理由を書面により接続申込者にあらかじめ通知し
ます。

２　前項の規定により工事又は手続き等を停止した場合において、その工事又は手
続き等の停止の理由となった事実が解消されたときは、当社は、その工事又は手
続き等の停止を速やかに（工事又は手続き等の内容及び規模によっては期間を要
する場合があり、その期間を要することについて、当社の責めに帰すべき事由は
ないものとします。）解除します。

３　当社は、第１項の規定により工事又は手続き等を停止した場合において、その
工事又は手続き等の停止の理由となった事実を解消するよう当社から接続申込
者に通知して相当な期間を経過してもなおその状態が解消されないときは、その
工事又は手続き等を中止することがあります。

４　当社は、接続申込者の責めに帰すべき事由により当社の業務遂行上著しい支障
を及ぼすと認められる事実が発生したときは、第１項又は前項の規定にかかわら
ず、工事又は手続き等を停止せず、工事又は手続き等を中止することがあります。

５　接続申込者は、第１項、第３項又は前項の場合において、その停止又は中止に
より新たに発生する費用及びそれまでに既に発生した費用（個別建設契約、接続
用ソフトウェア開発契約又はその他の工事に係る契約の規定により算定するとき
は、その額とします。）に消費税相当額を加算した額を負担することを要します。
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第10章　料金等
第１節　料金及び工事又は手続きに関する費用等

（料金等）
第51条　当社が設定する接続料は、料金及び工事又は手続きに関する費用とします。
２　当社が設定する料金は、料金表第１表（接続料金）に規定する接続料金とし、
網使用料及び網改造料とします。

３　当社が設定する接続において必要となる工事又は手続きに関する費用は、料金
表第２表（工事費及び手続費）に規定する工事費又は手続費とします。

４　前３項に規定する料金及び費用のほか、当社はユニバーサルサービス料、ＵＳ
ＩＭカードの貸与に係る費用、業務支援システムの利用及び電話リレーサービス
料に係る費用を設定します。
（接続料金の区分）

第52条　当社は、別表１（接続により提供する機能）に規定する機能ごとに、接続
料金を料金表第１表（接続料金）に規定します。

第２節　接続料金の支払義務
（従量制の網使用料等の支払義務）

第53条　当社の指定電気通信設備との接続において従量制の網使用料（網使用料の
うち月額で定める料金（以下、「定額制の網使用料」といいます。）以外のものを
いいます。以下、同じとします。）又は網改造料（この条において、料金表第１
表（接続料金）第２（網改造料）１（適用）１－１（網改造料の対象となる機能）
第３欄に係る料金をいいます。）（以下、従量制の網使用料と網改造料をあわせて
「従量制の網使用料等」といいます。）の支払いを要する協定事業者は、第44条
（接続形態）に規定する接続形態ごとに、別表２（接続形態）第４表（網使用料
支払事業者）に規定するところによります。

２　前項の規定により支払いを要することとなる協定事業者は、相互接続通信にお
いて利用する第52条（接続料金の区分）に規定する機能ごとに、第57条（従量制
の網使用料等の計算方法）の規定に基づいて算定した従量制の網使用料等を支払
うことを要します。

３　協定事業者は、従量制の網使用料等について、当社の機器の故障等により正し
く算定することができなかった場合は、次の方法により算定した料金を支払うこ
ととします。この場合において、特別の事情があるときは、当社は協定事業者と
協議するものとします。
(1) 協定事業者が通信時間又は通信回数を記録している場合
　協定事業者の記録する通信時間又は通信回数と料金表第１表（接続料金）第
１（網使用料）２（料金額）第１欄から第５欄、又は第２（網改造料）２（料
金額）２－１（算出式）(2)に規定する料金額に基づいて算定した額

(2) (1)以外の場合
　把握可能な実績（機器の故障等により正しく算定することができなかった日
の初日（初日が確定できないときにあっては、種々の事情を総合的に判断して
機器の故障等があったと認められる日）の属する暦月（毎月初日の午前０時か
ら末日の午後12時までの期間とします。）の前12暦月を最長として、その間の
通信時間又は通信回数の累計をいいます。）に基づいて１日平均の通信時間又
は通信回数を算出し、その値に算定できなかった期間の日数を乗じた値と料金
表第１表（接続料金）第１（網使用料）２（料金額）第１欄から第５欄、又は
第２（網改造料）２（料金額）２－１（算出式）(2)に規定する料金額に基づ
いて算定した額
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（定額制の網使用料の支払義務）
第53条の２　協定事業者は、第９条（接続により提供する機能）に規定する機能の
利用を開始した日から起算して協定の解除若しくは消滅又は接続の変更等によ
りその機能の利用を終了した日の前日までの期間（機能の利用を開始した日とそ
の機能の利用を終了した日が同一である場合は１日とします。）について、料金
表第１表（接続料金）第１（網使用料）に規定する定額制の網使用料を支払うこ
とを要します。

２　協定事業者は、前項の期間において次の事由により、機能を利用できない状態
（その機能に著しい支障が生じ、全く利用できない状態と同程度の状態となると
きを含みます。）が生じた場合は、そのことを当社が認知した時刻以後の利用が
できなかった時間（24時間の倍数である部分に限ります。）について、24時間ご
とに日数を計算し、その日数に対応する定額制の網使用料の支払いを要しません。
(1) 当社が電気通信事業を休止したとき。
(2) その他当社の責めに帰すべき事由により、接続に係る電気通信設備を使用で
きなかったとき。

３　当社は、支払いを要しないこととされた料金が既に支払われているときは、そ
の料金を返還します。
（網改造料の支払義務）

第54条　協定事業者は、次の各号に規定する期日を含む月から、当該機能に係る電
気通信設備が撤去される期日を含む月までの期間（次の各号に規定する期日を含
む月と撤去される期日を含む月が同一の月である場合は１月間とします。）に係
る料金表第１表（接続料金）第２（網改造料）に規定する網改造料（料金表第１
表（接続料金）第２（網改造料）１（適用）１－１（網改造料の対象となる機能）
第３欄に係る網改造料は除きます。以下、この条において同じとします。）の支
払いを要します。
(1) 第20条（完成通知）又は第25条（準用）に規定する完成通知に記載した期日
(2) 網改造料を按分して負担するときは、負担額を通知する書面に記載した期日

２　当該接続に係る電気通信設備が転用されるときは、前項各号に規定する期日を
含む月から、転用される期日を含む月の前月までの期間に係る料金表第１表（接
続料金）第２（網改造料）に規定する網改造料の支払いを要します。

３　第27条（当社が行う接続用設備等の更改）の規定に基づき接続用設備等を更改
したときは、協定事業者は、第１項の規定に準じて、更改された新たな接続用設
備等に係る網改造料の支払いを要します。

４　第27条（当社が行う接続用設備等の更改）又は第27条の２（協定事業者の申込
みによる接続用設備等の利用中止等）第１項の規定に基づき、当社又は協定事業
者が接続用設備等を更改又は利用中止したときは、次項に規定する場合を除き、
協定事業者は、料金表第１表（接続料金）第２（網改造料）２（料金額）２－１
の２に規定する網改造料の支払いを要します。

５　第27条の２（協定事業者の申込みによる接続用設備等の利用中止等）第１項の
規定に基づき、複数の協定事業者（当社を含む場合があります。）が現に利用し
ている接続用設備等について、一部の協定事業者がその利用を中止したときは、
当該利用を中止した協定事業者は、料金表第１表（接続料金）第２（網改造料）
２（料金額）２－１の３に規定する網改造料の支払いを要します。

６　前各項の場合において、支払義務に関する取扱いは、第53条の２（定額制の網
使用料の支払義務）第２項及び第３項を準用することとし、同条第２項中「定額
制の網使用料」とあるのは「網改造料」と読み替えるものとします。
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第３節　工事費及び手続費の支払義務
（工事費の支払義務）

第55条　協定事業者（接続申込者を含みます。以下、この条及び次条において同じ
とします。）は、第28条（その他の工事の請求）に規定する工事の申込みの承諾
を受けたときは、料金表第２表（工事費及び手続費）第１（工事費）に規定する
工事費の支払いを要します。

２　協定事業者は、工事の完了前にその協定の解除若しくは消滅又はその工事の請
求の取消し（以下、この条において「解除等」といいます。）があった場合には、
その解除等により新たに発生する費用及びそれまでに既に発生した費用に消費
税相当額を加えた額を負担することを要します。
（手続費の支払義務）

第56条　協定事業者は、次の各号の場合には料金表第２表（工事費及び手続費）第
２（手続費）に規定する手続費の支払いを要します。
(1) 当社が、第64条（請求金額に不符合がある場合の取扱い）第１項に規定する
課金照合を行った場合であって、照合の結果、協定事業者が差異の発生原因を
有したとき、又は同条第２項に規定する課金照合を行ったとき。

(2) 別表２（接続形態）第２表において協定事業者が利用者料金設定事業者とな
る場合又は当社及び協定事業者が利用者料金設定事業者となる場合であって、
別表２（接続形態）第３表において当社が利用者料金請求事業者となるときに、
当社が第74条（利用者料金の請求）の規定により利用者料金を請求、回収する
とき。

(3) その協定事業者が、第82条（個別契約事業者に対する契約者情報の提供）第
１項及び第２項に規定する契約者情報の提供を受けたとき。

(4) その協定事業者が、第82条（個別契約事業者に対する契約者情報の提供）第
３項に規定する異動情報の提供を受けたとき。

(5) その協定事業者が当社の通信用建物等において接続に必要な装置等を設置す
る場合であって、当社がその接続に必要な装置等を設置する場所までの配線そ
の他の設備の設計、その設置に係る通信用建物において近接した時期に行われ
る他の工事との工事調整、その協定事業者が行った接続に必要な装置等の設置
の結果の確認その他接続に必要な装置等の設置に付随した作業を行ったとき。

(6) 第80条（接続申込者が接続に必要な装置等の設置又は保守を行う場合の立入
り）第１項の規定により、協定事業者が接続に必要な装置等の設置又は保守の
ために当社の通信用建物等に立ち入った場合に当社が指定する立会者が立ち
会ったとき。

(7) 当社が、ＦＯＭＡ特定接続契約、Ｘｉ特定接続契約又は５Ｇ特定接続契約の
契約者回線に係る登録又は変更に必要な手続きを行ったとき。

２　協定事業者は、手続きの停止又は中止（以下、この条において「解除等」とい
います。）の申込みがあった場合には、その解除等により新たに発生する費用及
びそれまでに既に発生した費用に消費税相当額を加算した額を負担することを
要します。

第３節の２　その他の費用の支払義務
（ユニバーサルサービス料の支払義務）

第56条の２　協定事業者は、第53条の２（定額制の網使用料の支払義務）第１項の
規定に基づき別表１（接続により提供する機能）１－１（基本接続機能）に規定
するＦＯＭＡ特定接続契約者回線管理機能、Ｘｉ特定接続契約者回線管理機能、
５Ｇ特定接続契約者回線管理機能、ＦＯＭＡ特定接続契約者（音声）回線管理機
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能、Ｘｉ特定接続契約者（音声）回線管理機能又は５Ｇ特定接続契約者（音声）
回線管理機能の支払いを要する場合には、当社に対してユニバーサルサービス料
の支払いを要します。ただし、番号規則別表第3号に定める電気通信番号を用い
る場合は、この限りではありません。

２　前項の場合において、協定事業者が支払いを要するユニバーサルサービス料の
料金額は、ＦＯＭＡサービス契約約款、Ｘｉサービス契約約款又は５Ｇサービス
契約約款に規定するユニバーサルサービス料に相当する額とします。

３　第１項の場合において、支払義務に関する取扱いは、第53条の２（定額制の網
使用料の支払義務）第２項及び第３項を準用することとし、同条第２項中「定額
制の網使用料」とあるのは、「ユニバーサルサービス料」と読み替えるものとし
ます。
（ＵＳＩＭカードの貸与に係る費用の支払義務）

第56条の３　協定事業者（接続申込者を含みます。以下、この条において同じとし
ます。）は、第25条の6（ＵＳＩＭカードの貸与に係る請求）第2項に規定する契
約に基づき、ＵＳＩＭカードの貸与に係る請求を行い、当社がその請求を承諾し
たときは料金表第３表（その他の費用）第１（ＵＳＩＭカードの貸与に係る費用）
に規定するＵＳＩＭカードの貸与に係る費用の支払いを要します。
（業務支援システムの利用に係る費用の支払義務）

第56条の４　協定事業者（接続申込者を含みます。以下、この条において同じとし
ます。）は、第25条の５（業務支援システムの利用に関する申込み）第２項に規
定する契約に基づき、業務支援システムの利用に関する申込みを行い、当社がそ
の申込みを承諾したときは料金表第３表（その他の費用）第２（業務支援システ
ムの利用に係る費用）に規定する業務支援システムの利用に係る費用の支払いを
要します。
（電話リレーサービス料の支払義務）

第56条の５　協定事業者は、第53条の２（定額制の網使用料の支払義務）第１項の
規定に基づき別表１（接続により提供する機能）１－１（基本接続機能）に規定
するＦＯＭＡ特定接続契約者回線管理機能、Ｘｉ特定接続契約者回線管理機能、
５Ｇ特定接続契約者回線管理機能、ＦＯＭＡ特定接続契約者（音声）回線管理機
能、Ｘｉ特定接続契約者（音声）回線管理機能又は５Ｇ特定接続契約者（音声）
回線管理機能の支払いを要する場合には、当社に対して電話リレーサービス料の
支払いを要します。ただし、番号規則別表第３号に定める電気通信番号を用いる
場合は、この限りではありません。

２　前項の場合において、協定事業者が支払いを要する電話リレーサービス料の料
金額は、ＦＯＭＡサービス契約約款、Ｘｉサービス契約約款又は５Ｇサービス契
約約款に規定する電話リレーサービス料に相当する額とします。

３　第１項の場合において、支払義務に関する取扱いは、第53条の２（定額制の網
使用料の支払義務）第２項及び第３項を準用することとし、同条第２項中「定額
制の網使用料」とあるのは、「電話リレーサービス料」と読み替えるものとしま
す。

第４節　料金の計算及び支払い
（従量制の網使用料等の計算方法）

第57条　当社は、従量制の網使用料等は暦月に従って、毎月初日の午前０時から末
日の午後12時までの間に終了した通信について、次条により測定する通信時間又
は通信回数の累積と料金表第１表（接続料金）第１（網使用料）２（料金額）第
１欄から第５欄、又は第２（網改造料）２（料金額）２－１（算出式）(2)の規
定とにより計算します。



§10－5

29

（通信時間の測定等）
第58条　通信時間は、当社の電気通信設備が応答信号を受信した時点から起算し、
当社の電気通信設備が切断信号を受信した時点までの経過時間とし、当社の機器
により測定します。

２　ショートメッセージ通信モードに係る通信回数は、当社の電気通信設備が移動
無線装置から着信完了を示す信号を受信した時点を１回とし、当社の機器により
測定します。

３　前２項の規定にかかわらず、次に掲げる通信については、当社は通信時間又は
通信回数の測定を行いません。
(1) 試験用の通信（当社又は協定事業者の設定した試験番号に係る通信に限りま
す。）

(2) 課金に影響を及ぼす設備故障等に遭遇した通信
（定額制の網使用料及び網改造料並びにユニバーサルサービス料及び電話リレ
ーサービス料の計算方法）

第59条　当社は、定額制の網使用料及び網改造料並びにユニバーサルサービス料及
び電話リレーサービス料は暦月に従って計算します。

２　当社は、第53条の２（定額制の網使用料の支払義務）第１項若しくは第２項、
第54条（網改造料の支払義務）第６項、第56条の２（ユニバーサルサービス料の
支払義務）第１項及び第３項又は第56条の5（電話リレーサービス料の支払義務）
第１項及び第３項の規定に該当するときに限り、定額制の網使用料、網改造料、
ユニバーサルサービス料又は電話リレーサービス料について、その利用した暦日
数に応じて日割を行います。この場合において、第53条の２（定額制の網使用料
の支払義務）第２項、第54条（網改造料の支払義務）第６項、第56条の２（ユニ
バーサルサービス料の支払義務）第３項及び第56条の５（電話リレーサービス料
の支払義務）第3項に規定する料金の算定にあたっては、その日数計算の単位と
なる24時間をその開始時刻が属する暦日とみなします。
（料金等の支払い）

第60条　協定事業者は、料金等（接続料金、工事費、手続費、割増金、延滞利息、
ユニバーサルサービス料、ＵＳＩＭカードの貸与に係る費用、業務支援システム
の利用及び電話リレーサービス料に係る費用をいいます。以下同じとします。）
について、当社が別に定める期日までに、当社が指定する金融機関等において支
払うことを要します。

２　料金等の請求又は支払方法については、当社が協定事業者と協議の上定める料
金事務処理確認事項又は個別建設契約、接続用ソフトウェア開発契約若しくはそ
の他の工事に係る契約に規定します。
　ただし、第62条のただし書きに規定する料金額の適用が見込まれるときその他
料金等の請求又は支払方法について、別段の定めがある場合は、その定めるとこ
ろによります。
（料金の一括後払い）

第61条　当社は、特別の事情がある場合は、あらかじめ協定事業者の承諾を得て、
２ヶ月以上の料金を、当社が指定する期日までに、まとめて支払うよう請求する
ことがあります。
（期限の利益喪失）

第61条の２　接続申込者は、次の各号に定める事由のいずれかが発生したとき（第
４号、第６号又は第７号に該当する場合にあっては、接続に関し負担すべき金額
の支払いを怠るおそれがないことを接続申込者が明らかにしたときを除きま
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す。）は、当社に対して負担する接続に係る料金その他の債務の全てについて、
当然に期限の利益を失い、当社に対して直ちにその料金その他の債務を弁済しな
ければならないものとし、以後発生する債務については、その事由が解消されな
い限り、期限の定めのないものとします。
(1) 接続申込者が、負担する債務の全部又は一部について履行不能を表明したと
き。

(2) 接続申込者について破産手続開始、会社更生手続開始又は民事再生手続開始
その他法令に基づく倒産処理手続の申立てがあったとき。

(3) 接続申込者に係る手形又は小切手が不渡りとなったとき。
(4) 接続申込者の資産について、法令に基づく強制換価手続の申立てがあったと
き又は仮差押え、仮処分若しくは税等の滞納処分があったとき。

(5) 接続申込者の所在が不明であるとき。
(6) 接続申込者について電気通信事業の登録が取消されたとき（ただし、登録電
気通信事業者が届出電気通信事業者に変更になるときを除きます。）。

(7) 接続申込者が電気通信事業の全部を廃止したとき。
(8) 接続申込者が、債務の履行の担保を要する場合においてこれを行わないとき
又は担保を滅失させ、損傷させ若しくは減少させたとき。

(9) その他接続申込者の業務継続に重大な支障を及ぼすと認められる状態が発生
した場合であって、接続申込者がその負担すべき債務を履行する見込みがある
と認められないとき。

２　当社は、前項の規定により接続申込者が当社に対して直ちに弁済しなければな
らない債務に、前払金（接続申込者が期限の利益を失ったときに協定が消滅する
とした場合に接続申込者が負担すべきもの（第54条（網改造料の支払義務）第４
項又は第５項の規定に基づき接続申込者が負担すべき網改造料並びに当社の電
気通信設備及び周辺設備等の原状復旧に要する費用を含みます。）に限るものと
し、当社が計算して接続申込者に請求するものとします。）を含めることができ
るものとします。
（接続料金の実績に基づく精算）

第61条の３　当社は、料金表第１表（接続料金）第１（網使用料）２（料金額）第
６欄、第７欄、第７欄の２、第８欄、第９欄及び第９欄の２に規定する料金額に
ついて、その事業年度の原価及び需要の実績（以下、「当年度実績」という）を
把握したときは、当該料金額と当年度実績によって算定した精算のための料金額
との差額に、当該年度の需要の実績値を乗じて得た額を、協定事業者と精算する
ものとします。
（接続料金の遡及適用）

第62条　当社は、料金表第１表（接続料金）第１（網使用料）に規定する料金額を
変更したときは、変更後の料金額の原価に係る事業年度の翌事業年度の４月１日
に遡及して、変更後の料金額を適用します。
　ただし、料金表第１表（接続料金）第１（網使用料）２（料金額）第６欄、第
７欄、第７欄の２、第８欄、第９欄及び第９欄の２に規定する料金額については、
除きます。

第５節　債権譲渡
（債権譲渡）

第63条　当社は、第44条（接続形態）に規定する接続形態のうち当社及び協定事業
者が第73条（利用者料金の設定）の規定により利用者料金（通信料に限ります。
以下、この章において同じとします。）を設定する通信について、協定事業者が
第74条（利用者料金の請求）の規定により利用者料金を請求、回収するときは、
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当社の役務提供区間に係る契約者が支払うべき料金の債権をその協定事業者に
譲渡することとします。

第６節　請求金額に不符合がある場合の取扱い
（請求金額に不符合がある場合の取扱い）

第64条　当社は、当社の請求する網使用料等について、協定事業者からその記録す
る課金資料とに差異が生じた旨の申し出があった場合には、協定事業者と協議の
上定める料金事務処理確認事項により課金照合を行うこととします。

２　当社は、協定事業者から支払いの請求を受けた網使用料等について、当社が記
録する課金資料と差異が生じ当社から協定事業者に課金照合を請求した場合で
あって、その協定事業者が課金照合をすることができないため当社に対し課金照
合の実施を依頼する回答を得た場合には、当社において課金照合を行うこととし
ます。

３　当社は、課金照合により一方の記録する課金資料に誤りがあったことが判明し
た場合には、他方の記録する課金資料を正当なものとみなして取扱い、原因が判
明しない場合には、協定事業者と協議の上、網使用料等の額を決定することとし
ます。

第６節の２　債務の履行の担保
（債務の履行の担保に係る協議申入れ等）

第64条の２　接続申込者が接続に関し負担すべき金額の支払いを怠るおそれがな
いと当社が判断できないときは、接続申込者が接続に関し負担すべき金額の履行
を確保するために必要な範囲内で、当社は接続申込者に対して預託金の預け入れ
等により債務の履行を担保するよう協議を申し入れることができるものとしま
す。

２　接続申込者が、前項に規定する協議により接続に関し負担すべき金額の支払い
を怠るおそれがないと当社が判断できない場合（前項に規定する協議により接続
申込者が当社に対して債務の履行の担保を約した場合及び次条第１項各号のい
ずれかに該当する場合を除きます。）又は前項に規定する協議に応じない場合（次
条第１項第６号に該当する場合を除きます。）は、当社は、接続申込者に対して、
当社が定める期日までに、預託金の預け入れ又は金融機関等（当社が承認した者
に限ります。以下、同じとします。）の債務保証により、接続申込者が接続に関
し負担すべき金額の履行を確保するために必要な範囲内（次条第２項から第４項
に規定する範囲を超えないものとします。）で、債務の履行を担保するよう求め
るものとします。

３　当社は、接続申込者に対して債務の履行の担保を求める場合は、接続申込者に
その理由を書面により通知するものとします。
（債務の履行の担保）

第64条の３　接続申込者は、次の各号に定める事由のいずれかに該当し、当社から
請求を受けたときは、当社が定める期日までに、預託金の預け入れ又は金融機関
等の債務保証により、接続に関し負担すべき債務の履行を担保することを要する
ものとします。
(1) 接続に関し負担すべき金額について、過去１年以内に当社が定める支払期日
までに支払いを行わなかったこと（接続申込者の責めに帰すべき事由がない場
合を除きます。）があるとき

(2) 第61条の２（期限の利益喪失）第１項第１号から第５号又は第９号の規定に
該当するとき

(3) 直近の決算において債務超過であるとき
(4) 当社が指定する信用評価機関の信用評価において、支払いを怠るおそれがあ
るものとして当社が別に定める基準に該当するとき（ただし、その接続申込者
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が、支払いを怠るおそれがないことを示す資料を提出し、その旨を当社が確認
できる場合を除きます。）

(5) 第39条の２（情報の提出）第２項の規定に基づき当社が求めた情報の提出に
合理的な理由なく応じないとき

(6) 前条第１項の規定に基づき当社が申し入れた協議、又は前条第２項に基づき
当社が求めた債務の履行の担保に合理的な理由なく応じないとき

(7) その他前各号に準ずる合理的な事由があるとき
２　前項の規定により接続申込者が履行を担保すべき債務の額は、次の各号に定め
る額を合計した額（当社が計算して接続申込者に請求するものとします。）とし
ます。
(1) 接続申込者が接続に関し負担すべき金額として月ごとに想定される負担額
の４ヶ月分に相当する額（接続申込者が月ごとに想定される負担額を前払いす
る等の理由を示し、それが合理的であると当社が判断した場合は減額するもの
とします。また、次号の規定によるものと重複する部分を除きます。）

(2) 協定が消滅するとした場合に、第54条（網改造料の支払義務）第４項又は第
５項の規定に基づき接続申込者が負担すべき網改造料に相当する額（接続申込
者からの網改造料の支払いに応じて減額するものとします。）

３　第１項の規定に該当する接続申込者は、当社が必要であると判断し請求した場
合には、その接続申込者が負担すべき工事費及び手続費の額並びに個別契約に基
づく負担額（前項第１号の規定によるものと重複する部分を除き、当社が計算し
て接続申込者に請求するものとします。以下、この項において「工事費等」とい
います。）について、前払い、預託金の預け入れ又は金融機関等の債務保証によ
り、債務の履行を担保することを要するものとします。この場合において、工事
費等の前払額と実績額に差額が生じたときは、当社及び接続申込者は必要な精算
を行うものとします。

４　第１項の規定に該当する接続申込者は、当社が必要であると判断し請求した場
合には、協定が消滅するとした場合において接続申込者が負担すべき費用（当社
の電気通信設備及び周辺設備等の原状復旧に要する費用を含み、第２項各号及び
前項の規定によるものと重複する部分を除きます。）に相当する額（当社が計算
して接続申込者に請求するものとします。）について、当社が定める期日までに、
預託金の預け入れ又は金融機関等の債務保証により、債務の履行を担保すること
を要するものとします。

５　第１項及び第４項に規定する担保措置を要する期間は、担保措置が行われてか
ら１年間とします。この場合において、当社が、期間満了時にその接続申込者に
ついて、第１項各号に定める事由のいずれにも該当しないことを確認できたとき、
又はその接続申込者が、第１項各号のいずれにも該当しないとする根拠を示し、
当社がそのことを確認できたときに、その接続申込者は担保措置を要しないこと
となるものとし、当社は預け入れられた預託金の返還等を行うものとします。た
だし、期間満了時において、当社が、その接続申込者について、第１項各号に定
める事由のいずれにも該当しないことを確認できないときは、担保措置を要する
期間を更に１年間延長するものとし、以後の期間において同様に取り扱うものと
します。

６　当社は、接続申込者から預け入れられた預託金には利息を付さないものとしま
す。

第７節　割増金及び延滞利息
（割増金）

第65条　協定事業者は、料金等（この条において割増金及び延滞利息を除きます。）
の支払いを不法に免れた場合は、その免れた額のほか、その免れた額（消費税相
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当額を加算しない額とします。）の２倍に相当する額に消費税相当額を加算した
額を割増金として、当社が別に定める方法により支払うことを要します。

第65条の２　削除
（延滞利息）

第66条　協定事業者は、料金等（この条において延滞利息を除きます。）について
支払期日を経過してもなお支払いがない場合には、支払期日の翌日から支払いの
あった日の前日までの日数について、年14.5％の割合で計算して得た額を延滞利
息として、当社が別に定める方法により支払うことを要します。

第８節　債権譲受
（債権譲受）

第67条　当社は、第44条（接続形態）に規定する接続形態のうち当社及び協定事業
者が第73条（利用者料金の設定）の規定により利用者料金を設定する通信につい
て、当社が第74条（利用者料金の請求）の規定により利用者料金を請求、回収す
るときは、協定事業者の役務提供区間に係る契約者が支払うべき料金の債権をそ
の協定事業者より、譲り受けることとします。

第９節　端数処理
（端数処理）

第68条　当社は、料金等その他の計算において、別に定める場合を除きその計算結
果に１円未満の端数が生じたときはその端数を切り捨てます。
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第11章　技術的条件
（技術的条件）

第69条　当社は、第５条（標準的な接続箇所）に規定する標準的な接続箇所におけ
る技術的条件を、技術的条件集に規定します。
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第12章　損害賠償
（責任の制限）

第70条　当社又は協定事業者は、接続が行われなかったことに伴い発生する逸失利
益又はその契約者に対し行う損害賠償の事務処理に通常要する費用について、相
手方に対し求償しないこととします。

２　前項の規定にかかわらず、当社又は協定事業者は、利用者料金が役務区間合算
料金である場合において、相手方の責めに帰すべき事由により自己の契約約款で
定めるところに従いその契約者に損害賠償を行ったときは、その費用の負担につ
いて協議するものとします。

３　第１項の規定にかかわらず、当社又は協定事業者は、協定事業者が自ら調達し
た移動無線装置により当社の電気通信設備に不具合が生じた場合には、その不具
合により当社に発生した損害額（当社の電気通信設備及び周辺設備等の原状復旧
に要する費用を含みます。）の負担について協議するものとします。
（解除等の場合の取扱い）

第71条　当社又は協定事業者は、協定が解除された場合若しくは消滅した場合又は
接続の廃止若しくは取止めに係る協定の変更があった場合には、その原因を有す
る相手方に対し、解除若しくは消滅又は協定の変更により発生した損害額（新た
に発生する費用（当社の電気通信設備及び周辺設備等の原状復旧に要する費用を
含みます。）及びそれまでに既に発生した費用に消費税相当額を加算した額（個
別建設契約、接続用ソフトウェア開発契約又はその他の工事に係る契約の規定に
より算定するときは、その額とします。）を含みます。）の支払いを請求できるも
のとします。

２　前項の規定は、当社又は協定事業者が協定に違反し相手方に損害が発生した場
合に準用します。
（トラヒック又は回線数が乖離した場合の取扱い）

第71条の２　当社は、協定事業者から予め提出されたトラヒック又は回線数の予測
値と実績値との間に著しい乖離が生じた場合において、当社の指定電気通信設備
に著しい過不足が生じたときは、協定事業者にその過不足の調整に必要な費用の
負担を請求することができるものとします。ただし、当該乖離が協定事業者の責
めに帰することができない事情により発生した場合には、この限りではありませ
ん。
（免責）

第72条　当社は、接続に係る設備その他の電気通信設備の設置、撤去、修理又は復
旧の工事にあたって、協定事業者（接続申込者を含みます。以下、この条におい
て同じとします。）に関する土地、建物その他の工作物等に損害を与えた場合に、
それがやむを得ない理由によるものであるときは、その損害を賠償しないものと
します。

２　当社は、この約款又は協定に基づく変更（接続の廃止又は取止めに係る変更は
除きます。）により協定事業者の電気通信設備又は当社の接続用設備若しくは接
続用ソフトウェア（以下、この条において「協定事業者の電気通信設備等」とい
います。）の改造又は変更（以下、この条において「改造等」といいます。）を要
することとなる場合であっても、その改造等に要する費用については負担しない
ものとします。
　ただし、協定事業者の電気通信設備等の改造等に要する費用のうち、当社の責
めに帰すべき事由がある場合にはその部分の負担について、当社は、協定事業者
と協議するものとします。
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３　当社は、第50条（接続の中止）に規定する接続の中止により、当社又は協定事
業者の電気通信設備の改造等を要することになる場合であっても、相手方の電気
通信設備の改造等に要する費用について相互に負担しないものとします。
　ただし、協定事業者の電気通信設備等の改造等に要する費用のうち、当社の責
めに帰すべき事由がある場合にはその部分の負担について、当社は、協定事業者
と協議するものとします。
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第13章　利用者への責任に関する事項
（利用者料金の設定）

第73条　相互接続通信及び他社相互接続通信に係る利用者料金（通信料に限ります。
以下、この章において同じとします。）には、役務区間合算料金又は役務区間単
位料金があります。

２　利用者料金を設定する電気通信事業者は、第44条（接続形態）に規定する接続
形態ごとに、別表２（接続形態）第２表（利用者料金設定事業者）に掲げるとお
りとします。
（利用者料金の請求）

第74条　相互接続通信及び他社相互接続通信に係る利用者料金について、その料金
債権を利用者に請求し、回収する電気通信事業者は、第44条（接続形態）に規定
する接続形態ごとに、別表２（接続形態）第３表（利用者料金請求事業者）に掲
げるとおりとします。
（ローミング等に係る特例）

第75条　第44条（接続形態）に規定する接続形態のうち、携帯電話事業者が発信に
係る電気通信事業者となる接続形態において、その契約約款に従ってその通信に
係る債権を他の携帯電話事業者に譲渡したときは、その通信に係る利用者料金の
債権を利用者に請求し、回収する電気通信事業者は、前条の規定にかかわらず、
債権を譲り受けた電気通信事業者とします。
（利用者料金の課金）

第76条　第74条（利用者料金の請求）に規定する電気通信事業者は、利用者料金が
役務区間単位料金であるときは自己の役務提供区間の通信に係る利用者料金に
ついて、利用者料金が役務区間合算料金であるときは相互接続通信及び他社相互
接続通信に係る利用者料金について、その課金を行うこととします。ただし、別
表２（接続形態）に別段の定めがある場合は、この限りではありません。
（利用者からの苦情又は故障修理の請求等に対する対応）

第77条　利用者料金を設定する電気通信事業者は、利用者からの通信料金若しくは
サービス内容に関する問合せ又はその他の苦情の受け付け及び対応を行うこと
を要します。
　ただし、第44条（接続形態）に規定する接続形態のうち利用者料金設定事業者
と利用者料金請求事業者が異なる場合には、利用者料金に係る苦情の受け付け及
び対応は、利用者料金設定事業者及び利用者料金請求事業者が行うことを要しま
す。

２　当社又は協定事業者は、利用者からの接続に係る故障修理の請求等の受け付け
を行うこととし、その故障の修理及び措置は故障の発生原因を有する電気通信事
業者が行うものとします。この場合において、当社は、故障修理の請求等の対応
に係る具体的事項について、協定事業者と協議の上定める保守確認事項に規定し
ます。
（当社の契約者回線等の提供条件）

第78条　当社の契約者回線から発信する通信について協定事業者の電気通信設備
への接続の可否、協定事業者の電気通信設備から接続する通信の当社の契約者回
線への着信の可否は、技術的条件集に定めるところによります。
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第14章　当社の通信用建物等における取扱い
（当社の通信用建物等に相互接続点を設置する場合の取扱い）

第79条　当社の通信用建物等に相互接続点を設置する場合において、接続申込者が
当社の通信用建物等に設置可能な設備は、回線終端装置及びその他付随設備等
（当社が技術的、経済的等の観点から当社の通信用建物等に設置することが適切
であると判断した電気通信設備に限ります。）とします。
（接続申込者等が接続に必要な装置等の設置又は保守を行う場合の立入り）

第80条　接続申込者又は接続に必要な装置等の設置若しくは保守を行う者として
その接続申込者が指定した者（その接続に必要な装置等以外の設備にわたる作業
を行う場合にあっては、当社が別に定める当社の通信用建物等において工事若し
くは保守を行うことができる団体の基準を満たす団体の被用者に限ります。）は、
接続に必要な装置等の設置又は保守のために当社の通信用建物等に立ち入るこ
とができます。この場合において、立入者の数は、その接続に必要な装置等の設
置又は保守に必要な範囲内に限るものとし、当社が指定する立会者が立ち会うこ
とを要します。

２　前項の場合において、接続申込者は、立入りを行おうとする日の５営業日前ま
でに別表３（様式）様式第13の書面により立入りを行う当社の通信用建物等の名
称、日時及び目的並びに立入者の氏名を当社の事務取扱所に通知することを要し
ます。

３　当社は、特別の事情がない限り、前項の通知がなされた日から２営業日以内に
別表３（様式）様式第14の書面により承諾（承諾を行わない場合は、書面による
その理由の通知）を行います。

４　前２項の規定にかかわらず、第１項の保守のための立入りであって、その保守
が接続に必要な装置等の故障を修理するために行われる場合その他緊急やむを
得ない場合は、第２項の通知は、その立入りを行おうとする日に行うことができ
るものとし、当社は、特別の事情がない限り、前項の承諾を行います。
（工事等の制限）

第81条　次の各号に規定する事由があるときは、当社は、通信の確保に必要な合理
的な期間について、接続申込者が当社の通信用建物等に立ち入ることを制限し又
は必要な条件を付すことがあります。この場合において、当社は、書面によりそ
の理由を通知します。
(1) 電気事業法第42条第１項の保安規程に基づき当社の通信用建物等に設置する
事業用電気工作物の点検を行うとき。

(2) 天災、事変その他の非常事態が発生し、当社の通信用建物等が損壊したとき。
(3) 天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれがある場合であ
って、災害の予防若しくは救援、交通、通信若しくは電力の供給の確保若しく
は秩序の維持のために必要な事項を内容とする通信又は事業法施行規則第55
条の通信を優先的に取り扱うために必要なとき。

(4) 国又は地方公共団体から通信の確保に関する要請があったとき。
(5) 公職選挙法（昭和25年法律第100号）に基づく選挙が行われるとき。
(6) 先進国首脳会合その他これに準ずる重要な国際会議が行われるとき。
(7) 国際機関、外国政府の機関その他これに準ずる重要な組織の長又はこれに準
ずる者が来日するとき。

(8) 前３号に掲げる行事に準ずる重要な国又は地方公共団体の行事が行われると
き。
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第15章　雑則
（個別契約事業者に対する契約者情報の提供）

第82条　当社は、協定事業者（別表２（接続形態）において指定する接続形態にお
いて、利用者料金設定事業者となる国際系事業者に限ります。以下、この条にお
いて同じとします。）から、お客様情報照会書によりＦＯＭＡサービス、Ｘｉサ
ービス、５Ｇサービス及びワイドスター通信サービスの契約者に係る契約者回線
番号等又は契約者の住所等の情報の提供を求められた場合は、次の場合に限り、
その提供を求められた情報（その契約者の住所等が変更されているときは、変更
後の契約者の住所等とします。）を提供します。この場合において、当社は、契
約者情報の提供対象となる契約者（以下、この条において「対象契約者」といい
ます。）の氏名及び契約者回線番号等の不一致等により回答できないときは、そ
の旨協定事業者に通知します。
(1) 対象契約者がその協定事業者の契約者及び契約の申込みをした者（以下、こ
の条において「契約者等」とします。）であること。

(2) 対象契約者の氏名及び契約者回線番号等が、当社の契約者の氏名及び契約者
回線番号等と一致すること。

(3) その協定事業者が、その契約者情報の提供を当社から受け取ることについて、
対象契約者の同意を書面により得ていること。

(4) 協定事業者は、提供された契約者情報の取扱いにあたって、「電気通信事業
における個人情報保護に関するガイドライン（平成16年総務省告示第695号）」
等の法令（以下、「個人情報保護ガイドライン等」といいます。）を遵守すること。

(5) その他契約者情報の提供にあたって、当社の業務遂行上支障がないこと。
２　当社は、協定事業者から前項に規定する契約者情報の提供を求められた場合で
あって、ＦＯＭＡサービス契約約款、Ｘｉサービス契約約款、５Ｇサービス契約
約款及びワイドスター通信サービス契約約款に定める住所変更の届出があった
ときは、その異動内容及び異動年月日の情報を提供します。

３　当社は、協定事業者からＦＯＭＡサービス、Ｘｉサービス、５Ｇサービス及び
ワイドスター通信サービスの契約者に係る契約者回線番号等の異動情報の提供
を求められた場合は、第１項各号の規定に加え、次の場合に限り、その求められ
た情報を電子ファイルにより提供します。ただし、この場合において第１項第１
号に定める規定については、契約の申込みをした者を除くものとし、第１項第２
号に定める規定については、契約者の氏名を含まないものとします。
(1) 協定事業者が当社に、当社が情報提供処理に必要な対象契約者の契約者回線
番号等の情報を、電子ファイル（当社及び協定事業者間で決定した方法に限り
ます。）により提供すること。

(2) 協定事業者の使用目的が料金請求、回収等特に業務遂行上必要な用途である
こと。

４　当社は、契約者情報及び異動情報の提供にあたって必要であると判断したとき
は、その協定事業者にその契約者等の同意書の提出を求めることがあります。

５　情報提供にあたり、契約者等から苦情、訴え等があった場合には、協定事業者
はその責任により対応することとします。この場合において、当社は責任を負い
ません。

６　契約者情報及び異動情報の提供に係る具体的な事務処理については、当社と協
定事業者との協議の上定める国際電話利用契約者情報の提供に関する事業者間
確認事項に規定します。

第82条の２　削除
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（様式）
第83条　この約款の規定に基づく協定事業者（接続申込者を含みます。）からの申
込み及びその申込みに対する当社からの回答は、別表３（様式）に規定する様式
によるものとします。
　ただし、別表３（様式）に様式の定めがないものについては、協定事業者は、
当社が別に指定する方法により申し込むことができます。
（承諾の限界）

第84条　当社は、協定事業者（接続申込者を含みます。以下、この条において同じ
とします。）から工事その他の請求があった場合に、その請求を承諾することが
技術的に困難なとき又はその請求を承諾することによって保守することが著し
く困難である等当社の業務の遂行上支障があるとき、又は協定事業者が接続に関
し負担すべき金額の支払いを怠り、又は怠るおそれがあるときは、その請求を承
諾しないことがあります。この場合において、その理由をその請求した協定事業
者に書面により通知します。
　ただし、この約款において別段の定めがある場合は、その定めるところにより
ます。
（双務的条件）

第85条　協定事業者は、当社と協定を締結するときは、この約款の第８条（当社の
接続対象地域）、第16条（接続用設備の設置又は改修の申込み）から第24条（接
続用ソフトウェアの開発の中止）まで、第26条（瑕疵）、第32条（協定上の地位
の移転又は承継）、第36条（当社が行う協定の解除）、第40条の２（特定電子メー
ルの取扱い）、第42条（協定事業者の切分責任）、第43条の２（第三者への債権譲
渡等）、第45条（相互接続通信の切断）、第48条（接続の一時中断）、第49条（接
続の停止）、第50条（接続の中止）、第50条の２（工事又は手続き等の停止及び中
止）、第61条の２（期限の利益喪失）、第65条（割増金）、第66条（延滞利息）、第
71条の２（トラヒック又は回線数が乖離した場合の取扱い）、第72条（免責）、第
84条（承諾の限界）において規定する条件と同等の条件で双務的に協定を締結す
ることができます。この場合において、協定事業者が届出電気通信事業者である
場合は、第８条（当社の接続対象地域）に「事業法第９条又は第13条の規定によ
り登録を受け又は変更された業務区域」とあるのは「事業法第16条の規定により
届け出た提供区域」に読み替えるものとします。

２　協定事業者は、その電気通信設備の設置又は改修に要する概算額及びその内訳
等の通知について、第12条（事前調査の回答）第３項に準じて取り扱うこととし
ます。
（協議が調わない場合の取扱い）

第86条　当社及び接続申込者は、協議が調わない場合には、事業法第154条第１項
若しくは第157条第１項に規定するあっせん又は同法第155条第１項若しくは第
157条第３項に規定する仲裁により解決を図ることができるものとします。

２　当社は、前項の場合において、接続申込者が事業法第155条第１項若しくは第
157条第３項に規定する仲裁の申請を申し入れた場合には、合理的な理由がある
場合に限り、その申請に同意することとします。
（接続に係る管理方針）

第86条の２　当社は、当社の指定電気通信設備との接続にあたり、通信の交換等又
は伝送に関するネットワーク管理において、以下の各号に掲げる事項を遵守する
ものとします。
(1) 協定事業者及び当社並びに当該通信を取り扱う電気通信事業者及び当社が提
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供する電気通信サービスの利用者に対し、不当な差別的取扱いを行わないこと
(2) 当該通信の内容による不当な差別的取扱いを行わないこと
（接続協議等に関する情報等の提供）

第87条　当社は、接続協議等に関する情報、ＦＯＭＡサービス、Ｘｉサービス又は
５Ｇサービスの営業区域に関する情報、並びに料金表第１表（接続料金）第２（網
改造料）１－１（網改造料の対象となる機能）第４欄、第５欄及び第６欄に規定
する機能の利用にあたって支払いが必要となる費用の見込みの額に係る情報を
インターネットホームページ等において掲示します。

２　前項の規定によるほか、当社は、接続申込者から請求があるときは、第25条の
４（移動無線装置に係る確認試験の実施）に規定する移動無線装置との確認試験
の実施、第25条の５（業務支援システムの利用に関する申込み）に規定する業務
支援システムの利用、第25条の６（ＵＳＩＭカードの貸与に係る請求）に規定す
るＵＳＩＭカードの貸与に係る請求に必要な情報を当社の事務取扱所において、
提供するものとします。
　ただし、その情報が当社の機密事項に該当するときは、この限りではありません。

３　前２項の規定によるほか、当社は、接続申込者から請求があるときは、以下の情
報について、当社の事務取扱所において、提供するものとします。ただし、その情
報が当社の機密事項に該当するときは、この限りではありません。
(1) 料金表第１表（接続料金）第１（網使用料）２（料金額）第１欄、第３欄、
第５欄、第６欄、第７欄、第７欄の２、第８欄、第９欄、第９欄の２に規定す
る料金額（ただし、第６欄、第７欄、第７欄の２、第８欄、第９欄、第９欄の
２については、第61条の３（接続料金の実績に基づく精算）に基づき、当年度
実績によって算定した精算のための料金額に限る）、及び料金表第３表（その
他の費用）第１（ＵＳＩＭカードの貸与に係る費用）１（ＵＳＩＭカードの貸
与に係る費用の額）に規定する費用の額について、原価に利潤を加えたものに
対する原価の比率に関する情報

(2) 料金表第１表（接続料金）第１（網使用料）２（料金額）第１欄、第３欄、
第５欄、第６欄、第７欄、第７欄の２、第８欄、第９欄、第９欄の２に規定す
る料金額（ただし、第６欄、第７欄、第７欄の２、第８欄、第９欄、第９欄の
２については、第61条の３（接続料金の実績に基づく精算）に基づき、当年度
実績によって算定した精算のための料金額に限る）、及び料金表第３表（その
他の費用）第１（ＵＳＩＭカードの貸与に係る費用）１（ＵＳＩＭカードの貸
与に係る費用の額）に規定する費用の額について、原価、利潤及び需要の対前
年度比に関する情報（なお、第６欄、第７欄、第７欄の２、第８欄、第９欄、
第９欄の２について、当年度実績によって算定した精算のための料金額の算定
に用いた需要の対前年度比に関する情報は、毎事業年度経過後６ケ月を経過す
る日から提供します。）

(3) 第61条の３（接続料金の実績に基づく精算）に基づき、当年度実績によって
算定した精算のための料金額の算定に用いた原価、利潤及び需要に対する料金
表第１表（接続料金）第１（網使用料）２（料金額）第６欄、第７欄、第７欄
の２、第８欄、第９欄、第９欄の２に規定する料金額の算定に用いた原価、利
潤及び需要のそれぞれの比率に関する情報

(4) 料金表第１表（接続料金）　第１（網使用料）２（料金額）第６欄、第７欄、
第７欄の２、第８欄、第９欄、第９欄の２に規定する料金額の算定に用いた第
二種指定設備管理運営費、正味固定資産価額及び需要について、その予測に用
いた算定方法（計算式等具体的な考え方を含む。）に関する情報
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４　前３項の規定によるほか、当社は、業務支援システム、又はＵＳＩＭカードの
機能及びその他の提供条件の追加又は変更に係る情報、並びに当社の電気通信設
備における通信障害等に関する情報を、当社が別に定める方法により協定事業者
に通知することとします。
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料金表
通則
（消費税相当額の加算）

１　第53条（従量制の網使用料等の支払義務）から第56条の４（業務支援システムの利
用に係る費用の支払義務）までの規定その他この約款の規定により料金表に定める料
金等の支払いを要するものとされている額は、この料金表に定める額に消費税相当額
を加算した額とします。
（料金等の臨時減免）

２　当社は、災害が発生したときは、特定端末系事業者の公衆電話から発信する通信に
ついて、第53条（従量制の網使用料等の支払義務）の規定にかかわらず、臨時に、料
金表第１表（接続料金）第１（網使用料）２（料金額）第１欄、第２欄、第４欄及び
第５欄に規定する料金額を減免する場合があります。
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第１表　接続料金
　第１　網使用料
　　１　適用

区　　分 内　　　　容

(1) 網使用料の適用対象 網使用料は、協定事業者との接続に係る相互接続通信に
適用します。

(2) 当社が利用者料金の
額を設定する接続形態
に係る網使用料の適用

別表２（接続形態）において当社が利用者料金設定事業
者となる接続形態に係る網使用料については、この料金
表の規定にかかわらず、協定事業者はその支払いを要し
ません。（ただし、ｉモード移動無線装置パケット接続装
置機能に係る料金についてはこの限りではありません。）

(3) 通話モード接続機能
に係る料金の適用

通話モード接続機能に係る料金については、２（料金額）
(1)の料金額を適用します。

(4) 64kb/sデジタル通信
モード接続機能に係る
料金の適用

64kb/sデジタル通信モード接続機能に係る料金について
は、２（料金額）(2)の料金額を適用します。

(5) ショートメッセージ
通信モード接続機能に
係る料金の適用

ショートメッセージ通信モード接続機能に係る料金につ
いては、２（料金額）（3）の料金額を適用します。

(6) 衛星電話接続機能に
係る料金の適用

衛星電話接続機能に係る料金については、２（料金額）
(4)の料金額を適用します。

(7) ＭＮＰ転送機能に係
る料金の適用

ＭＮＰ転送機能に係る料金については、２（料金額）(5)
の料金額を適用します。

(8) ＦＯＭＡ直収パケッ
ト接続機能に係る料金
の適用

ＦＯＭＡ直収パケット接続機能に係る料金については、
２（料金額）(6)の料金額を適用します。

(9) Ｘｉ直収パケット接
続機能に係る料金の適
用

Ｘｉ直収パケット接続機能に係る料金については、２（料
金額）(7)の料金額を適用します。

(9)の２ ５Ｇ直収パケッ
ト接続機能に係る料金
の適用

５Ｇ直収パケット接続機能に係る料金については、２（料
金額）(7)の２の料金額を適用します。

(10)　ＦＯＭＡ特定接続
契約者回線管理機能に
係る料金の適用

ＦＯＭＡ特定接続契約者回線管理機能に係る料金につい
ては、２（料金額）(8)の料金額を適用します。
（ただし、ＦＯＭＡ特定接続契約者（音声）回線管理機
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能を利用する場合を除く）

(11)　Ｘｉ特定接続契約
者回線管理機能に係る
料金の適用

Ｘｉ特定接続契約者回線管理機能に係る料金について
は、２（料金額）(9)の料金額を適用します。
（ただし、Ｘｉ特定接続契約者（音声）回線管理機能を
利用する場合を除く）

(11)の２　５Ｇ特定接続
契約者回線管理機能に
係る料金の適用

５Ｇ特定接続契約者回線管理機能に係る料金について
は、２（料金額）(9)の２の料金額を適用します。
（ただし、５Ｇ特定接続契約者（音声）回線管理機能を
利用する場合を除く）

(11)の３　ＦＯＭＡ特定
接続契約者（音声）回
線管理機能に係る料金
の適用

ＦＯＭＡ特定接続契約者（音声）回線管理機能に係る料
金については、２（料金額）(9)の３の料金額を適用しま
す。

(11)の４　Ｘｉ特定接続
契約者（音声）回線管
理機能に係る料金の適
用

Ｘｉ特定接続契約者（音声）回線管理機能に係る料金に
ついては、２（料金額）(9)の４の料金額を適用します。

(11)の５　５Ｇ特定接続
契約者（音声）回線管
理機能に係る料金の適
用

５Ｇ特定接続契約者（音声）回線管理機能に係る料金に
ついては、２（料金額）(9)の５の料金額を適用します。

(12)　削除 ―――

(13)　削除 ―――

(14)　ＦＯＭＡ特定接続
契約者回線課金情報提
供機能に係る料金の適
用

ＦＯＭＡ特定接続契約者回線課金情報提供機能に係る料
金については、２（料金額）(12)の料金額を適用します。

(15)　Ｘｉ特定接続契約
者回線課金情報提供機
能に係る料金の適用

Ｘｉ特定接続契約者回線課金情報提供機能に係る料金に
ついては、２（料金額）(13)の料金額を適用します。

(15)の２　５Ｇ特定接続
契約者回線課金情報提
供機能に係る料金の適
用

５Ｇ特定接続契約者回線課金情報提供機能に係る料金に
ついては、２（料金額）(14)の料金額を適用します。

(16)　削除 ―――
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(17)　付加機能接続機能
に係る料金の適用

この料金表の規定にかかわらず、別表１（接続により提
供する機能）の１－４に規定する付加機能接続機能に係
る料金については、協定事業者は網使用料の支払いを要
しません。

(18)　適用する機能の組
み合わせ

ＦＯＭＡ直収パケット接続機能及びＦＯＭＡ特定接続契
約者回線管理機能は、第２(網改造料)１－１(網改造料の
対象となる機能)表中第４欄、又は同表中第４欄及び第５
欄に規定する機能とともに組み合わせて適用されます。
また、Ｘｉ直収パケット接続機能及びＸｉ特定接続契約
者回線管理機能、５Ｇ直収パケット接続機能及び５Ｇ特
定接続契約者回線管理機能は、同表中第４欄、又は同表
中第４欄及び第６欄に規定する機能とともに組み合わせ
て適用されます。
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　　２　料金額

区　　分 単　位 料金額 備考

(1) 通話モード接続機能 １秒ごとに 0.040849円 ―

(2) 64kb/sデジタル通信モード接続機能 １秒ごとに 0.073529円 ―

(3) ショートメッセージ通信モード接続機能 １通信ごとに 0.39746円 ―

(4) 衛星電話接続機能 １秒ごとに 3.51094円 ―

(5) ＭＮＰ転送機能 １秒ごとに 0.009953円 ―

ア　GTP
接続

令和３年４月１日か
ら令和４年３月31日
まで適用する料金

(ア)　10Mb/sの
もの

283,859円 月額(6) ＦＯＭＡ
直収パケッ
ト接続機能

(イ)　10Mb/sを
超える1.0Mb/
sごとに

28,385円 月額

令和４年４月１日か
ら令和５年３月31日
まで適用する料金

(ア)　10Mb/sの
もの

221,901円 月額

(イ)　10Mb/sを
超える1.0Mb/
sごとに

22,190円 月額

令和５年４月１日か
ら令和６年３月31日
まで適用する料金

(ア)　10Mb/sの
もの

180,146円 月額

(イ)　10Mb/sを
超える1.0Mb/
sごとに

18,014円 月額

イ　削除

ア　GTP
接続

令和３年４月１日か
ら令和４年３月31日
まで適用する料金

(ア)　10Mb/sの
もの

283,859円 月額(7) Ｘｉ直収
パケット接
続機能

(イ)　10Mb/sを
超える1.0Mb/
sごとに

28,385円 月額



第1－5

48

令和４年４月１日か
ら令和５年３月31日
まで適用する料金

(ア)　10Mb/sの
もの

221,901円 月額

(イ)　10Mb/sを
超える1.0Mb/
sごとに

22,190円 月額

令和５年４月１日か
ら令和６年３月31日
まで適用する料金

(ア)　10Mb/sの
もの

180,146円 月額

(イ)　10Mb/sを
超える1.0Mb/
sごとに

18,014円 月額

イ　削除

GTP接続 令和３年４月１日か
ら令和４年３月31日
まで適用する料金

(ア)　10Mb/sの
もの

283,859円 月額(7)の２ ５Ｇ
直収パケッ
ト接続機能

(イ)　10Mb/sを
超える1.0Mb/
sごとに

28,385円 月額

令和４年４月１日か
ら令和５年３月31日
まで適用する料金

(ア)　10Mb/sの
もの

221,901円 月額

(イ)　10Mb/sを
超える1.0Mb/
sごとに

22,190円 月額

令和５年４月１日か
ら令和６年３月31日
まで適用する料金

(ア)　10Mb/sの
もの

180,146円 月額

(イ)　10Mb/sを
超える1.0Mb/
sごとに

18,014円 月額

(8) ＦＯＭＡ特定接続
契約者回線管理機能

令和３年４月１日か
ら令和４年３月31日
まで適用する料金

１契約者回線ご
とに

73円 月額



第1－6

49

令和４年４月１日か
ら令和５年３月31日
まで適用する料金

１契約者回線ご
とに

69円 月額

令和５年４月１日か
ら令和６年３月31日
まで適用する料金

１契約者回線ご
とに

65円 月額

(9) Ｘｉ特定接続契約
者回線管理機能

令和３年４月１日か
ら令和４年３月31日
まで適用する料金

１契約者回線ご
とに

73円 月額

令和４年４月１日か
ら令和５年３月31日
まで適用する料金

１契約者回線ご
とに

69円 月額

令和５年４月１日か
ら令和６年３月31日
まで適用する料金

１契約者回線ご
とに

65円 月額

(9)の２ ５Ｇ特定接続
契約者回線管理機能

令和３年４月１日か
ら令和４年３月31日
まで適用する料金

１契約者回線ご
とに

73円 月額

令和４年４月１日か
ら令和５年３月31日
まで適用する料金

１契約者回線ご
とに

69円 月額

令和５年４月１日か
ら令和６年３月31日
まで適用する料金

１契約者回線ご
とに

65円 月額

(9)の３ ＦＯＭＡ特定接続契約者（音声）回
線管理機能

１契約者回線ご
とに

76円 月額

(9)の４ Ｘｉ特定接続契約者（音声）回線管
理機能

１契約者回線ご
とに

76円 月額

(9)の５ ５Ｇ特定接続契約者（音声）回線管
理機能

１契約者回線ご
とに

76円 月額

(10) 削除 ― ― ―

(11) 削除 ― ― ―
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(12) ＦＯＭＡ特定接続契約者回線課金情報
提供機能

１契約者回線ご
とに

9円 月額

(13) Ｘｉ特定接続契約者回線課金情報提供
機能

１契約者回線ご
とに

9円 月額

(14) ５Ｇ特定接続契約者回線課金情報提供
機能

１契約者回線ご
とに

9円 月額
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　第２　網改造料
　　１　適用

区　　分 内　　　　容

(1) 網改造料の適用対象 網改造料は、１－１（網改造料の対象となる機能）に掲
げる機能に適用します。

(2) 網改造料の按分 網改造料の対象となる機能（１－１（網改造料の対象と
なる機能）第1欄、第4欄、及び第9欄に規定する機能を除
く）を当社又は協定事業者が使用することとなった場合
には、２（料金額）に規定する料金額をその使用する電
気通信事業者の合計数で按分した額をそれぞれの協定事
業者に適用します。ただし、第3欄に掲げる機能について
は、２－１　算出式(2)に基づき、算出した料金額を適用
します。

　　　１－１　網改造料の対象となる機能

区　　分 備　考

(1) 関門交換機接続用伝
送路設備等利用機能

― ―

(2) 0AB0発信課金接続機
能

当社の利用者から発信する0AB0番号又は1XY
番号（当社が別に定めるものに限ります。）へ
の通信について、利用者料金の課金を行う機
能

―

(3) 特定端末系事業者接
続用伝送装置等利用機
能

当社と特定端末系事業者との接続において当
社が利用する特定端末系事業者の回線対応部
専用機能（以下、「トランクポート等機能」と
いいます。）を協定事業者（特定端末系事業者
を含みます。）が利用して当社と接続を行う機
能

―

(4) 直収パケット接続装
置機能

当該機能を利用する協定事業者のＭＶＮＯサ
ービス契約者が指定する移動無線装置との間
に設定される当社の契約者回線とその協定事
業者の電気通信設備との間の通信を直収パケ
ット交換機を介して行うために必要な接続装
置を利用する機能

―

(5) ＦＯＭＡＧＴＰ接続
利用機能

第１（網使用料）第２（料金額）表中第６欄
ア欄に規定する機能を利用するにあたり必要
となるＭＶＮＯサービス契約者が指定する移
動無線装置との間に設定される当社の契約者
回線と協定事業者の電気通信設備との間の直
収パケット交換機を介した通信の経路設定等
の処理を行う機能

―
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(6) ＸｉＧＴＰ接続利用
機能

第１（網使用料）第２（料金額）表中第７欄
ア欄又は第７欄の２に規定する機能を利用す
るにあたり必要となるＭＶＮＯサービス契約
者が指定する移動無線装置との間に設定され
る当社の契約者回線と協定事業者の電気通信
設備との間の直収パケット交換機を介した通
信の経路設定等の処理を行う機能

―

(7) 00XY発信課金接続機
能

当社の利用者から発信する00XY番号への通信
について、利用者料金の課金を行う機能

―

(8) ＩＭＥＩ通知機能 第２（網改造料）第１（適用）１－１（網改
造料の対象となる機能）表中第５欄に規定す
る機能を利用する協定事業者のＭＶＮＯサー
ビス契約者が指定する移動無線装置のＩＭＥ
Ｉをその協定事業者の電気通信設備との間の
直収パケット交換機を介した通信において通
知する機能

―

(9) 契約者異動情報提供
機能

第２（網改造料）第２（手続費の額）２－１
（手続費）表中第４欄に規定する手続きを行
う際に必要となる当社の契約者の契約者回線
番号等の異動情報を電子ファイルにより提供
する機能

―

　　２　料金額
　　　　　網改造料は、次により算定します。
　　　　　　２－１　算出式
　　　　　　　(1)　(2)以外の料金額

項
目 内　　　　容

年額料金＝(1)本体設備使用料＋(2)土地建物使用料
(1) 本体設備使用料＝減価償却費＋設備管理費
(2) 土地建物使用料＝①土地使用料＋②建物使用料

①　土地使用料＝設備管理費
②　建物使用料＝減価償却費＋設備管理費

ただし、第27条の２（協定事業者の申込みによる接続用設備等の利用中止等）
の規定に基づき、複数の協定事業者が現に利用している接続用設備等について、
一部の協定事業者がその利用を中止する場合は、当該設備の法定耐用年数が経
過するまでの間、次の算出式により算定した料金額を減額します。
料金額＝当該設備の利用を中止する協定事業者が負担する当該設備に係る網改

造料の利用中止直近の月額料金×12

年
額
料
金

減
価
償
却
費

減価償却費は次の算出式により算定します。
減価償却費＝当該設備の創設費／法定耐用年数

ア　上記の算出式にかかわらず、法定耐用年数経過後においても更改して
いないときは、上記に定める減価償却費の支払いを要しません。
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イ　当該設備の創設費は次の算出式により算定します。
当該設備の創設費＝（物品費＋取付費）×（１＋諸掛費率）
　ただし、(2)②の当該建物の創設費は、上記算出にかかわらず、当該
建物に係る建設費用に当該設備の占有度を乗じて算定します。

ウ　諸掛費率は２－２によります。

設
備
管
理
費

設備管理費は次の算出式により算定します。
設備管理費＝当該設備の創設費×設備管理費率

ア　当該設備の創設費については、減価償却費に係る欄のイの算出式によ
ります。
　ただし、(2)①の当該土地の創設費は、減価償却費に係る欄のイの算
出式にかかわらず、当該土地に係る購入費用に当該設備の占有度を乗じ
て算定します。

イ　設備管理費率は２－２によります。

月
額
料
金

当該設備の月額料金は、年額料金の12分の１とします。

　　　　　　　(2)　１－１（網改造料の対象となる機能）第３欄に掲げる機能の料金額

項
目 内　　　　容

料
金
額

料金額＝トランクポート等機能に係る当社負担額
ただし、上記の料金額に各々の協定事業者がトランクポート等機能を利用した
総通信時間を当社及び協定事業者（特定端末系事業者を含みます。）がトランク
ポート等機能を利用した総通信時間で除して算定した比率を乗じて得た額を各
協定事業者に適用します。

２－１の２　接続用設備等を更改又は利用中止する場合の料金額
　第27条（当社が行う接続用設備等の更改）又は第27条の２（協定事業
者の申込みによる接続用設備等の利用中止等）第１項の規定に基づき、
当社又は協定事業者が接続用設備等を更改又は利用中止する場合は、そ
れぞれ次の算出式により協定事業者が負担する料金額を算定します。
(1) 当社が接続用設備等を除却する場合
ア 当該設備が法定耐用年数を経過していない場合
料金額 ＝ 未償却残高 ＋ 撤去工事費
(ｱ) 未償却残高は、次の算出式により算定します。
未償却残高 ＝ 当該設備の創設費 × 法定耐用年数残存期間比率
① 当該設備の創設費は、２－１算出式の減価償却費に係る欄の
算出式によります。（２－１の２（接続用設備等を更改又は利
用中止する場合の料金額）において同じとします。）

② 法定耐用年数残存期間比率は、次の算出式により算定します。
法定耐用年数残存期間比率 ＝ 法定耐用年数経過までの月数
（当該設備が撤去される期日を含む月の翌月から、当該設備の
法定耐用年数が経過する期日を含む月までの間の月数をいい
ます。以下、同じとします。） ／ （法定耐用年数 × 12）
　ただし、未償却残高は、当該設備を利用中止した期日を含む
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月の翌月から、当該設備が撤去される期日を含む月までの間の
減価償却費を含みます。

(ｲ) 撤去工事費は、次の算出式により算定する実費とします。この
場合において第２表（工事費及び手続費）第１（工事費）２－３
（２－２に適用する作業単金）に規定する作業単金を適用します。
撤去工事費 ＝ 作業単金 × 作業時間

イ 当該設備が法定耐用年数を経過している場合
料金額 ＝ 撤去工事費
撤去工事費は、上記ア(ｲ)に規定する算出式により算定する実費と
します。

(2) 当社が接続用設備等を転用する場合
料金額 ＝ 未償却残高 ＋ 撤去工事費 － 転用物品価額
ア 未償却残高は、上記(1)ア(ｱ)に規定する算出式により算定します。
イ 撤去工事費は、上記(1)ア(ｲ)に規定する算出式により算定する実
費とします。

ウ 転用物品価額は、次の算出式により算定します。
転用物品価額 ＝ 当該設備の創設費 － 当該設備の償却累計額

２－１の３　複数の協定事業者が現に利用している接続用設備等につい
て、一部の協定事業者がその利用を中止する場合の料金額
　第27条の２（協定事業者の申込みによる接続用設備等の利用中止等）
の規定に基づき、複数の協定事業者が現に利用している接続用設備等
（法定耐用年数を経過していないものに限ります。）について、一部の
協定事業者がその利用を中止する場合は、次の算出式により当該設備の
利用を中止する協定事業者が負担する料金額を算定します。ただし、全
ての協定事業者に別段の合意があり、当社の承諾を受けた場合は、この
限りではありません。
料金額 ＝ 当該設備の利用を中止する協定事業者が負担する当該設

備に係る網改造料の利用中止直近の月額料金 × 法定耐用
年数経過までの月数

　　　　　　２－２　年額料金の算定に係る比率

区　　分 内容

諸掛費率 0.138

設備管理費率 ソフトウェア ア　イ以外の場合 0.147法定耐用年数
期間内

イ　伝送路設備等に係るもの 0.065

ア　イ以外の場合 0.119法定耐用年数
経過後

イ　伝送路設備等に係るもの 0.036
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ハードウェア ア　イ以外の場合 0.152法定耐用年数
期間内

イ　伝送路設備等に係るもの 0.069

ア　イ以外の場合 0.119法定耐用年数
経過後

イ　伝送路設備等に係るもの 0.036

土地 0.071

通信用建物 0.035
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第２表　工事費及び手続費
　第１　工事費
　　１　適用

区　　分 内　　容

(1) 実費の適用 ２（工事費の額）２－１に掲げる工事費の額は、２－２に規
定する算出式により算定する実費とします。この場合２－３
に規定する作業単金を適用するものとします。第28条の３
(その他の工事に係る契約の締結)に規定する契約を締結し
た後に、作業単金が変更された場合は、その工事費について
は、なお従前の作業単金が適用されるものとします。

(2) 工事費の按分 利用者料金が役務区間単位料金である場合において、２（工
事費の額）２－１第１欄に掲げる工事費について協定事業者
の負担額を協議により決定することとします。

(3) 工事費の適用時
間帯

ア　２（工事費の額）に掲げる工事費の適用時間帯について
は、次表のとおりとします。

平日昼間 ９時30分から18時までの間

平日夜間 ５時から９時30分までの間
　及び　18時から22時までの間

平日深夜 ０時から５時までの間
　及び　22時から24時までの間

土日祝日昼夜間 ５時から22時までの間

土日祝日深夜 ０時から５時までの間
　及び　22時から24時までの間

イ　２（工事費の額）２－１第3欄イに掲げる工事費の適用
時間帯は、平日昼間に限るものとします。

　　２　工事費の額
　　　２－１　工事費

区　　分 単位 工事費の額 備　考

(1) トラ
ンスレ
ータ変
更工事
費

当社の電気通信設備において相
互接続通信の経路を決定するた
めに、協定事業者の電気通信番
号を加入者交換機又は中継交換
機に設定する工事に要する費用

１工事
ごとに

１（適用）第
１欄のとおり

―

(2) 削除 ― ― ― ―
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ア　イ以外
の場合

１工事
ごとに

１（適用）第
１欄のとおり

―(3) 直収
パケッ
ト接続
に係る
データ
設定工
事費

第５条（標準的な接
続箇所）表中第２欄
に規定する接続箇所
における接続に係る
ＩＰアドレス、ルー
ティング設定等情報
を登録する工事に要
する費用

イ　接続回
線帯域幅
の変更に
係る工事

１工事
ごとに

27,375円 適用時間帯が平日
昼間以外となるも
のについては、１
（適用）第1欄のと
おりとします。

　　　２－２　算出式

　　工事費　＝　作業単金　×　作業時間

　　　２－３　２－２に適用する作業単金

区　分 単　位 内　容

平日昼間 一人あたり１時間ごとに 5,475円

平日夜間 一人あたり１時間ごとに 6,241円

平日深夜 一人あたり１時間ごとに 7,279円

土日祝日昼夜間 一人あたり１時間ごとに 6,568円

土日祝日深夜 一人あたり１時間ごとに 7,607円

　第２　手続費
　　１　適用

区　　分 内　　容

(1) 実費の適用 ２（手続費の額）２－２（２－１以外の手続費）に掲げ
る手続費の額は、２－３（算出式）に規定する算出式に
より算定する実費とします。この場合においては、第１
（工事費）２（工事費の額）２－３（２－２に適用する
作業単金）に規定する作業単金を適用します。当社が提
示した手続費の概算額を協定事業者が承諾した後に、作
業単金が変更された場合は、その手続費については、な
お従前の作業単金が適用されるものとします(２(手続費
の額)２－１(手続費)第５欄に規定する手続費について
も同様とします)。

(2) 手続費の適用時間帯 ア　２（手続費の額）に掲げる手続費の適用時間帯につ
いては、第１（工事費）１（適用）第3欄アに規定する
表のとおりとします。
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　　２　手続費の額
　　　２－１　手続費

区　　分 単　位 手続費の額 備　考

(1) 料金回収
手続費

別表２（接続形態）第２表
において協定事業者が利用
者料金設定事業者となる接
続形態であって、同別表第
３表において当社が利用者
料金請求事業者となるとき
に、当社が行う利用者料金
の回収業務に要する費用

当社が回収す
る利用者料金
額ごとに

3.4％ ―

(2) 債権譲受
手続費

第67条（債権譲受）の規定
により、当社が協定事業者
の役務提供区間に係る契約
者が支払うべき料金の債権
をその協定事業者より譲り
受けたときに、当社が行う
利用者料金の回収業務に要
する費用

当社が回収す
る協定事業者
の役務提供区
間に係る利用
者料金額ごと
に

3.4％ ―

(3) お客様情
報照会書作
成手続費

第82条（個別契約事業者に
対する契約者情報の提供）
第１項及び第２項の規定に
より、当社の契約者の契約
者回線番号等又は契約者の
住所等の情報を提供する場
合の手続きに要する費用

１件ごとに 400円 ―

(4) 契約者異
動情報提供
手続費

第82条（個別契約事業者に対
する契約者情報の提供）第３
項の規定により、当社の契約
者の契約者回線番号等の異
動情報を電子ファイルによ
り提供する場合の手続きに
要する費用

１ファイルご
とに

10,000円 ―

(5) 立会費 当社が指定する立会者の立
会いに要する費用

１回ごとに 第１（工事
費）２（工
事費の額）
２－３（２
－２に適用
する作業単
金）に規定
する作業単
金に立会い

―
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に要する時
間を乗じて
得た額

(6) ＦＯＭＡ
特定接続契
約者回線登
録手続費

ＦＯＭＡ特定接続契約に係
る契約者回線の開通をする
ための手続きに要する費用

１回線ごとに 1,800円 ―

(7) Ｘｉ特定
接続契約者
回線登録手
続費

Ｘｉ特定接続契約に係る契
約者回線の開通をするため
の手続きに要する費用

１回線ごとに 1,800円 ―

(8) ５Ｇ特定
接続契約者
回線登録手
続費

５Ｇ特定接続契約に係る契
約者回線の開通をするため
の手続きに要する費用

１回線ごとに 1,800円 ―

　　　２－２　２－１以外の手続費

区　　分 単　位 備　考

(1) 課金照合
費

協定事業者の請求により課金照合を行う場
合に要する費用

１件ごとに ―

(2) 自前工事
調整等作業
費

接続事業者が接続に必要な装置等を設置す
る場合において、その設置に付随する設計、
工事調整、接続に必要な装置等の設置の結
果の確認その他の作業に要する費用

１件ごとに ―

(3) ＦＯＭＡ
特定接続契
約者回線登
録情報変更
手続費

ＦＯＭＡ特定接続契約に係る契約者回線の
登録情報を変更(ＦＯＭＡ特定接続契約者
回線のＦＯＭＡサービス契約約款に基づく
契約の解除に係る手続を除く)するための
手続きに要する費用

１件ごとに ―

(4) Ｘｉ特定
接続契約者
回線登録情
報変更手続
費

Ｘｉ特定接続契約に係る契約者回線の登録
情報を変更(Ｘｉ特定接続契約者回線のＸ
ｉサービス契約約款に基づく契約の解除に
係る手続を除く)するための手続きに要す
る費用

１件ごとに ―

(5) ５Ｇ特定
接続契約者
回線登録情
報変更手続
費

５Ｇ特定接続契約に係る契約者回線の登録
情報を変更(５Ｇ特定接続契約者回線の５
Ｇサービス契約約款に基づく契約の解除に
係る手続を除く)するための手続きに要す
る費用

１件ごとに ―
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　　　２－３　算出式

　　手続費　＝　作業単金　×　作業時間
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第３表　その他の費用
　第１　ＵＳＩＭカードの貸与に係る費用
　　１　ＵＳＩＭカードの貸与に係る費用の額

区　　分 単位 形状 費用の額 備　考

ＵＳＩＭ
カードの
貸与に係
る費用

ＵＳＩＭカード
の貸与に係る請
求をし、当社が承
諾したときに要
する費用

１枚ご
とに

Ｐｌｕｇ－ｉ
ｎ ＵＩＣＣ、
Ｍｉｎｉ－Ｕ
ＩＣＣ、又は
４ＦＦ

261円 ＦＯＭＡ特定接続
契約、Ｘｉ特定接
続契約、５Ｇ特定
接続契約での利用
が可能です。

　第２　業務支援システムの利用に係る費用
　　１　業務支援システムの利用に係る費用の額

区　　分 単位 費用の額 備　考

業務支援
システム

ア　イ以外のも
の

１セットごとに 7,000円 月額
ＵＳＩＭカードア
ダプタを利用する
場合は、左欄と併
せて、100円の支払
いを要します。

イ　他システム
のファイル更
新機能を有す
るもの

１セットごとに 9,000円 月額
ＵＳＩＭカードア
ダプタを利用する
場合は、左欄と併
せて、100円の支払
いを要します。

プリンタ １台ごとに 3,000円 月額

ア　主回線 １拠点ごとに 7,500円 月額ネットワ
ーク回線

イ　副回線 １拠点ごとに 3,150円 月額
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別表１　接続により提供する機能
　　１－１　基本接続機能

区　分 内　　容 備　考

通話モード接続機能 当社のＦＯＭＡサービス契約者回線、Ｘｉサー
ビス契約者回線又は５Ｇサービス契約者回線と
の通話モードによる通信を行う機能

―

64kb/sデジタル通信
モード接続機能

当社のＦＯＭＡサービス契約者回線、Ｘｉサー
ビス契約者回線又は５Ｇサービス契約者回線と
の64kb/sデジタル通信モードによる通信を行う
機能

―

ショートメッセージ
通信モード接続機能

当社のＦＯＭＡサービス契約者回線、Ｘｉサー
ビス契約者回線又は５Ｇサービス契約者回線と
のショートメッセージ通信モードによる通信を
行う機能

―

衛星電話接続機能 当社のワイドスター通信サービス契約者回線と
の通信を行う機能

―

ＭＮＰ転送機能 ＭＮＰを実現するために他社契約者回線である
ことを識別して相互接続通信の経路を着信事業
者に設定する機能

―

ＭＮＰリダイレクシ
ョン機能

ＭＮＰを実現するために他社契約者回線である
ことを識別して方路設定に係る情報を提供する
機能

―

直収接続機能 当社の専用回線等接続サービス契約約款に定め
るデータ系直収契約により提供する電気通信サ
ービスと同等の通信を行う機能

―

直収パケット接続機
能

当社の専用回線等接続サービス契約約款に定め
る第１種接続装置又は第２種接続装置を介して
提供する電気通信サービスと同等の通信を行う
機能

―

ＦＯＭＡ直収パケッ
ト接続機能

当該機能を利用する協定事業者のＭＶＮＯサー
ビス契約者（ＦＯＭＡ特定接続契約者、Ｘｉ特
定接続契約者、又は卸携帯電話サービス契約約
款に規定する第３種卸ＦＯＭＡ契約又は第３種
卸Ｘｉ契約に係る利用者に限ります。）が指定す
る移動無線装置との間に設定される当社の契約
者回線とその協定事業者の電気通信設備との間
の通信を直収パケット交換機を介して行う機能

―
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Ｘｉ直収パケット接
続機能

当該機能を利用する協定事業者のＭＶＮＯサー
ビス契約者（Ｘｉ特定接続契約者又は卸携帯電
話サービス契約約款に規定する第３種卸Ｘｉ契
約に係る利用者に限ります。）が指定する移動無
線装置との間に設定される当社の契約者回線と
その協定事業者の電気通信設備との間の通信を
直収パケット交換機を介して行う機能

―

５Ｇ直収パケット接
続機能

当該機能を利用する協定事業者のＭＶＮＯサー
ビス契約者（５Ｇ特定接続契約者又は卸携帯電
話サービス契約約款に規定する第３種卸５Ｇ契
約に係る利用者に限ります。）が指定する移動無
線装置との間に設定される当社の契約者回線と
その協定事業者の電気通信設備との間の通信を
直収パケット交換機を介して行う機能

―

ＦＯＭＡ特定接続契
約者回線管理機能

ＦＯＭＡ直収パケット接続機能を利用するＦＯ
ＭＡ特定接続契約者回線に係る情報の管理を行
うとともに網使用料を請求する機能

―

Ｘｉ特定接続契約者
回線管理機能

Ｘｉ直収パケット接続機能を利用するＸｉ特定
接続契約者回線に係る情報の管理を行うととも
に網使用料を請求する機能

―

５Ｇ特定接続契約者
回線管理機能

５Ｇ直収パケット接続機能を利用する５Ｇ特定
接続契約者回線に係る情報の管理を行うととも
に網使用料を請求する機能

―

00XY自動付与機能 当社の交換設備において、協定事業者と接続す
るために、仮想携帯電話事業者が利用する事業
者識別番号（番号規則別表第10 号に規定する電
気通信番号に限る。）を識別等する機能

―

ＦＯＭＡ特定接続契
約者（音声）回線管
理機能

00XY自動付与機能を利用するＦＯＭＡ特定接続
契約者回線に係る情報の管理を行うとともに網
使用料を請求する機能

―

Ｘｉ特定接続契約者
（音声）回線管理機
能

00XY自動付与機能を利用するＸｉ特定接続契約
者回線に係る情報の管理を行うとともに網使用
料を請求する機能

―

５Ｇ特定接続契約者
（音声）回線管理機
能

00XY自動付与機能を利用する５Ｇ特定接続契約
者回線に係る情報の管理を行うとともに網使用
料を請求する機能

―

削除 ― ―
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　　１－２　付加接続機能

区　分 内　　容 備　考

削除 ― ―

ＦＯＭＡ特定接続契
約者回線課金情報提
供機能

当社がＦＯＭＡ特定接続契約者回線管理機能又
はＦＯＭＡ特定接続契約者（音声）回線管理機
能を提供する協定事業者に対して、協定事業者
が課金するために必要なＦＯＭＡ特定接続契約
者回線に係る通信時間、通信回数又はパケット
通信量の情報を当社が定める方法により提供す
る機能

―

Ｘｉ特定接続契約者
回線課金情報提供機
能

当社がＸｉ特定接続契約者回線管理機能又はＸ
ｉ特定接続契約者（音声）回線管理機能を提供
する協定事業者に対して、協定事業者が課金す
るために必要なＸｉ特定接続契約者回線に係る
通信時間、通信回数又はパケット通信量の情報
を当社が定める方法により提供する機能

―

５Ｇ特定接続契約者
回線課金情報提供機
能

当社が５Ｇ特定接続契約者回線管理機能又は５
Ｇ特定接続契約者（音声）回線管理機能を提供
する協定事業者に対して、協定事業者が課金す
るために必要な５Ｇ特定接続契約者回線に係る
通信時間、通信回数又はパケット通信量の情報
を当社が定める方法により提供する機能

―

削除 ― ―
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　　１－３　個別占有的接続機能

区　分 内　　容 備　考

網改造料の対象とな
る機能

料金表　第１表（接続料金）第２（網改造料）
１－１（網改造料の対象となる機能）に規定す
る機能

料金表　第
１表（接続
料金）第２
（ 網 改 造
料）１（適
用）１－１
（網改造料
の対象とな
る機能）第
１欄に掲げ
る機能につ
いては、当
社が承諾し
た場合に限
り、提供す
るものとし
ます。

　　１－４　付加機能接続機能

区　　分 内　　容 備　考

ＦＯＭＡサービス契
約約款、Ｘｉサービ
ス契約約款、５Ｇサ
ービス契約約款及び
ワイドスター通信サ
ービス契約約款によ
り提供している付加
機能接続機能

ＦＯＭＡサービス契約約款、Ｘｉサービス契約
約款、５Ｇサービス契約約款及びワイドスター
通信サービス契約約款により提供する付加機能
であって、接続にあたり当社が当然利用できる
ものとしている機能

この機能の
接続可否に
ついては、
技術的条件
集別表２に
規 定 し ま
す。
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別表２　接続形態
　１　適用

区　　分 内　　　容

本表においては、左欄の用語はそれぞれ右欄の意味で使用します。
用　語 意　味

発信事業者 利用者が通信の発信を行う場合に、その利用者と直接接続する電気通信事業者
着信事業者 利用者が通信の発信を行う場合に、通信を行う相手に直接接続する電気通信事業者
経由事業者 利用者が通信の発信を行う場合に、その通信が経由する電気通信設備を設置する電気通信事業者（発信事

業者及び着信事業者を除きます。）
ＮＴＴ地 特定端末系事業者
地域 端末系事業者
中継 中継事業者
国際 国際系事業者
携帯 携帯電話事業者
ＰＨＳ ＰＨＳ事業者
ＳＣＰ 自ら設置したサービス制御装置を用いて契約者向けサービスを提供する電気通信事業者
専用 専用役務を提供する電気通信事業者のうち、国内電気通信役務を提供する事業者
ＩＳＰ 直収回線等接続事業者（仮想携帯電話事業者を除きます。）
ＩＰ ＩＰ電話事業者
ＭＶＮＯ 仮想携帯電話事業者

(1) 事業者の区分

本表において接続形態を次の各号により規定します。
ア　「発信事業者」欄に示す事業者から発信し、「経由事業者」欄に示す事業者（２－２表においては、同一事業者を複数
経由する場合も含みます。）を経由して「着信事業者」欄に示す事業者に着信する通信。ただし、該当の事業者が存在し
ない場合はその欄を空欄とし、右の「着信事業者」欄に示す事業者に着信するものとします。
イ　各表適用欄においては、左欄の記号はそれぞれ右欄の意味で使用します。

記　号 意　　味
(a) 第75条（ローミング等に係る特例）に規定する特例を適用する通信
(b) 当社が他社相互接続通信について利用者料金（役務区間単位料金）の課金を行う通信
(c) 協定事業者が相互接続通信について利用者料金（役務区間単位料金）の課金を行う通信

(2) 表の適用

(d) 当社が協定事業者から課金に係る情報を受信し課金を行う通信
(e) 第82条（個別契約事業者に対する契約者情報の提供）の規定に基づき契約者情報の提供が可能な通信
(f) 別表１（接続により提供する機能）１－１（基本接続機能）に規定するＦＯＭＡ直収パケット接続機能、

Ｘｉ直収パケット接続機能若しくは５Ｇ直収パケット接続機能に係る通信又は00XY自動付与機能に係る通
信

ウ　経由事業者に中継事業者が複数存在する場合は、発信事業者から数えてn番目の中継事業者を「中継（n）」と表します。
エ　経由事業者に特定端末系事業者が複数存在する場合は、発信事業者から数えてn番目（発信事業者が特定端末系事業者
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の場合は発信事業者を除く。）の特定端末系事業者を「ＮＴＴ地（n）」と表します。また、特定端末系事業者が発信事業
者となる場合は「ＮＴＴ地（発）」と表し、着信事業者となる場合は「ＮＴＴ地（着）」と表します。
オ　第１欄及び本欄ア欄の規定にかかわらず、「発信事業者欄」、「経由事業者欄」又は「着信事業者欄」における各事業者
の区間には、当該事業者以外の専用役務提供区間を含む場合があります。
カ　国際呼において、国際系事業者が複数存在する場合は、発信事業者から数えてn番目の国際系事業者を「国際（n）」と
表します。
キ　発信事業者から着信事業者に携帯電話事業者が複数存在する場合は、発信事業者から数えてn番目の携帯電話事業者を
「携帯（n）」と表します。
ク　発信事業者から着信事業者に当社が複数存在する場合は、当社が発信事業者となる場合は「当社（発）」と表し、着信
事業者となる場合は「当社（着）」と表します。
ケ　協定事業者が当社のＭＮＰリダイレクション機能を選択した場合の接続形態は省略するものとします。
コ　第１欄及び本欄ア欄の規定にかかわらず、「発信事業者欄」又は「着信事業者欄」に「ＩＰ」と記述がある場合には、
当該事業者以外のデータ伝送役務提供区間を含む場合があります。
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２－１：当社が利用者料金設定を行う接続形態

第1表 第2表 第3表

発信事業者 経由事業者 着信事業者 利用者料金設定事業者 利用者料金請求事業者NO.

発信 経由１ 経由２ 経由３ 経由４ 着信 区間Ａ 設定者 区間Ｂ 設定者 区間Ａ 請求者 区間Ｂ 請求者

適用 備考

1-1-1 当社 携帯 発信-着信 当社 発信-着信 当社 (a)

1-1-2 当社 携帯(1) 携帯(2) 発信-着信 当社 発信-着信 当社

1-2-1 当社 NTT地 地域 発信-着信 当社 発信-着信 当社 (a)

1-2-2 当社 NTT地 中継 地域 発信-着信 当社 発信-着信 当社 (a)

1-2-3 当社 NTT地(1) 中継 NTT地(2) 地域 発信-着信 当社 発信-着信 当社 (a)

1-2-4 当社 専用 地域 発信-着信 当社 発信-着信 当社

1-2-5 当社 地域 発信-着信 当社 発信-着信 当社

1-3-1 当社 NTT地(着) 発信-着信 当社 発信-着信 当社 (a)

1-3-2 当社 NTT地 中継 NTT地(着) 発信-着信 当社 発信-着信 当社 (a)

1-4-1 当社 NTT地 PHS 発信-着信 当社 発信-着信 当社 (a)

1-4-3 当社 NTT地(1) 中継 NTT地(2) PHS 発信-着信 当社 発信-着信 当社 (a)

1-4-4 当社 PHS 発信-着信 当社 発信-着信 当社 (a)

1-6-1 当社 IP 発信-着信 当社 発信-着信 当社 (a)

1-6-2 当社 NTT地 IP 発信-着信 当社 発信-着信 当社 (a)

1-6-3 当社 NTT地 中継 IP 発信-着信 当社 発信-着信 当社 (a)

1-7-1 当社(発) 携帯 当社(着) 発信-着信 当社(発) 発信-着信 当社(発) (a)

2-1-1 地域 当社 発信-着信 当社 発信-着信 地域

2-1-2 地域 当社 発信-着信 当社 発信-着信 当社

2-1-3 地域 NTT地 当社 発信-着信 当社 発信-着信 地域

2-1-4 地域 NTT地 当社 発信-着信 当社 発信-着信 当社
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第1表 第2表 第3表

発信事業者 経由事業者 着信事業者 利用者料金設定事業者 利用者料金請求事業者NO.

発信 経由１ 経由２ 経由３ 経由４ 着信 区間Ａ 設定者 区間Ｂ 設定者 区間Ａ 請求者 区間Ｂ 請求者

適用 備考

2-1-5 地域 NTT地(1) 中継 NTT地(2) 当社 発信-着信 当社 発信-着信 地域

2-1-6 地域 中継 NTT地 当社 発信-着信 当社 発信-着信 地域

2-1-7 地域 中継 NTT地 当社 発信-着信 当社 発信-着信 当社

2-1-8 地域 中継 携帯 当社 発信-着信 当社 発信-着信 地域

2-1-9 地域 NTT地 中継 携帯 当社 発信-着信 当社 発信-着信 地域

2-1-10 地域 中継 当社 発信-着信 当社 発信-着信 当社

2-2-1 NTT地(発) 当社 発信-着信 当社 発信-着信 NTT地(発)

2-2-2 NTT地(発) 当社 発信-着信 当社 発信-着信 当社

2-2-3 NTT地(発) 当社 発信-着信 当社 発信-着信 SCP

2-2-4 NTT地(発) 中継 NTT地 当社 発信-着信 当社 発信-着信 NTT地(発)

2-2-5 NTT地(発) 中継 NTT地 当社 発信-着信 当社 発信-着信 当社

2-2-6 NTT地(発) 中継 携帯 当社 発信-着信 当社 発信-着信 NTT地(発)

2-2-7 NTT地(発) 中継 携帯 当社 発信-着信 当社 発信-着信 SCP

2-2-10 NTT地(発) 当社 携帯 当社(着) 発信-着信 当社(着) 発信-着信 NTT地(発)

2-2-11 NTT地(発) 当社 携帯 当社(着) 発信-着信 当社(着) 発信-着信 SCP

2-2-12 NTT地(発) 中継 携帯(1) 携帯(2) 当社 発信-着信 当社 発信-着信 NTT地(発)

2-2-13 NTT地(発) 中継 携帯(1) 携帯(2) 当社 発信-着信 当社 発信-着信 SCP

2-2-14 NTT地(発) 中継 PHS 当社 発信-着信 当社 発信-着信 SCP

2-4-1 IP 当社 発信-着信 当社 発信-着信 当社

2-4-2 IP 当社 発信-着信 当社 発信-着信 IP

2-4-3 IP NTT地 当社 発信-着信 当社 発信-着信 当社
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第1表 第2表 第3表

発信事業者 経由事業者 着信事業者 利用者料金設定事業者 利用者料金請求事業者NO.

発信 経由１ 経由２ 経由３ 経由４ 着信 区間Ａ 設定者 区間Ｂ 設定者 区間Ａ 請求者 区間Ｂ 請求者

適用 備考

2-4-4 IP NTT地 当社 発信-着信 当社 発信-着信 IP

2-4-5 IP 中継 NTT地 当社 発信-着信 当社 発信-着信 当社

2-4-6 IP 中継 NTT地 当社 発信-着信 当社 発信-着信 IP

2-4-7 IP 中継 当社 発信-着信 当社 発信-着信 当社

3-2-2 当社 地域 発信 当社 着信 地域 発信-着信 当社 (b)

3-2-4 当社 NTT地 地域 発信 当社 発信以外 地域 発信 当社 発信以外 地域 (a)

3-2-5 当社 専用 地域 発信 当社 発信以外 地域 発信 当社 発信以外 地域

3-2-6 当社 地域 NTT地(着) 発信 当社 発信以外 地域 発信-着信 当社 (b)

3-2-7 当社 地域 中継 NTT地(着) 発信 当社 発信以外 地域 発信-着信 当社 (b)

3-6-1 当社 ISP 発信 当社 着信 ISP 発信 当社 着信 ISP

3-6-2 当社 NTT地 ISP 発信 当社 発信以外 ISP 発信 当社 発信以外 ISP (a)

3-6-3 当社 専用 ISP 発信 当社 発信以外 ISP 発信 当社 発信以外 ISP

3-7-1 当社(発) NTT地 当社(着) 着信以外 当社(発) 着信 当社(着) 着信以外 当社(発) 着信 当社(着)

4-2-1 地域 NTT地 当社 着信以外 地域 着信 当社 発信-着信 NTT地 (c)

4-2-2 地域 NTT地 当社 着信以外 地域 着信 当社 発信-着信 当社 (b)

4-3-1 NTT地(発) 当社 発信 SCP 着信 当社 発信-着信 NTT地(発) (c)

4-3-2 NTT地(発) 当社 発信 SCP 着信 当社 発信-着信 SCP (c)

4-3-3 NTT地(発) 当社 発信 NTT地(発) 着信 当社 発信 NTT地(発) 着信 当社

4-3-4 NTT地(発) 中継 携帯 当社 発信 SCP 発信以外 当社 発信-着信 NTT地(発) (c)

4-3-5 NTT地(発) 中継 携帯 当社 発信 SCP 発信以外 当社 発信-着信 SCP (c)

4-3-8 NTT地(発) 当社 携帯 当社(着) 発信 SCP 発信以外 当社(着) 発信-着信 NTT地 (c)
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第1表 第2表 第3表

発信事業者 経由事業者 着信事業者 利用者料金設定事業者 利用者料金請求事業者NO.

発信 経由１ 経由２ 経由３ 経由４ 着信 区間Ａ 設定者 区間Ｂ 設定者 区間Ａ 請求者 区間Ｂ 請求者

適用 備考

4-3-9 NTT地(発) 当社 携帯 当社(着) 発信 SCP 発信以外 当社(着) 発信-着信 SCP (c)

4-3-10 NTT地(発) 中継 携帯(1) 携帯(2) 当社 発信 SCP 発信以外 当社 発信-着信 NTT地(発) (c)

4-3-11 NTT地(発) 中継 携帯(1) 携帯(2) 当社 発信 SCP 発信以外 当社 発信-着信 SCP (c)

4-5-1 ISP 当社 発信 ISP 着信 当社 発信 ISP 着信 当社
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２－２：当社以外が利用者料金設定を行う接続形態

第1表 第2表 第3表 第4表

発信
事業者

経由事業者 着信
事業者

利用者料金設定事業者 利用者料金請求事業者NO.

発信 経由 着信 区間Ａ 設定者 区間Ｂ 設定者 区間Ａ 請求者 区間Ｂ 請求者

網使用料
支払
事業者

適用 備考

A-1-1 当社 地域 発信-着信 地域 発信-着信 地域 地域 着信者に課金する
呼に限る

A-1-2 当社 中継 地域 発信-着信 地域 発信-着信 地域 地域 着信者に課金する
呼に限る

A-1-3 当社 中継 地域 発信-着信 中継 発信-着信 中継 中継 着信者に課金する
呼に限る

A-1-4 当社 NTT地 地域 発信-着信 地域 発信-着信 地域 地域 着信者に課金する
呼に限る

A-1-5 当社 NTT地 地域 発信-着信 SCP 発信-着信 SCP SCP 着信者に課金する
呼に限る

A-1-6 当社 NTT地 中継 地域 発信-着信 中継 発信-着信 中継 中継 着信者に課金する
呼に限る

A-1-7 当社 NTT地 中継 地域 発信-着信 中継(1) 発信-着信 中継(1) 中継(1) 着信者に課金する
呼に限る

A-1-8 当社 NTT地 中継 地域 発信-着信 中継(2) 発信-着信 中継(2) 中継(2) 着信者に課金する
呼に限る

A-1-9 当社 NTT地 中継 地域 発信-着信 中継(3) 発信-着信 中継(3) 中継(3) 着信者に課金する
呼に限る

A-1-10 当社 NTT地 中継 地域 発信-着信 地域 発信-着信 地域 地域 着信者に課金する
呼に限る

A-1-11 当社 NTT地 中継 地域 発信-着信 SCP 発信-着信 SCP SCP 着信者に課金する
呼に限る

A-1-12 当社 地域 発信-着信 地域 発信-着信 当社 地域 (d)
0AB0発信課金接続
機能を利用する呼
に限る

A-1-13 当社 地域 発信-着信 地域 発信-着信
当社及び
地域 地域 (d)

0AB0発信課金接続
機能を利用する呼
に限る

A-1-14 当社 NTT地 地域 発信-着信 地域 発信-着信 当社 地域 (d)
0AB0発信課金接続
機能を利用する呼
に限る

A-1-15 当社 NTT地 中継 地域 発信-着信 中継 発信-着信 当社 中継 (d)
0AB0発信課金接続
機能を利用する呼
に限る

A-1-16 当社 NTT地 中継 地域 発信-着信 中継(1) 発信-着信 当社 中継(1) (d)
0AB0発信課金接続
機能を利用する呼
に限る

A-1-17 当社 中継 地域 発信-着信 中継(1) 発信-着信 中継(1) 中継(1) 着信者に課金する
呼に限る

A-1-18 当社 中継 地域 発信-着信 中継 発信-着信 当社 中継 (d)
0AB0発信課金接続
機能を利用する呼
に限る

A-1-19 当社 地域 発信-着信 地域 発信-着信 当社 地域 (d)
00XY発信課金接続
機能を利用する呼
に限る

A-1-20 当社 NTT地 中継 地域 発信-着信 中継 発信-着信
当社及び
中継

中継 (d)
0AB0発信課金接続
機能を利用する呼
に限る
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第1表 第2表 第3表 第4表

発信
事業者

経由事業者 着信
事業者

利用者料金設定事業者 利用者料金請求事業者NO.

発信 経由 着信 区間Ａ 設定者 区間Ｂ 設定者 区間Ａ 請求者 区間Ｂ 請求者

網使用料
支払
事業者

適用 備考

A-1-21 当社 NTT地 中継 地域 発信-着信 地域 発信-着信 当社 地域 (d)
0AB0発信課金接続
機能を利用する呼
に限る

A-1-22 当社 NTT地 中継 地域 発信-着信 中継(2) 発信-着信 当社 中継(2) (d)
0AB0発信課金接続
機能を利用する呼
に限る

A-1-23 当社 中継 地域 発信-着信 中継(2) 発信-着信 中継(2) 中継(2) 着信者に課金する
呼に限る

A-2-1 当社 NTT地(着) 発信-着信 SCP 発信-着信 SCP SCP 着信者に課金する
呼に限る

A-2-2 当社 NTT地(着) 発信-着信 SCP 発信-着信 NTT地(着) SCP 着信者に課金する
呼に限る

A-2-3 当社 中継 NTT地(着) 発信-着信 中継 発信-着信 中継 中継 着信者に課金する
呼に限る

A-2-4 当社 中継 NTT地(着) 発信-着信 中継 発信-着信 NTT地(着) 中継 着信者に課金する
呼に限る

A-2-5 当社 中継 NTT地(着) 発信-着信 中継 発信-着信 当社 中継 (d)
0AB0発信課金接続
機能を利用する呼
に限る

A-2-6 当社 中継 NTT地(着) 発信-着信 SCP 発信-着信 SCP SCP 着信者に課金する
呼に限る

A-2-7 当社 中継 NTT地(着) 発信-着信 中継(1) 発信-着信 中継(1) 中継(1) 着信者に課金する
呼に限る

A-2-8 当社 NTT地 中継 NTT地(着) 発信-着信 中継 発信-着信 中継 中継 着信者に課金する
呼に限る

A-2-9 当社 NTT地 中継 NTT地(着) 発信-着信 中継(1) 発信-着信 中継(1) 中継(1) 着信者に課金する
呼に限る

A-2-10 当社 NTT地 中継 NTT地(着) 発信-着信 SCP 発信-着信 SCP SCP 着信者に課金する
呼に限る

A-2-11 当社 NTT地 中継 NTT地(着) 発信-着信 中継 発信-着信 NTT地(着) 中継 着信者に課金する
呼に限る

A-2-12 当社 NTT地 中継 NTT地(着) 発信-着信 NTT地 発信-着信 当社 NTT地 電報呼に限る

A-2-13 当社 NTT地 中継 NTT地(着) 発信-着信 中継(2) 発信-着信 中継(2) 中継(2) 着信者に課金する
呼に限る

A-2-14 当社 NTT地 中継 NTT地(着) 発信-着信 中継(3) 発信-着信 中継(3) 中継(3) 着信者に課金する
呼に限る

A-2-15 当社 NTT地(着) 発信-着信 NTT地(着) 発信-着信 当社 NTT地(着) 電報呼に限る

A-2-16 当社 NTT地(着) 発信-着信 NTT地(着) 発信-着信 NTT地(着) NTT地(着)
着信者に課金する
呼及び電報呼に限
る

A-2-17 当社 NTT地 中継 NTT地(着) 発信-着信 NTT地 発信-着信 NTT地 NTT地 電報呼に限る

A-2-18 当社 中継 NTT地(着) 発信-着信 NTT地(着) 発信-着信 NTT地(着) NTT地(着) 着信者に課金する
呼に限る
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第1表 第2表 第3表 第4表

発信
事業者

経由事業者 着信
事業者

利用者料金設定事業者 利用者料金請求事業者NO.

発信 経由 着信 区間Ａ 設定者 区間Ｂ 設定者 区間Ａ 請求者 区間Ｂ 請求者

網使用料
支払
事業者

適用 備考

A-2-19 当社 中継 NTT地(着) 発信-着信 中継 発信-着信 当社及び
NTT地（着） 中継 (d)

0AB0発信課金接続
機能を利用する呼
に限る

A-2-20 当社 NTT地 中継 NTT地(着) 発信-着信 中継 発信-着信 当社 中継 (d)
0AB0発信課金接続
機能を利用する呼
に限る

A-2-21 当社 NTT地 中継 NTT地(着) 発信-着信 中継(1) 発信-着信 当社 中継(1) (d)
0AB0発信課金接続
機能を利用する呼
に限る

A-2-22 当社 中継 NTT地(着) 発信-着信 中継 発信-着信 当社及び
中継 中継 (d)

0AB0発信課金接続
機能を利用する呼
に限る

A-2-23 当社 中継 NTT地(着) 発信-着信 中継(1) 発信-着信 当社 中継(1) (d)
0AB0発信課金接続
機能を利用する呼
に限る

A-2-24 当社 NTT地 中継 NTT地(着) 発信-着信 中継(2) 発信-着信 当社 中継(2) (d)
0AB0発信課金接続
機能を利用する呼
に限る

A-2-25 当社 中継 NTT地(着) 発信-着信 中継(2) 発信-着信 中継(2) 中継(2) 着信者に課金する
呼に限る

A-2-26 当社 NTT地 中継 NTT地(着) 発信-着信 中継(2) 発信-着信 NTT地(着) 中継(2) 着信者に課金する
呼に限る

A-2-27 当社 中継 NTT地(着) 発信-着信 SCP 発信-着信 NTT地(着) SCP 着信者に課金する
呼に限る

A-2-28 当社 NTT地 中継 NTT地(着) 発信-着信 NTT地(着) 発信-着信 NTT地(着) NTT地(着) 着信者に課金する
呼に限る

A-3-1 当社 国際 発信-着信 国際 発信-着信 国際 国際 (e)

A-3-2 当社 国際(1) 国際(2) 発信-着信 国際(1) 発信-着信 国際(1) 国際(1) (e)

A-3-3 当社 中継 国際(1) 国際(2) 発信-着信 国際(1) 発信-着信 国際(1) 国際(1) (e)

A-3-4 当社 中継 国際 発信-着信 国際 発信-着信 国際 国際 (e)

A-3-5 当社 NTT地 国際 発信-着信 国際 発信-着信 国際 国際 (e)

A-3-8 当社 NTT地 中継 国際 発信-着信 国際 発信-着信 国際 国際 (e)

A-3-9 当社 国際 発信-着信 国際(1) 発信-着信 国際(1) 国際(1) (e)

A-3-10 当社 中継 国際 発信-着信 国際(1) 発信-着信 国際(1) 国際(1) (e)

A-6-1 当社 IP 発信-着信 IP 発信-着信 IP IP 着信者に課金する
呼に限る

A-6-2 当社 NTT地 IP 発信-着信 IP 発信-着信 IP IP 着信者に課金する
呼に限る

A-6-3 当社 NTT地 IP 発信-着信 SCP 発信-着信 SCP SCP 着信者に課金する
呼に限る
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第1表 第2表 第3表 第4表

発信
事業者

経由事業者 着信
事業者

利用者料金設定事業者 利用者料金請求事業者NO.

発信 経由 着信 区間Ａ 設定者 区間Ｂ 設定者 区間Ａ 請求者 区間Ｂ 請求者

網使用料
支払
事業者

適用 備考

A-6-4 当社 中継 IP 発信-着信 IP 発信-着信 IP IP 着信者に課金する
呼に限る

A-6-5 当社 中継 IP 発信-着信 中継 発信-着信 中継 中継 着信者に課金する
呼に限る

A-6-6 当社 NTT地 中継 IP 発信-着信 IP 発信-着信 IP IP 着信者に課金する
呼に限る

A-6-7 当社 NTT地 中継 IP 発信-着信 中継 発信-着信 中継 中継 着信者に課金する
呼に限る

A-6-8 当社 NTT地 中継 IP 発信-着信 中継(1) 発信-着信 中継(1) 中継(1) 着信者に課金する
呼に限る

A-6-9 当社 NTT地 中継 IP 発信-着信 中継(2) 発信-着信 中継(2) 中継(2) 着信者に課金する
呼に限る

A-6-10 当社 NTT地 中継 IP 発信-着信 中継(3) 発信-着信 中継(3) 中継(3) 着信者に課金する
呼に限る

A-6-11 当社 NTT地 中継 IP 発信-着信 SCP 発信-着信 SCP SCP 着信者に課金する
呼に限る

A-6-12 当社 IP 発信-着信 IP 発信-着信 IP NTT地 着信者に課金する
呼に限る

A-6-13 当社 中継 IP 発信-着信 IP 発信-着信 IP NTT地 着信者に課金する
呼に限る

A-6-14 当社 NTT地 中継 IP 発信-着信 IP 発信-着信 IP NTT地 着信者に課金する
呼に限る

A-6-15 当社 IP 発信-着信 IP 発信-着信 当社 IP (d)
0AB0発信課金接続
機能を利用する呼
に限る

A-6-16 当社 IP 発信-着信 IP 発信-着信 当社及びIP IP (d)
0AB0発信課金接続
機能を利用する呼
に限る

A-6-17 当社 IP 発信-着信 SCP 発信-着信 SCP SCP 着信者に課金する
呼に限る

A-6-18 当社 中継 IP 発信-着信 SCP 発信-着信 SCP SCP 着信者に課金する
呼に限る

A-6-19 当社 NTT地 中継 IP 発信-着信 中継 発信-着信 当社 中継 (d)
0AB0発信課金接続
機能を利用する呼
に限る

A-6-20 当社 MVNO 発信-着信 MVNO 発信-着信 MVNO MVNO (f)

A-6-21 当社 中継 IP 発信-着信 中継 発信-着信 当社 中継 (d)
0AB0発信課金接続
機能を利用する呼
に限る

A-6-22 当社 中継 IP 発信-着信 中継 発信-着信 当社及び
中継 中継 (d)

0AB0発信課金接続
機能を利用する呼
に限る

A-6-23 当社 NTT地 中継 IP 発信-着信 中継 発信-着信 当社及び
中継 中継 (d)

0AB0発信課金接続
機能を利用する呼
に限る

A-6-24 当社 NTT地 中継 IP 発信-着信 中継(2) 発信-着信 当社 中継(2) (d)
0AB0発信課金接続
機能を利用する呼
に限る
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第1表 第2表 第3表 第4表

発信
事業者

経由事業者 着信
事業者

利用者料金設定事業者 利用者料金請求事業者NO.

発信 経由 着信 区間Ａ 設定者 区間Ｂ 設定者 区間Ａ 請求者 区間Ｂ 請求者

網使用料
支払
事業者

適用 備考

A-6-25 当社 中継 IP 発信-着信 中継(2) 発信-着信 中継(2) 中継(2) 着信者に課金する
呼に限る

A-6-26 当社 中継 IP 発信-着信 中継(1) 発信-着信 中継(1) 中継(1) 着信者に課金する
呼に限る

B-1-1 携帯   当社 発信-着信 携帯 発信-着信 携帯 携帯 (a)

B-1-2 携帯(1) 携帯(2) 当社 発信-着信 携帯(1) 発信-着信 携帯(1) 携帯(1) (a)

B-3-1 PHS NTT地 当社 発信-着信 PHS 発信-着信 PHS PHS

B-3-2 PHS NTT地 中継 当社 発信-着信 PHS 発信-着信 PHS PHS

B-3-3 PHS 中継 当社 発信-着信 PHS 発信-着信 PHS PHS

B-3-4 PHS NTT地 中継 携帯 当社 発信-着信 PHS 発信-着信 PHS PHS

B-3-6 PHS NTT地 当社 携帯 当社(着) 発信-着信 PHS 発信-着信 PHS PHS

B-3-7 PHS 当社 発信-着信 PHS 発信-着信 PHS PHS

B-3-8 PHS 当社 携帯 当社(着) 発信-着信 PHS 発信-着信 PHS PHS

B-3-9 PHS 中継 携帯 当社 発信-着信 PHS 発信-着信 PHS PHS

B-5-1 国際 当社 発信-着信 国際 発信-着信 国際 国際

B-5-2 国際 中継 当社 発信-着信 国際 発信-着信 国際 国際

B-5-3 国際 NTT地 当社 発信-着信 国際 発信-着信 国際 国際

B-5-4 国際 中継 当社 発信-着信 国際 発信-着信 国際 中継

B-5-5 国際 中継 NTT地 当社 発信-着信 国際 発信-着信 国際 中継

B-5-6 国際 携帯 当社 発信-着信 国際 発信-着信 国際 国際

B-5-7 国際 中継 携帯 当社 発信-着信 国際 発信-着信 国際 国際

B-5-8 国際 NTT地 中継 携帯 当社 発信-着信 国際 発信-着信 国際 国際

B-5-9 国際 中継 携帯 当社 発信-着信 国際 発信-着信 国際 中継
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第1表 第2表 第3表 第4表

発信
事業者

経由事業者 着信
事業者

利用者料金設定事業者 利用者料金請求事業者NO.

発信 経由 着信 区間Ａ 設定者 区間Ｂ 設定者 区間Ａ 請求者 区間Ｂ 請求者

網使用料
支払
事業者

適用 備考

B-5-10 国際 中継 NTT地 携帯 当社 発信-着信 国際 発信-着信 国際 中継(1)

B-5-11 国際 中継 NTT地 当社 発信-着信 国際 発信-着信 国際 国際

B-5-12 国際 当社 携帯 当社(着) 発信-着信 国際 発信-着信 国際 国際

B-5-13 国際 中継 当社 携帯 当社(着) 発信-着信 国際 発信-着信 国際 国際

B-5-14 国際 中継 当社 携帯 当社(着) 発信-着信 国際 発信-着信 国際 中継

B-5-16 国際 中継 NTT地 当社 携帯 当社(着) 発信-着信 国際 発信-着信 国際 国際

B-5-17 国際 中継 NTT地 当社 携帯 当社(着) 発信-着信 国際 発信-着信 国際 中継

B-5-19 国際 NTT地 当社 携帯 当社(着) 発信-着信 国際 発信-着信 国際 国際

B-5-20 国際 PHS 当社 発信-着信 国際 発信-着信 国際 国際

B-5-21 国際 NTT地 中継 PHS 当社 発信-着信 国際 発信-着信 国際 国際

B-7-1 地域 当社 発信-着信 地域 発信-着信 地域 地域

B-7-2 地域 NTT地 当社 発信-着信 地域 発信-着信 地域 地域

B-7-3 地域 中継 NTT地 当社 発信-着信 地域 発信-着信 地域 地域

B-7-4 地域 中継 当社 発信-着信 地域 発信-着信 地域 地域

B-7-5 地域 携帯 当社 発信-着信 地域 発信-着信 地域 地域

B-7-6 地域 中継 携帯 当社 発信-着信 地域 発信-着信 地域 地域

B-7-7 地域 NTT地 中継 携帯 当社 発信-着信 地域 発信-着信 地域 地域

B-7-8 地域 当社 携帯 当社(着) 発信-着信 地域 発信-着信 地域 地域

B-7-10 地域 NTT地 当社 携帯 当社(着) 発信-着信 地域 発信-着信 地域 地域

B-7-11 地域 中継 PHS 当社 発信-着信 地域 発信-着信 地域 地域

B-7-12 地域 NTT地 中継 PHS 当社 発信-着信 地域 発信-着信 地域 地域
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第1表 第2表 第3表 第4表

発信
事業者

経由事業者 着信
事業者

利用者料金設定事業者 利用者料金請求事業者NO.

発信 経由 着信 区間Ａ 設定者 区間Ｂ 設定者 区間Ａ 請求者 区間Ｂ 請求者

網使用料
支払
事業者

適用 備考

B-8-1 IP 当社 発信-着信 IP 発信-着信 IP IP

B-8-2 IP NTT地 当社 発信-着信 IP 発信-着信 IP IP

B-8-3 IP 中継 当社 発信-着信 IP 発信-着信 IP IP

B-8-4 IP NTT地 中継 当社 発信-着信 IP 発信-着信 IP IP

B-8-5 IP 中継 当社 発信-着信 IP 発信-着信 IP 中継

B-8-6 IP 携帯 当社 発信-着信 IP 発信-着信 IP IP

B-8-7 IP 中継 携帯 当社 発信-着信 IP 発信-着信 IP IP

B-8-8 IP NTT地 中継 携帯 当社 発信-着信 IP 発信-着信 IP IP

B-8-9 IP 当社 携帯 当社(着) 発信-着信 IP 発信-着信 IP IP

B-8-11 IP NTT地 当社 携帯 当社(着) 発信-着信 IP 発信-着信 IP IP

B-8-12 IP PHS 当社 発信-着信 IP 発信-着信 IP IP

B-8-13 IP NTT地 中継 PHS 当社 発信-着信 IP 発信-着信 IP IP

B-9-1 NTT地(発) 当社 発信-着信 NTT地(発) 発信-着信 NTT地(発) NTT地(発)
番号規則第10号に掲げる事
業設備識別番号を使用して
発信する呼に限る

B-9-2 NTT地(発) 中継 当社 発信-着信 中継 発信-着信 中継 中継
番号規則第10号に掲げる事
業設備識別番号を使用して
発信する呼に限る

B-9-3 NTT地(発) 中継 当社 発信-着信 中継(1) 発信-着信 中継(1) 中継(1)
番号規則第10号に掲げる事
業設備識別番号を使用して
発信する呼に限る

B-9-4 NTT地(発) 中継 当社 発信-着信 中継(2) 発信-着信 中継(2) 中継(2)
番号規則第10号に掲げる事
業設備識別番号を使用して
発信する呼に限る

B-9-5 NTT地(発) 中継 NTT地 当社 発信-着信 中継 発信-着信 中継 中継
番号規則第10号に掲げる事
業設備識別番号を使用して
発信する呼に限る

B-9-6 NTT地(発) 中継 NTT地 当社 発信-着信 中継(2) 発信-着信 中継(2) 中継(2)
番号規則第10号に掲げる事
業設備識別番号を使用して
発信する呼に限る

B-9-7 NTT地(発) 中継 携帯 当社 発信-着信 NTT地(発) 発信-着信 NTT地(発) NTT地(発)
番号規則第10号に掲げる事
業設備識別番号を使用して
発信する呼に限る

B-9-8 NTT地(発) 中継 携帯 当社 発信-着信 中継 発信-着信 中継 中継
番号規則第10号に掲げる事
業設備識別番号を使用して
発信する呼に限る

B-9-9 NTT地(発) 中継 携帯 当社 発信-着信 中継(2) 発信-着信 中継(2) 中継(2)
番号規則第10号に掲げる事
業設備識別番号を使用して
発信する呼に限る



別2－14

79

第1表 第2表 第3表 第4表

発信
事業者

経由事業者 着信
事業者

利用者料金設定事業者 利用者料金請求事業者NO.

発信 経由 着信 区間Ａ 設定者 区間Ｂ 設定者 区間Ａ 請求者 区間Ｂ 請求者

網使用料
支払
事業者

適用 備考

B-9-10 NTT地(発) 中継 NTT地 携帯 当社 発信-着信 中継(1) 発信-着信 中継(1) 中継(1)
番号規則第10号に掲げる事
業設備識別番号を使用して
発信する呼に限る

B-9-11 NTT地(発) 中継 NTT地 携帯 当社 発信-着信 中継(2) 発信-着信 中継(2) 中継(2)
番号規則第10号に掲げる事
業設備識別番号を使用して
発信する呼に限る

B-9-13 NTT地(発) 当社 携帯 当社(着) 発信-着信 NTT地(発) 発信-着信 NTT地(発) NTT地(発)
番号規則第10号に掲げる事
業設備識別番号を使用して
発信する呼に限る

B-9-14 NTT地(発) 中継 携帯 当社 発信-着信 中継(1) 発信-着信 中継(1) 中継(1)
番号規則第10号に掲げる事
業設備識別番号を使用して
発信する呼に限る

B-9-15 NTT地(発) 中継 当社 携帯 当社(着) 発信-着信 中継 発信-着信 中継 中継
番号規則第10号に掲げる事
業設備識別番号を使用して
発信する呼に限る

B-9-17 NTT地(発) 中継 NTT地 当社 携帯 当社(着) 発信-着信 中継 発信-着信 中継 中継
番号規則第10号に掲げる事
業設備識別番号を使用して
発信する呼に限る

B-9-18 NTT地(発) 中継 PHS 当社 発信-着信 中継 発信-着信 中継 中継
番号規則第10号に掲げる事
業設備識別番号を使用して
発信する呼に限る

B-9-19 NTT地(発) 当社 発信-着信 NTT地(発) 発信-着信 NTT地(発) NTT地(発)

B-9-20 NTT地(発) 当社 発信-着信 NTT地(発) 発信-着信 SCP NTT地(発)

B-9-21 NTT地(発) 中継 携帯 当社 発信-着信 NTT地(発) 発信-着信 SCP NTT地(発)

B-9-22 NTT地(発) 中継 PHS 当社 発信-着信 NTT地(発) 発信-着信 SCP NTT地(発)

C-1-1 PHS NTT地 当社 携帯 発信-着信 PHS 発信-着信 PHS PHS

C-1-3 PHS 当社 携帯 発信-着信 PHS 発信-着信 PHS PHS

C-1-4 PHS 当社 携帯(1) 携帯(2) 発信－着信 PHS 発信－着信 PHS PHS

C-3-1 国際 当社 携帯 発信-着信 国際 発信-着信 国際 国際

C-3-2 国際 中継 当社 携帯 発信-着信 国際 発信-着信 国際 国際

C-3-3 国際 NTT地 当社 携帯 発信-着信 国際 発信-着信 国際 国際

C-3-4 国際 中継 当社 携帯 発信-着信 国際 発信-着信 国際 中継

C-3-5 国際 中継 NTT地 当社 携帯 発信-着信 国際 発信-着信 国際 中継

C-3-6 国際 中継 NTT地 当社 携帯 発信-着信 国際 発信-着信 国際 国際

C-3-7 国際 当社 携帯(1) 携帯(2) 発信-着信 国際 発信-着信 国際 国際
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第1表 第2表 第3表 第4表

発信
事業者

経由事業者 着信
事業者

利用者料金設定事業者 利用者料金請求事業者NO.

発信 経由 着信 区間Ａ 設定者 区間Ｂ 設定者 区間Ａ 請求者 区間Ｂ 請求者

網使用料
支払
事業者

適用 備考

C-3-8 国際 NTT地 当社 携帯(1) 携帯(2) 発信-着信 国際 発信-着信 国際 国際

C-3-9 国際 中継 NTT地 当社 携帯(1) 携帯(2) 発信-着信 国際 発信-着信 国際 国際

C-3-10 国際 中継 当社 携帯(1) 携帯(2) 発信-着信 国際 発信-着信 国際 国際

C-3-11 国際 当社 PHS 発信－着信 国際 発信－着信 国際 国際

C-3-12 国際 中継 当社 PHS 発信－着信 国際 発信－着信 国際 国際

C-3-13 国際 NTT地 当社 PHS 発信－着信 国際 発信－着信 国際 国際

C-3-14 国際 中継 NTT地 当社 PHS 発信－着信 国際 発信－着信 国際 国際

C-4-1 地域 当社 携帯 発信-着信 地域 発信-着信 地域 地域

C-4-2 地域 NTT地 当社 携帯 発信-着信 地域 発信-着信 地域 地域

C-4-3 地域 NTT地 当社 携帯 発信-着信 携帯 発信-着信 地域 携帯

C-4-4 地域 当社 携帯(1) 携帯(2) 発信-着信 地域 発信-着信 地域 地域

C-4-5 地域 NTT地 当社 携帯(1) 携帯(2) 発信-着信 地域 発信-着信 地域 地域

C-4-6 地域 中継 当社 携帯 発信－着信 地域 発信－着信 地域 地域

C-4-7 地域 中継 当社 携帯(1) 携帯(2) 発信－着信 地域 発信－着信 地域 地域

C-4-8 地域 当社 PHS 発信－着信 地域 発信－着信 地域 地域

C-4-9 地域 ＮＴＴ地 当社 PHS 発信－着信 地域 発信－着信 地域 地域

C-4-10 地域 中継 当社 PHS 発信－着信 地域 発信－着信 地域 地域

C-5-1 IP 当社 携帯 発信-着信 IP 発信-着信 IP IP

C-5-2 IP NTT地 当社 携帯 発信-着信 IP 発信-着信 IP IP

C-5-3 IP 当社 携帯(1) 携帯(2) 発信-着信 IP 発信-着信 IP IP

C-5-4 IP NTT地 当社 携帯(1) 携帯(2) 発信-着信 IP 発信-着信 IP IP
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第1表 第2表 第3表 第4表

発信
事業者

経由事業者 着信
事業者

利用者料金設定事業者 利用者料金請求事業者NO.

発信 経由 着信 区間Ａ 設定者 区間Ｂ 設定者 区間Ａ 請求者 区間Ｂ 請求者

網使用料
支払
事業者

適用 備考

C-5-5 IP 当社 PHS 発信-着信 IP 発信-着信 IP IP

C-5-6 IP NTT地 当社 PHS 発信-着信 IP 発信-着信 IP IP

C-6-1 NTT地(発) 当社 携帯 発信-着信 NTT地(発) 発信-着信 NTT地(発) NTT地(発)
番号規則第10号に掲げる事
業設備識別番号を使用して
発信する呼に限る

C-6-2 NTT地(発) 中継 当社 携帯 発信-着信 中継 発信-着信 中継 中継
番号規則第10号に掲げる事
業設備識別番号を使用して
発信する呼に限る

C-6-3 NTT地(発) 中継 当社 携帯 発信-着信 中継(2) 発信-着信 中継(2) 中継(2)
番号規則第10号に掲げる事
業設備識別番号を使用して
発信する呼に限る

C-6-4 NTT地(発) 中継 NTT地 当社 携帯 発信-着信 中継 発信-着信 中継 中継
番号規則第10号に掲げる事
業設備識別番号を使用して
発信する呼に限る

C-6-5 NTT地(発) 当社 携帯 発信-着信 携帯 発信-着信 NTT地(発) 携帯

C-6-6 NTT地(発) 当社 携帯 発信-着信 携帯 発信-着信 SCP 携帯

C-6-7 NTT地(発) 当社 携帯 発信 SCP 発信以外 携帯 発信-着信 NTT地(発) 携帯 (c)

C-6-8 NTT地(発) 当社 携帯 発信 SCP 発信以外 携帯 発信-着信 SCP 携帯 (c)

C-6-9 NTT地(発) 中継 当社 携帯(1) 携帯(2) 発信-着信 中継 発信-着信 中継 中継
番号規則第10号に掲げる事
業設備識別番号を使用して
発信する呼に限る

C-6-10 NTT地(発) 中継 NTT地 当社 携帯(1) 携帯(2) 発信-着信 中継 発信-着信 中継 中継
番号規則第10号に掲げる事
業設備識別番号を使用して
発信する呼に限る

C-6-11 NTT地(発) 中継 当社 PHS 発信-着信 中継 発信-着信 中継 中継
番号規則第10号に掲げる事
業設備識別番号を使用して
発信する呼に限る

C-6-12 NTT地(発) 中継 NTT地 当社 PHS 発信-着信 中継 発信-着信 中継 中継
番号規則第10号に掲げる事
業設備識別番号を使用して
発信する呼に限る

C-6-13 NTT地(発) 当社 PHS 発信-着信 PHS 発信-着信 SCP PHS

C-6-14 NTT地(発) 当社 携帯 発信-着信 NTT地(発) 発信-着信 NTT地(発) NTT地(発)

C-6-15 NTT地(発) 当社 携帯 発信-着信 NTT地(発) 発信-着信 SCP NTT地(発)
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別表３　様式
様式第１（第10条第２項関係）

事前調査申込書

第　 号

年   月   日

殿

所属（法人名等）

氏名 印

  次の通り、貴社の網との接続等を行いたい（変更したい）ので、事前調査を申し込みます。

接続（変更）の概要

協議事項に関する具体的内容

接続（変更）希望時期

連絡先

 （担当者氏名、電話番号、メール

アドレス）

協議事項に関する具体的内容

　１．接続箇所

(1) 接続形態 直接接続 間接接続（他通信事業者経由接続）

接続希望形態に○印を記入

(2) 接続約款記載の接続箇所（直接接続の場合のみ）

接続約款第５条（標準的接続箇所）表中第　欄とする。

　２．電気通信設備の分界点（直接接続の場合のみ）

相互接続点設置希望地域



別3－2

83

　３．接続対象地域等

(1) 弊社接続対象地域

発信地域 ドコモとの相互接続点(ZA名) 接続対象(2) 相互接続点ごとの接続対

象地域等 （ドコモ着信時）

発信地域 ドコモとの相互接続点(ZA名) 接続対象(3) 相互接続点ごとの接続対
象地域等（ドコモ発信時）

（ドコモ料金設定権呼は無記入）

　４．接続の技術的条件 （物理的、電気的、論理的条件）

新たな技術的条件の有無 有 無 該当条件に○印を記入

接続約款第11章技術的条件

技術的条件集第２章形態別技術的条件第　節形態のとお

りとする。

接続約款記載の技術的条件

での接続の場合

ＩＳＵＰ信号設定値

信号速度 4.8kb/s 48kb/s

優先発ﾕｰｻﾞ留保

回線制御機能
有 無

回

線

留

保
両方向留保回線

制御機能
有 無

該当条件に○印を記入

接続約款記載の技術的条件

以外での接続の場合

　５．電気通信設備の建設に係る事項

相互接続点ごとのトラヒック

需要予測

別紙１　予測トラヒック値のとおり。

ＦＯＭＡ直収パケット接続機能　（ＧＴＰ接続）

10Mb/s～（1.0Mb/sごとに）
Mb/s接続品目 接続約款第５条

標準的接続箇所

表中第２欄にて

接続する場合

Ｘｉ直収パケット接続機能　（ＧＴＰ接続）及び５Ｇ

直収パケット接続機能　（ＧＴＰ接続）

10Mb/s～（1.0Mb/sごとに）

Mb/s

接続希望品目に○印を記入
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　６．接続端末種別

通話モード

64kb/sデジタル通信モード

ＦＯＭＡ（パケット通信モード）

Ｘｉ（データ通信モード）

５Ｇ(データ通信モード)

衛星電話（陸上）

衛星電話（船舶）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　接続希望端末に○印を記入

　７．接続形態

別紙２接続形態のとおり。

　８．課金条件（利用者料金設定事業者と利用者料金請求事業者が異なる場合のみ）

弊社発信時 柔軟課金方式

テーブル課金方式

ドコモ発信時 柔軟課金方式

課

金

方

式
テーブル課金方式

距離区分

時間帯区分

端末区分

課金体系

（ドコモが利用者料金請求事業者となる場

合のみ）

その他　（　　　　　　　　　　　　　　　）

希望課金条件に○印を記入

　９．ＭＮＰに係る接続機能

ＭＮＰ転送機能

ＭＮＰリダイレクション機能

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　接続希望機能に○を記入

　１０．付加接続機能

付加接続機能のうち利用を希

望する機能

　１１．網改造料の対象となる機能

網改造料の対象となる機能の

うち利用を希望する機能

接続約款料金表第１表（接続料金）第２（網改造料）１－１

（網改造料の対象となる機能）第　　　欄とする。

複数利用の場合は複数を記入

網改造料の対象となる機能

以外の利用を希望する機能

概要
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　１２．番号方式（技術的条件集第１章第１条の分類を記載すること）

分類 弊社使用番号帯 最大桁数
（国際系番号、ｻｰﾋﾞｽ

系番号の場合のみ）

弊社使用網間試験番号

　１３．弊社事業者識別コード

　１４．弊社網使用料 （ドコモが利用者料金 （役務区間合算料金） 設定事業者となる場合）

　１５．契約者情報の提供方法（接続約款第８２条に基づくもの）

契約者情報照会

異動情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　希望情報に○を記入

　１６．その他
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様式第１ 別紙１

弊社　　　　　　　　　トラヒック予測値

①　：　②、③以外

最繁時呼量　　　　　　単位：アーラン（ｅｒｌ）
ドコモとの相互接続点名

接続開始時 Ｓ年度末値 Ｓ＋１年度末値 Ｓ＋２年度末値

平均保留時間（不完了呼を含む）　　　　　　単位：秒

②　：　64kb/sデジタル通信モード

最繁時呼量　　　　　　単位：アーラン（ｅｒｌ）
ドコモとの相互接続点名

接続開始時 Ｓ年度末値 Ｓ＋１年度末値 Ｓ＋２年度末値

平均保留時間（不完了呼を含む）　　　　　　単位：秒
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③　：　ＦＯＭＡ（パケット通信モード）又はＸｉ/５Ｇ（データ通信モード）

相互接続点において必要となる接続回線帯域幅　　　単位：Mb/s
ドコモとの相互接続点名

接続開始時 Ｓ年度末値 Ｓ＋１年度末値 Ｓ＋２年度末値

最大同時接続数
ドコモとの相互接続点名

接続開始時 Ｓ年度末値 Ｓ＋１年度末値 Ｓ＋２年度末値

契約数予測　　　　　　　　　単位：回線
ドコモとの相互接続点名

接続開始時 Ｓ年度末値 Ｓ＋１年度末値 Ｓ＋２年度末値
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様式第１ 別紙２

接続形態

①ドコモが料金設定を行う接続形態

第 1 表

発信事業者 経由事業者 着信事業者

接続

形態

No 発信 経由１ 経由２ ・・・・ 経由ｎ 着信

１

２

３

４

第２表 第３表 第５表 第６表

網使用料

設定事業者

事業者間精

算

利用者料金

設定事業者

利用者料金

請求事業者

区間１ 設定者 ・・・ 区間ｎ 設定者

１

２

３

４

②ドコモ以外が料金設定を行う接続形態

第１表

発信事業者 経由事業者 着信事業者

接続

形態

No 発信 経由 着信

１

２

３

４

第２表 第３表 第４表

利用者料金設定事業者 利用者料金請求事業者 網使用料支払事業者

１

２

３

４

注 １ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。
   ２ 接続に係るネットワークの概要を示す図（様式任意）を添付すること。
   ３ 接続約款別表２接続形態に規定する以外の接続形態を申し込む場合には、別紙２接

続形態の接続形態No欄に「新規」と記載すること。
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様式第２ （第１１条第２項関係）

事前調査申込書受付確認書

年   月   日

殿

印

  年   月   日付け　　　　　号でいただきました事前調査申込は、当社にて  年   月   日に

受け付けましたので、連絡いたします。
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様式第３ （第１２条第１項関係）

事前調査申込回答書

年   月   日

殿

印

  年   月   日付け 号で事前調査申込みのあった件について、下記のとおり回答しま

すので、宜しくお取り計らい願います。

  なお、１ヶ月以内に本件に係る接続申込みがない場合は、事前調査の回答は効力を失うも

のとします。

接続の可否及びその理由

協議事項に関する具体的内容

接続可能時期（公表約款第12

条第５項に該当するときは、そ

の理由を含む）

費用負担の有無

（概算額及び内訳）
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様式第４ （第１４条第１項関係）

接続申込書

第　　　号

年   月   日

殿

郵便番号

（ふりがな）

住 所

（ふりがな）

氏 名（法人にあっては、名

称及び代表者の氏名）

印

  弊社事前調査申込書（   年  月  日付け   号）に対する貴社回答書（   年  月  日）

につきまして、貴社の電気通信事業法第34条第２項に基づく第２種指定電気通信設備に係る

接続約款に基づき、回答書の内容で接続を申し込みます。

注  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。
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様式第５ （第15条第１項関係）

接続申込承諾書

年   月   日

　　　　殿

印

  年   月   日付け 号でいただきました接続申込みにつきまして、その申込みを承諾

いたします。
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様式第６ （第19条第１項関係）

相互接続用電気通信設備建設変更申込書

第 号

年   月   日

殿

所属（法人名等）

氏名 印

  年   月   日付け 号で申し込んだ相互接続用電気通信設備建設申込につきまして、

下記のとおり変更を申し込みます。

記

１．変更内容

旧 新

注  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。
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様式第７ （第19条第１項関係）

相互接続用電気通信設備建設変更申込承諾書

年   月   日

　　　　　殿

印

  年   月   日付け 号でいただきました相互接続用電気通信設備建設変更申込みに

つきまして、その申込みを承諾いたします。

備考
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様式第８ （第19条第３項関係）

相互接続用電気通信設備建設中止申込書

第 号

年   月   日

殿

所属（法人名等）

氏名 印

  年   月   日付け 号で申し込んだ相互接続用電気通信設備建設申込につきまして、

下記のとおり中止を申し込みます。

記

１．中止する内容

注  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること
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様式第９ （第19条第３項関係）

相互接続用電気通信設備建設中止申込承諾書

年   月   日

殿

印

  年   月   日付け 号でいただきました相互接続用電気通信設備建設中止申込みに

つきまして、その申込みを承諾いたします。

備考
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様式第10 （第20条関係）

完成通知書

年   月   日

殿

印

  年   月   日付け　　　　　号でいただきました相互接続用電気通信設備建設申込につきまし

て、接続用設備が完成いたしましたので通知します。

１．完成した設備の内容
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様式第11 （第24条第１項関係）

接続用ソフトウェア開発中止申込書

第 号

年   月   日

殿

所属（法人名等）

氏名 印

  年   月   日付け 号で申し込んだ接続用ソフトウェア開発申込につきまして、下記の

とおり中止を申し込みます。

記

１．中止する内容

注  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること
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様式第12 （第24条第１項関係）

接続用ソフトウェア開発中止申込承諾書

年   月   日

殿

印

  年   月   日付け 号でいただきました接続用ソフトウェア開発中止申込につきまして、

その申込みを承諾いたします。

備考
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様式第13 （第80条第２項関係）

通信用建物等立入申込書

第 号

年   月   日

殿

所属（法人名等）

氏名 印

  接続に必要な装置等の接続工事（保守）のため、下記により貴社の通信用建物等に立入り

たいので、申し込みます。

記

１．申込内容

入館目的

入館ビル名

入館者名 所属

氏名

入館日時 開始予定時刻

    年   月   日   時   分

終了予定時刻

    年   月   日   時   分

責任者 所属

氏名

連絡先  電話番号

        FAX番号

備考

注  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列4番とすること
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様式第14 （第80条第３項関係）

通信用建物等立入申込承諾書

年   月   日

殿

印

  年   月   日付け 号でいただきました通信用建物等立入申込につきまして、その申

込みを承諾いたします。

備考
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様式第15 （第14条の２第１項関係）

接続申込み取止め申込書

第　　　号

年   月   日

殿

印

  年   月   日付け 号で申し込んだ接続申込みにつきまして、下記のとおり取止めを

申込みます。

記

１． 取止める内容

注　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること
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様式第16 (第14条の２第１項関係)
接続申込み取止め申込承諾書

年   月   日

殿

印

  年   月   日付け 号でいただきました接続申込み取止め申込につきまして、その申

込みを承諾いたします。

備考
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様式第17 (第27条の２第１項関係)
接続用設備等の利用中止申込書

第　　　号

年   月   日

殿

印

  貴社接続約款第27条の２（協定事業者の申込みによる接続用設備等の利用中止等）の規定に

より、接続用設備等の利用中止を申込みます。

記

利用中止する接続用設備等の内容

利用中止を希望する接続用設備等の設置場所 利用中止希望日

記事

注１　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること

２　接続用設備等の更改を申込む場合には、当該設備を新たに設置若しくは改修又は開発す

るための申込みを併せて行うこと。
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様式第18 (第27条の２第４項関係)
接続用設備等の利用中止申込承諾書

第　　　号

年   月   日

殿

印

   年  月  日付け　　　　号でいただきました接続用設備等の利用中止申込みにつきまして、

その申込みを承諾いたします。

備考
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様式第19 (第27条の２第５項関係)
接続用設備等の利用中止申込み取止め申込書

第　　　号

年   月   日

殿

印

   年  月  日付け　　　　号で申し込んだ接続用設備等の利用中止申込みにつきまして、下

記のとおり、取止めを申込みます。

記

１．取止める内容
注  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。
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様式第20 (第27条の２第５項関係)
接続用設備等の利用中止申込み取止め申込承諾書

第　　　号

年   月   日

殿

印

   年  月  日付け　　　　号でいただきました接続用設備等の利用中止申込み取止め申込

につきまして、その申込みを承諾いたします。

備考



附－1

108

　　　附　則（平成14年３月25日北企第419号、企第510号、経企第797号、企第27号、
企第508号、西企第432号、中企第380号、四企第272号及び企第551号）

　この約款は、平成14年４月１日から実施します。

　　　附　則（平成14年６月４日北企第34号、企第26号、経企第50号、企第32号、企
第38号、西企第32号、中企第23号、四企第31号及び企第320号）

　この改正規定は、平成14年６月11日から実施します。

　　　附　則（平成14年８月８日北企第92号、企第80号、経企第131号、企第93号、企
第126号、西企第89号、中企第81号、四企第100号及び企第373号）

　この改正規定は、平成14年８月15日から実施します。

　　　附　則（平成14年10月25日北企第126号、企第107号、経企第199号、企第125号、
企第170号、西企第118号、中企第108号、四企第139号及び企第393号）

　この改正規定は、平成14年11月１日から実施します。

　　　附　則（平成14年11月21日北企第138号、企第124号、経企第245号、企第138号、
企第192号、西企第135号、中企第125号、四企第166号及び企第426号）

　この改正規定は、平成14年11月29日から実施します。

　　　附　則（平成15年２月13日北企第169号、企第153号、経企第308号、企第176号、
企第244号、西企第167号、中企第151号、四企第217号及び企第465号）

　この改正規定は、平成15年２月20日から実施します。

　　　附　則（平成15年3月20日北企第187号、企第171号、経企第355号、企第204号、
企第275号、西企第186号、中企第168号、四企第263号及び企第488号）

　この改正規定は、平成15年３月27日から実施します。

　　　附　則（平成15年４月25日北企第23号、企第107号、経企第112号、企第74号、
企第52号、西企第70号、中企第1074号、四企第77号及び企第70号）

　この改正規定は、平成15年５月２日から実施します。

　　　附　則（平成15年５月16日北企第54-1号、企第122号、経企第204号、企第87号、
企第108号、西企第93号、中企第1091号、四企第97号及び企第83号）

　この改正規定は、平成15年５月23日から実施します。

　　　附　則（平成15年６月６日北企第90-12号、企第176号、経企第288号、企第103
号、企第139号、西企第111号、中企第1113号、四企第116号及び企第99号）

　この改正規定は、平成15年６月13日から実施します。

　　　附　則（平成15年７月31日北企第149号、企第302号、経企第578号、企第187号、
企第229号、西企第195号、中企第1178号、四企第199号及び企第172号）

　この改正規定は、平成15年８月７日から実施します。

　　　附　則（平成15年８月21日北企第178-8号、企第357号、経企第700号、企第222
号、企第283号、西企第217号、中企第1208号、四企第238号及び企第201
号）

　この改正規定は、平成15年８月28日から実施します。



附－2

109

　　　附　則（平成15年９月５日北企第182-6号、企第376号、経企第802号、企第228
号、企第307号、西企第229号、中企第1216号、四企第244号及び企第211
号）

　この改正規定は、平成15年９月12日から実施します。

　　　附　則（平成15年９月26日北企第206-12号、企第425号、経企第963号、企第247
号、企第353号、西企第248号、中企第1237号、四企第266号及び企第219
号）

　この改正規定は、平成15年10月３日から実施します。

　　　附　則（平成15年10月17日北企第216号、企第448号、経企第1042号、企第260号、
企第378号、西企第261号、中企第1238号、四企第280号及び企第231号）

　この改正規定は、平成15年10月24日から実施します。

　　　附　則（平成15年10月31日北企第232-7号、企第487号、経企第1136号、企第294
号、企第405号、西企第290号、中企第1269号、四企第306号及び企第255
号）

　この改正規定は、平成15年11月７日から実施します。

　　　附　則（平成16年２月６日北企第323号、企第701号、経企第1613号、企第434号、
企第575号、西企第428号、中企第1393号、四企第437号及び企第375号）

　この改正規定は、平成16年２月13日から実施します。

　　　附　則（平成16年２月13日北企第332号、企第717号、経企第1645号、企第439号、
企第584号、西企第433号、中企第1396号、四企第442号及び企第377号）

　この改正規定は、平成16年２月20日から実施します。

　　　附　則（平成16年３月16日北企第360号、企第827号、経企第1829号、企第528号、
企第648号、西企第512号、中企第1476号、四企第520号及び企第451号）

　この改正規定は、平成16年３月23日から実施します。

　　　附　則（平成16年３月25日北企第365号、企第831号、経企第1910号、企第531号、
企第668号、西企第517号、中企第1481号、四企第525号及び企第455号）

　この改正規定は、平成16年４月１日から実施します。

　　　附　則（平成16年４月21日北企第11号、企第19号、経企第90号、企第15号、企
第25号、西企第10号、中企第1005号、四企第２号及び企第４号）

　この改正規定は、平成16年４月28日から実施します。

　　　附　則（平成16年５月25日北企第64号、企第131号、経企第242号、企第77号、
企第108号、西企第98号、中企第1083号、四企第99号及び企第75号）

　（実施時期）
１　この改正規定は、平成16年６月１日から実施します。
　（標準的接続期間に関する経過措置）
２　当社は、この改正規定実施の日から平成17年３月31日までの間、第29条（標準的
接続期間）第１項第４号の規定中「８月」とあるのを「２月又は８月」と読み替え
るものとします。
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　　　附　則（平成16年６月21日北企第115-6号、企第196号、経企第392号、企第118-
1号、企第168号、西企第116号、中企第1108号、四企第139号及び企第90
号）

　この改正規定は、平成16年６月28日から実施します。

　　　附　則（平成16年10月21日北企第244-5号、企第398号、経企第1004号、企第
215-6号、企第369号、西企第230号、中企第1195号、四企第241号及び企
第204号）

　この改正規定は、平成16年10月28日から実施します。

　　　附　則（平成16年11月24日北企第279号、企第469号、経企第1216号、企第238号、
企第412号、西企第276号、中企第1134号、四企第297号及び企第213号）

　この改正規定は、平成16年12月1日から実施します。

　　　附　則（平成16年12月27日北企第318号、企第527号、経企第1347号、企第277-1
号、企第467号、西企第320号、中企第1276号、四企第332号及び企第242
号）

　この改正規定は、平成17年１月４日から実施します。

　　　附　則（平成17年１月25日北企第348号、企第564号、経企第1482号、企第311-1
号、企第504号、西企第331号、中企第1283号、四企第354号及び企第260
号）

　この改正規定は、平成17年２月１日から実施します。

　　　附　則（平成17年３月８日北企第409号、企第658号、経企第1727号、企第382号、
企第614号、西企第392号、中企第1326号、四企第411号及び企第303号）

　この改正規定は、平成17年３月15日から実施します。

　　　附　則（平成17年３月25日北企第427号、企第679号、経企第1847号、企第396号、
企第678号、西企第397号、中企第1329号、四企第420号及び企第308号）

　この改正規定は、平成17年４月１日から実施します。

　　　附　則（平成17年６月１日北企第63-2号、企第66号、経企第227号、企第73-1号、
企第109号、西企第45号、中企第1028号、四企第39号及び企第31号）

　この改正規定は、平成17年６月８日から実施します。

　　　附　則（平成17年７月12日北企第124号、企第123号、経企第456号、企第120号、
企第210号、西企第89号、中企第133号、四企第55号及び企第60号）

　この改正規定は、平成17年７月19日から実施します。

　　　附　則（平成17年11月22日北企第217-2号、企第247号、経企第937号、企第233号、
企第467-1号、西企第195号、中企第1122号、四企第124号及び企第132号）

　この改正規定は、平成17年11月29日から実施します。

　　　附　則（平成17年12月20日北企第251号、企第299号、経企第1032号、企第268号、
企第540号、西企第243号、中企第285号、四企第157号及び企第165号）

　この改正規定は、平成17年12月27日から実施します。
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　　　附　則（平成18年１月24日北企第280-4号、企第334号、経企第1143号、企第
307-1号、企第597-1号、西企第266号、中企第1172号、四企第172号及び
企第180号）

　この改正規定は、平成18年１月31日から実施します。

　　　附　則（平成18年３月９日北企第321号、企第387号、経企第1290号、企第361号、
企第710号、西企第300号、中企第353号、四企第194号及び企第204号）

　（実施時期）
１　この改正規定は、平成18年３月16日から実施します。
　（特定端末系事業者接続用伝送装置等利用機能の網改造料の適用時期）
２　当社は、料金表第１表（接続料金）第２（網改造料）１－１（網改造料の対象と
なる機能）第３欄に係る網改造料については、平成17年４月１日に遡及して、その
料金額を適用します。

　　　附　則（平成18年４月25日北企第29-3号、企第28号、経企第83号、企第29号、
企第53号、西企第40号、中企第1015号、四企第19号及び企第18号）

　この改正規定は、平成18年５月２日から実施します。

　　　附　則（平成18年７月19日北企第130号、企第141号、経企第434号、企第120号、
企第245-1号、西企第196号、中企第1048号、四企第60号及び企第143号）

　この改正規定は、平成18年７月26日から実施します。

　　　附　則（平成18年９月15日北企第176号、企第192号、経企第674号、企第172号、
企第352号、西企第256号、中企第1087号、四企第103号及び企第210号）

　（実施時期）
１　この改正規定は、平成18年９月22日から実施します。
　（相互接続協定に係る経過措置）
２　この改正規定実施前に、携帯自動車電話会社内接続機能、携帯自動車電話会社外
接続機能、ＦＯＭＡ（通話モード）会社内接続機能、ＦＯＭＡ（通話モード）会社
外接続機能、ＦＯＭＡ（64kb/sデジタル通信モード）会社内接続機能又はＦＯＭＡ
（64kb/sデジタル通信モード）会社外接続機能の名称を引用して締結している協定
は、当該協定を変更するまでの間、携帯自動車電話会社内接続機能及び携帯自動車
電話会社外接続機能をｍｏｖａ接続機能、ＦＯＭＡ（通話モード）会社内接続機能
及びＦＯＭＡ（通話モード）会社外接続機能をＦＯＭＡ（通話モード）接続機能、
ＦＯＭＡ（64kb/sデジタル通信モード）会社内接続機能及びＦＯＭＡ（64kb/sデジ
タル通信モード）会社外接続機能をＦＯＭＡ（64kb/sデジタル通信モード）接続機
能と読み替えるものとします。
　（接続により提供する機能に関する特例措置）
３　当社は、別表１（接続により提供する機能）の１－１（基本接続機能）の表中に
規定するＭＮＰ転送機能及びＭＮＰリダイレクション機能については、平成18年10
月24日から提供します。

　　　附　則（平成18年12月８日北企第268-8号、企第317号、経企第996号、企第250
号、企第539号、西企第356号、中企第1170号、四企第171号及び企第368
号）

　この改正規定は、平成18年12月15日から実施します。
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　　　附　則（平成19年３月８日北企第382号、企第402号、経企第1341号、企第316号、
企第737号、西企第474号、中企第1233号、四企第247号及び企第465号）

　この改正規定は、平成19年３月15日から実施します。

　　　附　則（平成19年９月21日北企第197号、企第198号、経企第609号、企第141号、
企第337号、西企第267号、中企第1101号、四企第106号及び企第241号）

　この改正規定は、平成19年９月28日から実施します。

　　　附　則（平成19年12月７日北企第270号、企第279号、経企第868号、企第213号、
企第483号、西企第364号、中企第1138号、四企第152号及び企第328号）

　この改正規定は、平成19年12月14日から実施します。

　　　附　則（平成20年３月３日北企第361号、企第349号、経企第1109号、企第280号、
企第694号、西企第485号、中企第400号、四企第201号及び企第433号）

　この改正規定は、平成20年３月10日から実施します。

　　　附　則（平成20年５月26日北企第68号、企第63号、経企第210号、企第53号、企
第119号、西企第84号、中企第1028号、四企第27号及び企第84号）

　この改正規定は、平成20年６月２日から実施します。

　　　附　則（平成20年６月24日経企第321号）
　（実施時期）
１　この改正規定は、平成20年７月１日から実施します。
　（接続約款の消滅）
２　この改定規定実施に伴い、この改定規定前の株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ
北海道、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東北、エヌ・ティ・ティドコモ東海、
株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ北陸、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ関西、
株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ中国、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ四国
及び株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ九州（以下、総称して「地域ドコモ」とい
います。）の接続約款は消滅します。
　（この改定規定実施前に行った手続き等の効力等）
３　この改定規定実施前に地域ドコモの接続約款の規定により行った手続きその他の
行為は、この附則に規定するほか、この改定規定中にこれに相当する規定があると
きは、この改定規定に基づいて行ったものとみなします。
　（料金等の適用に関する経過措置）
４　この改定規定実施の際現に、当社との間で締結している協定及びそれに付随する
契約（当社が地域ドコモから契約上の地位を承継したものを含みます。以下、「既存
協定等」といいます。）に基づいて支払い又は支払わなければならなかった料金その
他の債務については、この改定規定実施後においてもその支払いを要します。
５　平成20年４月１日から平成20年６月30日までの間における地域ドコモとの接続に
より提供する機能に係る網使用料等の遡及適用については既存協定等に基づき、当
社が実施するものとします。

　　　附　則（平成20年７月28日経企第525号）
　この改正規定は、平成20年８月４日から実施します。
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　　　附　則（平成20年８月25日経企第626号）
　（実施時期）
１　この改正規定は、平成20年９月１日から実施します。
　（ＭＶＮＯ課金情報提供機能の提供に係る経過措置）
２　この改正規定にかかわらず、料金表第１表（接続料金）第１（網使用料）２（料
金額）の表中第11欄に規定する網使用料については、当社の準備が整うまでの間は、
第53条の２（定額制の網使用料の支払義務）及び第59条（定額制の網使用料及び網
改造料の計算方法）に規定する利用した暦日数に応じた日割を行わないものとしま
す。

　　　附　則（平成20年10月７日経企第784号）
　この改正規定は、平成20年10月14日から実施します。

　　　附　則（平成21年３月２日経企第1317号）
　（実施時期）
１　この改正規定は、平成21年３月９日から実施します。
　（相互接続協定に係る経過措置）
２　この改正規定実施前に、ｍｏｖａ接続機能、ＦＯＭＡ（通話モード）接続機能又
はＦＯＭＡ（64kb/sデジタル通信モード）接続機能の名称を用いて締結している協
定は、当該協定を変更するまでの間、ｍｏｖａ接続機能及びＦＯＭＡ（通話モー
ド）接続機能を併せて通話モード接続機能と、ＦＯＭＡ（64kb/sデジタル通信モー
ド）接続機能を64kb/sデジタル通信モード接続機能とそれぞれ読み替えるものとし
ます。
　（ＦＯＭＡ直収パケット接続装置機能に関する経過措置）
３　削除
　（ｉモード移動無線装置パケット接続装置機能に関する経過措置）
４　削除

　　　附　則（平成21年３月６日経企第1343号）
　この改正規定は、平成21年３月13日から実施します。

　　　附　則（平成21年６月24日経企第274号）
　この改正規定は、平成21年７月１日から実施します。

　　　附　則（平成21年８月31日経企第568号）
　この改正規定は、平成21年９月７日から実施します。

　　　附　則（平成21年10月23日経企第726号）
　（実施時期）
１　この改正規定は、平成21年11月１日から実施します。
　（改正規定の遡及適用に係る特例措置）
２　第27条（当社が行う接続用設備等の更改）に係る改正規定は、減価償却資産の耐
用年数等に関する省令の一部を改正する省令（平成20年財務省令第32号）の適用事
業年度開始日（平成20年４月１日）に遡及して、適用します。
　（ＭＶＮＯ課金情報提供機能の提供に係る経過措置）
３　附則（平成20年８月25日経企第626号）第２項の規定中「当社の準備が整うまでの
間」を「平成21年10月31日までの間」とします。
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　　　附　則（平成22年２月25日経企第1226号）
　この改正規定は、平成22年３月４日から実施します。

　　　附　則（平成22年３月24日経企第1354号）
　この改正規定は、平成22年３月31日から実施します。

　　　附　則（平成22年６月24日経企第359号）
　この改正規定は、平成22年７月１日から実施します。

　　　附　則（平成22年12月17日経企第1051号）
　（実施時期）
１　この改正規定は、平成22年12月24日から実施します。
　（相互接続協定に係る経過措置）
２　この改正規定実施前に、ＭＶＮＯ回線管理機能、ＭＶＮＯ課金情報提供機能又は
ＧＴＰ接続利用機能の名称を用いて締結している協定は、当該協定を変更するまで
の間、ＭＶＮＯ回線管理機能をＦＯＭＡ特定接続契約者回線管理機能と、ＭＶＮＯ
課金情報提供機能をＦＯＭＡ特定接続契約者回線課金情報提供機能と、ＧＴＰ接続
利用機能をＦＯＭＡＧＴＰ接続利用機能とそれぞれ読み替えるものとします。
　（ＦＯＭＡ直収パケット接続装置機能に係る経過措置）
３　この改正規定実施の際現に提供されている若しくは改正前の規定により提供され
ていた、又はこの改正規定実施前に第14条（接続申込み）の規定による接続申込み
があったＦＯＭＡ直収パケット接続装置機能については下表の規定が適用されると
ともに、その取扱い及び接続により提供する機能は、なお従前のとおりとします。

区　　分 備　考

ＦＯＭＡ直収パケ
ット接続機能（Ｇ
ＴＰ接続する場
合）を利用するた
めのもの

ＦＯＭＡＧＴ
Ｐ接続利用機
能と組み合わ
せて適用され
ます。

ＦＯＭＡ直収パケッ
ト接続装置機能

当該機能を利用する協定事
業者のＭＶＮＯサービス契
約者が指定する移動無線装
置との間に設定される当社
の契約者回線とその協定事
業者の電気通信設備との間
の通信を直収パケット交換
機を介して行うために必要
な100Mb/sの符合伝送が可
能な接続装置を利用する機
能

ＦＯＭＡ直収パケ
ット接続機能（Ｇ
ＴＰ接続以外の接
続による場合）を
利用するためのも
の

―

　　　附　則（平成23年１月24日経企第1140号）
　（実施時期）
１　この改正規定は、平成23年２月１日から実施します。
　（ＦＯＭＡ特定接続契約者回線登録手続費及びＸｉ特定接続契約者回線登録手続費
の適用に係る経過措置）
２　この改正規定にかかわらず、料金表第２表（工事費及び手続費）第２（手続費）
２（手続費の額）２－１（手続費）の表中第６欄（ＦＯＭＡ特定接続契約者回線登
録手続費）及び第７欄（Ｘｉ特定接続契約者回線登録手続費）に規定する手続費に
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ついては、平成23年３月31日までの間なお従前のとおりとします。
　（その他）
３　経企第1317号（平成21年３月２日）の附則を次のように改めます。
(1) 第３項を次のように改めます。
　削除
(2) 削除

　　　附　則（平成23年６月24日経企第356号）
　（実施時期）
１　この附則は、平成23年７月１日から実施します。
　（事務取扱所の営業日に関する変更措置）
２　平成23年７月１日から平成23年９月30日までの間における、事務取扱所の営業日
は水曜日、木曜日、金曜日、土曜日及び日曜日とします（平成23年７月20日、平成
23年９月７日及び平成23年９月23日を除きます。）。

　　　附　則（平成23年７月６日経企第431号）
　この改正規定は、平成23年７月13日から実施します。

　　　附　則（平成23年８月18日経企第599号）
　この改正規定は、平成23年８月25日から実施します。

　　　附　則（平成23年11月17日経企第915号）
　この改正規定は、平成23年11月24日から実施します。

　　　附　則（平成24年１月25日経企第1212号）
　（実施時期）
１　この改正規定は、平成24年２月１日から実施します。
　（その他）
２　経企第1317号（平成21年３月２日）の附則を次のように改めます。
(1) 第４項を次のように改めます。
　削除

　　　附　則（平成24年３月23日経企第1508号）
　この改正規定は、平成24年４月１日から実施します。

　　　附　則（平成24年４月６日経企第33号）
　この改正規定は、平成24年４月13日から実施します。

　　　附　則（平成24年６月26日経企第398号）
　この改正規定は、平成24年７月３日から実施します。

　　　附　則（平成24年７月24日経企第528号）
　この改正規定は、平成24年７月31日から実施します。

　　　附　則（平成24年８月20日経企第630号）
　この改正規定は、平成24年８月27日から実施します。
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　　　附　則（平成24年９月７日経企第706号）
　この改正規定は、平成24年９月14日から実施します。

　　　附　則（平成24年９月13日経企第720号）
　この改正規定は、平成24年９月20日から実施します。

　　　附　則（平成24年10月24日経企第879号）
　（実施時期）
１　この改正規定は、平成24年10月31日から実施します。
　（相互接続協定に係る経過措置）
２　この改正規定実施前に、活用型ＰＨＳ事業者の名称を用いて締結している協定は、
当該協定を変更するまでの間、活用型ＰＨＳ事業者をＰＨＳ事業者と読み替えるも
のとします。

　　　附　則（平成24年11月22日経企第1027号）
　この改正規定は、平成24年11月30日から実施します。

　　　附　則（平成24年12月28日経企第1189号）
　この改正規定は、平成25年１月10日から実施します。

　　　附　則（平成25年３月21日経企第1536号）
　この改正規定は、平成25年３月28日から実施します。

　　　附　則（平成25年４月24日経企第107号）
　この改正規定は、平成25年５月15日から実施します。

　　　附　則（平成25年６月７日経企第275号）
　この改正規定は、平成25年６月14日から実施します。

　　　附　則（平成25年９月19日経企第795号）
　この改正規定は、平成25年９月30日から実施します。

　　　附　則（平成25年10月17日経企第898号）
　この改正規定は、平成25年10月25日から実施します。

　　　附　則（平成26年２月21日経企第1424号）
　この改正規定は、平成26年２月28日から実施します。

　　　附　則（平成26年３月24日経企第1584号）
　この改正規定は、平成26年３月31日から実施します。ただし、この改正規定のうち、
第３条（用語の定義）に係るものについては、平成26年４月１日から適用します。

　　　附　則（平成26年５月23日経企第250号）
　この改正規定は、平成26年５月30日から実施します。

　　　附　則（平成26年９月24日経企第941号）
　この改正規定は、平成26年10月１日から実施します。
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　　　附　則（平成27年３月24日経企第1954号）
　（実施時期）
１　この改正規定は、平成27年３月31日から実施します。ただし、この改正規定のう
ち、第83条（様式）に係るものについては、平成27年４月１日から適用します。
　（接続料金の遡及適用）
２　当社は、料金表第１表（接続料金）第１（網使用料）２（料金額）第６欄及び第
７欄に規定する料金額については、変更後の料金額の原価に係る事業年度の４月１
日に遡及して、変更後の料金額を適用します。

　　　附　則（平成27年５月11日経企第252号）
　この改正規定は、平成27年５月25日から実施します。

　　　附　則（平成27年６月15日経企第549号）
　この改正規定は、平成27年６月30日から実施します。

　　　附　則（平成27年８月17日経企第965号）
　この改正規定は、平成27年８月31日から実施します。

　　　附　則（平成27年10月16日経企第1251号）
　この改正規定は、平成27年10月30日から実施します。

　　　附　則（平成28年２月24日経企第1841号）
　この改正規定は、平成28年３月11日から実施します。

　　　附　則（平成28年３月23日経企第2014号）
　（実施時期）
１　この改正規定は、平成28年３月31日から実施します。
　（接続料金の遡及適用）
２　当社は、料金表第１表（接続料金）第１（網使用料）２（料金額）第６欄及び第
７欄に規定する料金額については、変更後の料金額の原価に係る事業年度の４月１
日に遡及して、変更後の料金額を適用します。

　　　附　則（平成28年５月24日経企第205号）
　この改正規定は、平成28年６月６日から実施します。

　　　附　則（平成28年７月22日経企第613号）
　（実施時期）
１　この改正規定は、平成28年８月１日から実施します。
　（網使用料の遡及適用に関する特例措置）
２　当社は、料金表第１表（接続料金）第１（網使用料）２（料金額）に規定する料
金額については、第62条（接続料金の遡及適用）の規定にかかわらず、変更後の料
金額の遡及適用を行わないものとします。

　　　附　則（平成29年３月８日経企第1792号）
　この改正規定は、平成29年３月17日から実施します。
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　　　附　則（平成29年３月22日経企第1877号）
　（実施時期）
１　この改正規定は、平成29年３月31日から実施します。
　（網使用料の遡及適用）
２　当社は、料金表第１表（接続料金）第１（網使用料）２（料金額）第６欄及び第
７欄に規定する料金額については、変更後の料金額の原価に係る事業年度の４月１
日に遡及して、変更後の料金額を適用します。

　　　附　則（平成29年９月25日経企第1302号）
　この改正規定は、平成29年10月２日から実施します。

　　　附　則（平成29年10月25日経企第1569号）
　この改正規定は、平成29年11月１日から実施します。

　　　附　則（平成29年12月21日経企第2169号）
　この改正規定は、平成29年12月28日から実施します。
　ただし、この改正規定のうち、第87条第２項に規定する、原価に利潤を加えたもの
に対する原価の比率に関する情報の提供については、料金表第１表（接続料金）第１
（網使用料）２（料金額）第８欄及び第９欄に規定する料金額は原価算定期間が平成
28年４月１日以降のものから、料金表第３表（その他の費用）第１（ＵＳＩＭカード
の貸与に係る費用）１（ＵＳＩＭカードの貸与に係る費用の額）に規定する費用の額
は平成30年４月１日以降に適用するものから実施します。また、原価、利潤及び需要
の対前算定期間比に関する情報の提供については、料金表第１表（接続料金）第１
（網使用料）２（料金額）第８欄及び第９欄に規定する料金額は原価算定期間が平成
29年４月１日以降のものから、料金表第３表（その他の費用）第１（ＵＳＩＭカード
の貸与に係る費用）１（ＵＳＩＭカードの貸与に係る費用の額）に規定する費用の額
は、平成31年４月１日以降に適用するものから実施します。

　　　附　則（平成30年３月23日経企第2980号）
　（実施時期）
１　この改正規定は、平成30年３月30日から実施します。
　（ＵＳＩＭカードの貸与に係る費用の額）
２　当社は、この改正規定実施の日から平成30年3月31日までの間において、ＵＳＩＭ
カードの貸与に係る費用について、料金表第３表（その他の費用）第１（ＵＳＩＭ
カードの貸与に係る費用）１（ＵＳＩＭカードの貸与に係る費用の額）の規定にか
かわらず、次表に規定する額を適用します。

区　　分 単位 形状 費用の額 備　考

ＵＳＩＭ
カードの
貸与に係
る費用

ＵＳＩＭカード
の貸与に係る請
求をし、当社が
承諾したときに
要する費用

１枚ご
とに

Ｐｌｕｇ－ｉ
ｎＵＩＣＣ、
Ｍｉｎｉ－Ｕ
ＩＣＣ、又は
４ＦＦ

394円 ＦＯＭＡ直収パケ
ット接続機能又は
Ｘｉ直収パケット
接続機能での利用
が可能です。

　（網使用料の遡及適用）
３　当社は、料金表第１表（接続料金）第１（網使用料）２（料金額）第６欄及び第
７欄に規定する料金額については、変更後の料金額の原価に係る事業年度の４月１
日に遡及して、変更後の料金額を適用します。
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　　　附　則（平成31年１月17日経企第2544号）
　この改正規定は、平成31年１月25日から実施します。

　　　附　則（平成31年３月22日経企第3114号）
　（実施期日）
１　この改正規定は、平成31年３月29日から実施します。
　（ＵＳＩＭカードの貸与に係る費用の額）
２　当社は、この改正規定実施の日から平成31年3月31日までの間において、ＵＳＩＭ
カードの貸与に係る費用について、料金表第３表（その他の費用）第１（ＵＳＩＭ
カードの貸与に係る費用）１（ＵＳＩＭカードの貸与に係る費用の額）の規定にか
かわらず、次表に規定する額を適用します。

区　　分 単位 形状 費用の額 備　考

ＵＳＩＭ
カードの
貸与に係
る費用

ＵＳＩＭカード
の貸与に係る請
求をし、当社が
承諾したときに
要する費用

１枚ご
とに

Ｐｌｕｇ－ｉ
ｎＵＩＣＣ、
Ｍｉｎｉ－Ｕ
ＩＣＣ、又は
４ＦＦ

341円 ＦＯＭＡ直収パケ
ット接続機能又は
Ｘｉ直収パケット
接続機能での利用
が可能です。

　（網使用料の遡及適用）
３　当社は、料金表第１表（接続料金）第１（網使用料）２（料金額）第６欄及び第
７欄に規定する料金額については、変更後の料金額の原価に係る事業年度の４月１
日に遡及して、変更後の料金額を適用します。

　　　附　則（令和元年５月14日経企第344号）
　（実施期日）
１　この改正規定は、令和元年５月22日から実施します。
　（相互接続協定に係る経過措置）
２　この改正規定実施前に、電気通信番号規則（令和元年総務省令第４号。以下「新
番号規則」という。）の規定により廃止された電気通信番号規則（平成９年郵政省令
第82号。以下「旧番号規則」という。）の規定を参照した用語の定義を用いて締結し
ている協定は、当該協定を変更するまでの間、旧番号規則の規定を参照した用語の
定義をそれに対応する新番号規則の規定を参照した用語の定義に読み替えるものと
します。

　　　附　則（令和元年６月28日経企第872号）
　この改正規定は、令和元年７月８日から実施します。

　　　附　則（令和２年３月24日経企第3229号）
　（実施期日）
１　この改正規定は、令和２年３月31日から実施します。ただし、改正規定のうち、
第61条の３（接続料金の実績に基づく精算）、第62条（接続料金の遡及適用）並び
に料金表第１表（接続料金）第１（網使用料）２（料金額）第６欄、第７欄、第
７欄の２、第８欄、第９欄及び第９欄の２に規定する料金額については、令和２
年４月１日から適用します。

　（接続料金の遡及適用）
２　削除
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　（接続料金等の精算に係る経過措置）
３　この改正規定にかかわらず、前項の料金表第１表（接続料金）第１（網使用料）
２（料金額）第６欄、第７欄に規定する料金額を変更したときは、従前の第62条
（接続料金の遡及適用）の規定に基づき、平成31年４月１日に遡及して、変更後
の料金額を適用する場合があります。

　（ＵＳＩＭカードの貸与に係る費用の額）
４　当社は、この改正規定実施の日から令和２年３月31日までの間において、ＵＳＩ
Ｍカードの貸与に係る費用について、料金表第３表（その他の費用）第１（ＵＳ
ＩＭカードの貸与に係る費用）１（ＵＳＩＭカードの貸与に係る費用の額）の規
定にかかわらず、次表に規定する額を適用します。

区　　分 単位 形状 費用の額 備　考

ＵＳＩＭ
カードの
貸与に係
る費用

ＵＳＩＭカード
の貸与に係る請
求をし、当社が
承諾したときに
要する費用

１枚ご
とに

Ｐｌｕｇ－ｉ
ｎＵＩＣＣ、
Ｍｉｎｉ－Ｕ
ＩＣＣ、又は
４ＦＦ

335円 ＦＯＭＡ直収パケ
ット接続機能又は
Ｘｉ直収パケット
接続機能での利用
が可能です。

　（情報開示に係る経過措置）
５　この改正規定のうち、第87条第３項第２号に規定する料金表第１表（接続料金）
第１（網使用料）２（料金額）第６欄、第７欄、第７欄の２、第８欄、第９欄、
第９欄の２について、当年度実績によって算定した精算のための料金額の算定に
用いた需要の対前年度比に関する情報の提供については、令和３年４月１日から
実施し、第87条第３項第３号に規定する原価、利潤及び需要のそれぞれの比率に
関する情報の提供については、第61条の３（接続料金の実績に基づく精算）に基
づき、当年度実績によって算定した精算のための料金額を把握した日以降に実施
します。

６　この改正規定にかかわらず、第87条第３項第１号及び第２号に規定する情報の提
供ついては、附則第２項の料金表第６欄、第７欄、第８欄、第９欄に規定する料
金額について、原価に利潤を加えたものに対する原価の比率並びに原価、利潤及
び需要の対前年度比に関する情報は、従前の通り、提供するものとします。

　　　附　則（令和２年11月18日経企第1988号）
　（実施時期）
１　この改正規定は、令和２年12月１日から実施します。
　（経過措置）
２　この改正規定実施の際現に、改正前の規定により協定事業者が利用している業務
支援システムの提供条件については、その業務支援システムを更改するまでの間
はなお従前のとおりとし、料金表第３表（その他の費用）第２（業務支援システ
ムの利用に係る費用）の規定にかかわらず、次表に規定する額を適用します。

区　　分 単位 費用の額 備　考

ア　主回線 １拠点ごとに 14,300円 月額ネットワ
ーク回線

イ　副回線 １拠点ごとに 6,000円 月額
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　　　附　則（令和２年12月24日経企第2270-2号）
　（実施期日）
１　この改正規定は、令和３年１月５日から実施します。
　（接続料金の遡及適用）
２　当社は、料金表第１表（接続料金）第１（網使用料）２（料金額）の規定にかか
わらず、第６欄、第７欄に定める料金額については、次表に規定する額を平成31年
４月１日に遡及して令和２年３月31日までそれぞれ適用します。

区　　分 単　位 料金額 備　考

ア　GTP接続 (ア)　10Mb
/sのもの

427,029円 月額(6) ＦＯＭＡ
直収パケッ
ト接続機能

(イ)　10Mb
/sを超え
る1.0Mb/
sごとに

42,702円 月額

イ　削除

ア　GTP接続 (ア)　10Mb
/sのもの

427,029円 月額(7) Ｘｉ直収
パケット接
続機能

(イ)　10Mb
/sを超え
る1.0Mb/
sごとに

42,702円 月額

イ　削除

　（情報開示）
３　当社は、接続申込者から請求があるときは、前項の表に規定する料金額について、
原価に利潤を加えたものに対する原価の比率並びに原価、利潤及び需要の対前年度
比に関する情報を、当社の事務取扱所において、提供するものとします。ただし、
その情報が当社の機密事項に該当するときは、この限りではありません。
　（その他）
４　経企第3229号（令和２年３月24日）の附則を次のように改めます。
(1) 第２項を次のように改めます。
削除

　　　附　則（令和３年２月17日経企第2718号）
　（実施時期）
　この改正規定は、令和３年２月24日から実施します。

　　　附　則（令和３年３月23日経企第3078-2号）
　（実施期日）
１　この改正規定は、令和３年３月31日から実施します。
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　（ＵＳＩＭカードの貸与に係る費用の額）
２　当社は、この改正規定実施の日から令和３年3月31日までの間において、ＵＳＩＭ
カードの貸与に係る費用について、料金表第３表（その他の費用）第１（ＵＳＩＭ
カードの貸与に係る費用）１（ＵＳＩＭカードの貸与に係る費用の額）の規定にか
かわらず、次表に規定する額を適用します。

区　　分 単位 形状 費用の額 備　考

ＵＳＩＭ
カードの
貸与に係
る費用

ＵＳＩＭカード
の貸与に係る請
求をし、当社が
承諾したときに
要する費用

１枚ご
とに

Ｐｌｕｇ－ｉ
ｎＵＩＣＣ、
Ｍｉｎｉ－Ｕ
ＩＣＣ、又は
４ＦＦ

292円 ＦＯＭＡ特定接続
契約、Ｘｉ特定接
続契約、５Ｇ特定
接続契約での利用
が可能です。

　　　附　則（令和３年２月26日経企第2789-2号）
　（実施期日）
　この改正規定は、令和３年４月１日から実施します。

　　　附　則（令和３年６月24日経企第801-2号）
　（実施期日）
　この改正規定は、令和３年７月１日から実施します。

　　　附　    則（令和３年９月24日経企第1619-1号）
　（実施期日）
　この改正規定は、令和３年10月１日から実施します。
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